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サービス・ラーニングにおけるコミュニティ
インパクト（貢献活動の影響）への捉え
―日米の高等教育機関への調査を基に―

宮崎 猛� 伊藤 章� 眞所 佳代�

�創価大学教職研究科 教授
�NPO法人市民教育のためのサービス・ラーニング・クリアリングハウス事務局長

�北海道安平町立追分中学校 教諭（創価大学教職研究科）

１ 問題の所在と本研究の目的

本研究はサービス・ラーニング（Service

Learning 地域への貢献活動を伴った学習、以

下 SL と称する）の米国における動向ならびに

近年の事情を概括するとともに、SL の課題の

一つとなっている地域への影響（コミュニティ

インパクト）を、送り手（大学）がどのように

捉えているかを明らかにすることを目的とす

る。

従前より学校と地域は、密接なかかわりを

もって教育に対するそれぞれの役割を果たすこ

とが求められてきた。学校には、地域と連携し

た教育プログラムの実施や学校施設の地域への

開放などが求められている。一方、地域も教育

の重要な担い手であると位置づけられるように

なり、地域の多様な資源が学校教育に提供さ

れ、地域ボランティアなど多様な形態で学校教

育との関わりが展開されている１。

こうした学校と地域との連携の重要性に呼応

するような形で、米国に出自をもつ SL が日本

でも注目を集めている。SL は地域への貢献活

動と学校での学習を架橋し、学校で学んだこと

を実際の社会で活用したり、社会のニーズを学

校の学びと連携したりする教育方法である。高

等教育においては、教育方法の質的転換を求め

るものとして、中教審答申において「サービ

ス・ラーニング科目、NPO に関する専門科目

等の開設」（２００２年）を進めることが提唱さ

れ、この頃から SL を導入し、その運営を支え

るセンターなどを常設機関として設置する大学

もみられるようになった２。２０１２年には文部科

学省から大学を地域再生の核（Center of Com-

munity）としての位置づける構想（「大学改革

実行プラン―社会の変革のエンジンとなる大学

づくり―」）が打ち出され、大学が地域の課題

を解決する取り組みを行うことで、地域へ貢献

特集論文「アクティブ・ラーニング」

１ 第１５期中央教育審議会は「学校、家庭、地域社会の役割と連携の在り方」（１９９８年）は「子供たちの教育は、

単に学校だけでなく、学校・家庭・地域社会が、それぞれ適切な役割分担を果たしつつ、相互に連携して行わ

れることが重要である」との答申を示した。改正教育基本法（２００６年）では「学校、家庭及び地域住民その他

の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚すると共に、相互の連携及び協力に努めるものとす

る」（第１３条）が新たに新設された。

２ 中央教育審議会答申「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について」（２００２年）

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ５



したり、学生の学修意欲を向上させたりする機

能をもつことが期待されている。ここにおいて

も SL の経験や方法が参照されるものと考えら

れる。

こうした SL は、貢献（＝サービス）を通し

て学習を成立させるものであり、それが持続的

に展開され、かつ教育効果を生むためには、学

校と地域との互恵関係（学生の学びと地域の受

益）の構築が鍵となる。学校が企図する貢献的

な活動が今後さらに拡がることが想定される現

下の状況において、受け入れ先へのインパクト

－生徒や学生の活動によって何を得たのかとい

うサービスの影響－に着目していくことは、学

生の学習成果＝ラーニングアウトカムとともに

重要になるものと考えられる３。

そこで、本研究では上記の問題関心に立脚

し、近年の SL の概要と動向を整理するととも

に、受け入れ先となってきた地域の諸機関等に

対して、送り手の学校側が１．地域に与えた影

響を調査・評価すること（以下インパクト調査

とする）の意義についてどのように捉えている

のか、２．これまでどのようなことを行ってき

たのか、３．今後はどのようにあるべきと考え

ているのかをリサーチクエスチョンズとして設

定し、調査を行った。

調査では SL を先行的かつ組織的に行ってい

る国内の６つの大学を対象として取り上げると

ともに、米国の高等教育における SL の代表的

な実践ならびに学術拠点の一つとして位置づけ

られているインディアナ・パーデュ大学（IU-

PUI）の サ ー ビ ス＆ラ ー ニ ン グ セ ン タ ー

（CSL）への調査も行い、先行経験をもつ米国

ではどのような状況にあるのかを明らかにし、

今後の SL やそれに類する活動におけるインパ

クト調査のあり方や地域との互恵関係にかかわ

る知見を析出することとした。

２ サービス・ラーニングの動向と概要

２－１ コミュニティサービスからサービス・

ラーニング（SL）へ

米国においては、SL が初等学校から大学院

までの幅広い学校教育に取り入られている。米

国ではボランティア活動が伝統的に重視されて

おり、それは「ピルグリムの時代から大切にさ

れてきた伝統精神であり、その活動は教会や

ボーイ・ガールスカウトなどによって担われて

きた」ものとされる４。

１９８０年代にはそれらを学校教育に導入し、単

位化しようとする動きがみられるようになる。

カーネギー教育振興財団が組織した「全米公立

問題研究会」の報告書「ハイスクール新生１２の

鍵」（１９８４年）は、その５番目の鍵として学問

的なプログラムの他に１年間３０時間以上の奉仕

活動を完了すべきであるとする勧告を行っ

た５。奉仕活動導入の目的は「自分が責任をも

つ、より大きなコミュニティの構成員であるこ

とを生徒自身が理解していくこと」とされ、そ

の背景として青少年の社会性の欠如やコミュニ

ティに対するアイデンティティ希薄化などを示

す事例が様々な形で示されている６。

高等教育にも同時期に貢献的な活動を取り入

れようとする動きがあった。１９７１年に全米学生

ボランティアプログラムが設立され、１９７９年に

３ 米国においてもコミュニティインパクトの重要性に着目することが、研究者、実践者の間でサービス・ラーニ

ングの重要課題として取り上げられている。例えば“One of weakest areas of service-learning/community en-

gagement is impact on community” Cruz, N. L., and Giles, D. E. (2000). Where’s the community in service-learn-

ing research? Michigan Journal of Community Service Learning , 7, pp.28-34. など。

４ Social Science Education Consortium (Ed.) (1996). Service Learning in the Middle School Curriculum A re-
source book , pp. 7-10.

５ アーネスト・L・ボイヤー『アメリカの教育改革』（天城勲・中島章夫監訳）メディアファクトリー、１９８４年、

２３０－２４３頁。

６ アーネスト・L・ボイヤー、上掲書、２４０頁。

６



全国 SL センターが組織された。１９８５年には

サービス活動導入を推進するために、東部の大

学の学長が中心になってキャンパスコンパクト

といわれる大学連合がつくられ、これが母体と

なって大学教育に地域への奉仕活動や国際平和

などに貢献するプログラムが取り入れられるよ

うになった７。

１９９０年代になるとこうした取り組みがコミュ

ニティサービスとして学校教育に幅広く取り入

れられるようになる。その契機は１９９３年の合衆

国法“The National and Community Service

Trust Act”の成立である８。この法律は、幼稚

園から大学までの学校教育において、生徒・学

生のコミュニティサービスへの参加を促進する

ことを目的とし、その基盤として“Corporation

for National and Community Service”

（CNCS）という公的な振興機関を設立させる

ものであった。こうした公的な支援体制の確立

に呼応して、民間企業の中にも私的な基金を設

立するところも現れ、コミュニティサービスは

多方面から支援されるようになった。コミュニ

ティサービスは、これまでボランティア活動と

してアメリカ社会において行われてきた社会参

加ないしは奉仕活動を、学校の教育活動の一環

として位置づけ、単位として認定するというも

のである。この意味ではコミュニティサービス

における活動の実態はこれまでのボランティア

活動と大きな相違はなく、コミュニティサービ

スの意義はボランティア活動を学校教育の一環

として取り込むことにあったともいえる。

９０年代半ばになると SL の有意性が改めて着

目され、その理論化が図られ、それに基づいた

方法が提唱されるようになる。「Standards of

Quarity for School-Based and Community-

Based Service-Learning」は、「コミュニティ

サービスは、若者にとっての力強い経験とな

る。しかし、コミュニティサービスはサービス

活動と学習の間に意図的明示的な関連が形成さ

れた場合にのみ SL と成りうる。サービスの体

験の上に熟慮された準備と振り返りの機会がな

ければならない」として両者の相違に言及して

いる９。高等教育の SL のモデルでは、学術的な

研究成果の地域社会への還元を目的としたり、

学術的な調査研究を含んだりするなど高等教育

固有の取り組みが重視されるようになった１０。

２－２ サービス・ラーニングの特徴

SL の定義は多様であるが、米国において多

くの論文で参照されるコンラッドとヘディン

（Conrad, Dan and Hedin, Diane，１９９１）によ

れば、SL は教育が本質的に目指す社会的責任

や民主社会における市民性の涵養を具現化する

ものであるとする。また、指導法としては、地

域での貢献活動とアカデミックなカリキュラム

を融合したものであり、それは地域のニーズに

応えつつ学生の学びを構築するものであるとす

る１１。

SL の背景には、「学ぶ」ことや「身につくこ

と」が実社会での貢献的・実用的な経験によっ

て構築されるという理念があり、教育理論とし

ては、個人と社会・地域とが身近に深く関わる

ことで知的・人格的発達が可能になるという

７ The National Service-Learning Clearinghouse “Historical Timeline” ［http : //www.servicelearning.org/what_

is_service-learning/history］（２０１３年１月１日最終閲覧）

８ コミュニティサービスから SL への動向については宮崎猛「アメリカにおける『サービスラーニング』の動向

と意義」『日本社会科教育学会 社会科教育研究』第８０号、１９９８年、３３－３９頁を参照されたい。

９ Alliance for Service-Learning in Education Reform (March 1995). STANDARDS of QUALITY for School−
Based and Community-Based Service-Learning , Close Up Foundation

１０ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) (2008), Growing to Greatness 2008 ,

The State Farm Companies Foundation. ここには全米の SL の普及実態や教育効果について、統計的な調査

資料をもとに報告されている。

１１ Conrad, Dan, and Diane Hedin. (1991). School Based Community Service : What We Know from Research and

Theory. PHI DELTA KAPPAN 72, EJ 426971, pp. 743-749.

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ７



デューイ（Dewey, John）らの経験主義に基づ

く学習論がある。ヴィゴツキーによる発達の最

近接領域やレイブとウェンガーの正統的周辺参

加論（状況的学習論）などからの理論化も行わ

れている１２。

また、ネオデューイアンの一人といわれるコ

－ブ（Kolb, David A.）による省察の経験学習

モデルが方法上の理論としてしばしば取り上げ

られ、反省的思考が体験の学習化への鍵となっ

ている１３。コーブによれば学習は動的なプロセ

スであり、「経験」→「省察」→「概念化」→

「試行」という４つのフェーズを不断の検証を

伴いながら連続していくものとされる１４。具体

的な経験を分析的な振り返りによって概念化

（意味の考察や今後の見通しの言語化）し、そ

れを活用して次の経験を重ねるというサイクル

をスパイラルに繰り返し発展させていくという

理論である。振り返りは、一般には話し合いや

討論、レポート作成、地元新聞へのエッセイ投

稿、成果発表会などによって行われている１５。

２－３ サービス・ラーニングの類型

近年の SL の動向や成果については、Na-

tional Youth leadership Council（NYLC）が年

次報告として公表している“Growing to Great-

ness”に詳しい１６。２００８年度の報告書では質の

高い SL の実践には１．意味のあるサービス活

動、２．カリキュラムとの連携、３．振り返

り、４．多様性、５．若者の声の反映、６．参

加者間の互恵性、７．活動経過の観察（モニタ

リング）、８．持続と集中の各要素が重要であ

るとしている。同報告書によると近年の SL に

関する学術論文（博士論文）は、対象を高等教

育とするものが６５％を占め、小学校～高等学校

が２７％、コミュニティが６％とされ、SL の展

開や研究対象は主に高等教育機関となってい

る１７。

高等教育の実践の類型としては、下記のよう

に分類することができる１８。

純粋型：学生の研究課題や関心に基づい

て、学生自身によって行われる貢献活動

学科ベース型：カリキュラムの一環とし

て、地域での貢献活動ならびにその振り返

りを実施

課題解決型：地域の課題やニーズをもとに

した貢献活動を行う過程で既習事項を活用

総括型：最終学年にこれまで学んだことを

実社会で総合的に実践

インターンシップ型：体験を理論的に振り

返る機会をもったインターンシップ

参画調査型：研究方法を学び、住民の立場

に基づいた調査を行い、改善を提案する取

り組み

（Campus Compact の記述をもとに筆者まと

め）

SL をその目的とするところから考察したの

がウェステマーとカーン（Westheimer, Joel

and Kahne, Joseph，１９９４）である１９。二人は民

１２ Dwight E. Gilis, Jr., and Janet Eyler. (1994). Theoretical Root of Service-Learning in John Dewey Towadr a The-

ory of Service-Learning. The Michigan Journal of Community Service Learning ., 1(1), pp. 77-75
１３ Dwight E. Gilis, Jr., and Janet Eyler, Ibid., p 78．

１４ David A. Kolb. (1984). Experiential Learning : Experience as the Source of Learning and Development . Engle-

wood Cliffs, New Jersey : Prentice-Hall., pp 25-42.

１５ Service Learning in the Middle School Curriculum A resource book (1996) ,Ibid., pp. 34-35.

１６ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) , Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., pp. 9-11.

１７ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) , Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., p. 30

１８ ［http : //www.compact.org/initiatives/syllabi/syllabi-introduction-page-3/?zoom_highlight=six］（２０１３年１

月１日最終閲覧）

８



主主義教育や市民性育成の観点から SL がもつ

課題について問題提起を行ってきたが、SL に

は、「慈善」（charity）を目的としたものと「変

革」（change）を目的としたものがあるとし

て、両者の相違に検討を加えている。彼らによ

れば、「慈善」は責任ある市民の育成を目的と

するもので、その活動は“施し（giving）”と

いうことができるものであり、サービス重視の

SL ということができる。「変革」はより深い関

係性を模索し、他者をその立場から理解し、改

善を目指していくような取り組みをいう。

その後のウェステマーらの研究（２００４）で

は、教育における「善き市民」（Good Citizen）

の概念を明らかにしている２０。彼らは「個人と

して責任ある市民」「参加する市民」「公正を志

向する市民」の三つの市民のタイプを示し、二

年間の民主主義促進に関する教育プログラムの

調査研究を通して、「善き市民とは何か」「善き

市民は何をすべきか」について検討を行った。

ウェステマーらによる「個人として責任ある

市民」とは、市民としての責任や遵法精神等を

重視するもので、その代表的な活動として「食

料配給機関で配膳の手伝いをする」を取り上げ

る。ここでの活動は既存のプログラムの枠組み

の中で、そのプログラムの実践者として活動を

行うものである。

「参加する市民」は、「既存のシステムやコ

ミュニティの構造の中で活動的に参加し、先導

的な役割を担う」ものであり、その活動として

「食料配給機関を組織化するための手伝いをす

る」を挙げている。ここでは与えられたプログ

ラムや組織の枠内の活動に留まらず、そのプロ

グラムそのものを見直したり、再構築したりす

る活動を含んでいるものである。

「公正を志向する市民」のプログラムは、「不

正義が経時的に再生産されていると考えられる

とき、市民は疑問をもち、議論を行い、既存の

システムや構造を変革していく」ものとされ、

事例として「飢えを生じる要因を究明したり、

根本的な原因を解決したりするために行動す

る」が挙げられている。ここでは社会にある不

正義を公正の観点から問い直し、そのための行

動を起こすことができる市民を指している。

ウェステマーらによれば、SL などの市民教

育は「個人として責任ある市民」を強調したも

のが多いと指摘する。「個人として責任ある市

民」の育成を強調した SL はコミュニティサー

ビスに近いものであり、奉仕や慈善を志向した

SL であるということができる。「参加する市

民」「公正を志向する市民」はより積極的に参

画しようとする能動的な市民であり、自立した

市民像が前提となっている。特に後者の「公正

を志向する市民」は社会の諸問題を根本的要因

から変革しようとする立場をとるのである。

３ SLの課題と本研究の位置づけ

３－１ SLの課題

SL の学習効果として、これまで様々な実践

とそれへの研究が行われてきた。高等教育にお

いては、１．市民的スキルの獲得、２．専門性

の向上、３．学習の動機獲得、４．進路選択の

機会獲得等が挙げられている２１。

一方課題についてはどうであろうか。今後の

日本の展開においても重要になると考えられる

SL の課題や論点について、本研究では上述の

１９ Westheimer.Joel and Kahne. Joseph. (1994). What Kind of Citizen? The Politics of Educating for Democracy.

American Educational Research Association , 41(2), pp. 237-269.「慈善」「変革」ならびに「善き市民」に関す

る論考については、宮崎猛「社会奉仕体験活動の展開への示唆 －米国サービス・ラーニングをめぐる議論に

着目して－」創価大学教育学会、第２０号、２０１１年、１－２０頁を参照されたい。

２０ Westheimer. Joel and Kahne. Joseph. (2004). WHAT KIND OF CITIZEN? THE POLITICS OF EDUCATING

FOR DEMOCRACY. American Educational Research Journal , 41(2), pp. 241-247.
２１ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.), Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., p 20
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議論やこれまでの筆者の論考を踏まえ以下の４

つに整理した。

活動か学習か

SL はボランティアやそれを単位化したコ

ミュニティサービスとは異なるものであるとさ

れているが、実践段階では SL と称しながらコ

ミュニティサービスに留まっているケースも少

なくない２２。そこでは有機的な振り返りの機会

を取り入れるなど、学習としての構造を必要と

する。コーブやデューイが言うような高い質を

もった経験が構築されるためには、活動の途上

の状況を見極めつつ、経験の選択ときめ細やか

な振り返りが行われることが求められる。担当

教員が学習化することの重要性を理解すること

や多忙な教育現場への支援態勢が必要となる

が、それらを欠いた状況では学習化の実体化は

難しい。一方で、目標や評価の厳密化や規格化

は、学生の活動それ自体の学びの高まりへの阻

害要因として捉えられている状況もみられ

る２３。

慈善の心か変革の力量か

SL は前述したようにその目的において慈善

の心を志向するものと変革の力量を目指すもの

に分類することができる。前者は社会の一員と

しての義務や責任の涵養を目指すとともに、活

動した当事者は人や社会に役立つ喜びを感得す

ることができる。後者は既存社会への建設的な

批判を通して、社会的に意義のある新たな価値

を生み出そうとする＝イノベーションの担い手

を育て、当事者は自己有能感や効力感などを身

につけることができる。

一方で課題としては、慈善の心に偏った SL

では、権力に無批判に迎合する若者を育成する

可能性があり、変革の力量に偏ると無責任で権

利だけを主張する若者を育成する可能性があ

る２４。教育としての意図と目的をもちつつも、

学生の自発性をどのように担保するのかという

問題にも関連するところである。

貢献か学習か

SL は貢献にかかわる活動を通して学習を構

築しようとしていくものである。それは貢献と

学習のバランスの問題でもあり、インターン

シップ、教育実習、学校ボランティアなどと SL

の異同を明らかにすることでもある。米国にお

いてもしばしば議論されるところであり、

ファーコ（Furco, Andrew，１９９６）などによっ

てそれらの違いが説明されている２５。ファーコ

によれば、インターンシップなどは、提供者

（学生）の学びにより焦点化されており、ボラ

ンティアなどは受益者（コミュニティや学校）

への貢献により焦点化されているものというこ

とができる。SL はサービスとラーニング、受

け入れ側の利益と学生の受益のバランスがとれ

たものでなければならないとされる。

人材活用が前提か教育効果の要請か

サービスかラーニングかは別の見方をすれ

ば、人材活用の要請を前提とするか教育の要請

を前提とするかという問題でもある。前者の例

としてドイツにおいて２０１１年に兵役代替役務の

制度に替わってつくられた連邦ボランティア制

２２ 例えば、ミシガン州立大学エクステンションセンターのホームページには“What is the difference between

community service and service learning?”として SL とコミュニティサービスがしばしば混同されるものの、

異なったものであることが説明されている。［http : //msue.anr.msu.edu/news/what_is_the_difference_be-

tween_community_service_and_service_learning］（２０１３年１月１日最終閲覧）

２３ 例えば、K－１２の SL 関係者が加入しているメーリングリスト（The Service-Learning Listserv K12-SL）では、

２０１０年の７月に“Let’s Talk about the CNCS Strategic Plan”のスレッドが立てられ、「CNCS の新しい戦略プ

ランは、SL の複雑さと繊細さを捉えることに失敗している」などとして、意図しない学びの重要性やそれを

担保する柔軟性についての議論が行われている。

２４ 宮崎猛、前掲論文「社会奉仕体験活動の展開への示唆 ―米国サービス・ラーニングをめぐる議論に着目して

―」１４頁。

２５ Andrew Furco. (1996). Service Learning : A Balanced Approach to Experiential Education. Expanding
Boundaries : Service and Learning . Corporation for National Service, pp 2-6.
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度が挙げられよう２６。ドイツでは長年兵役代替

役務において多くの若者がドイツの福祉政策の

重要な役割を担ってきた。同年の徴兵制ならび

に兵役代替役務の停止とともに、それにかわる

施策が必要になり、連邦ボランティア制度が導

入されることになった。

米国においても前述の法律 The National and

Community Service Trust Act が制定した際に

は、コミュニティサービスは本来政府が担うべ

き福祉サービスを肩代わりさせようとするもの

であるとの批判を招いた。また、わが国におい

ても奉仕活動導入を提唱・推進した曾野綾子

は、奉仕によるつらさや不自由さの体験が精神

的な鍛錬となり、生き方を考察する内省の機会

になると主張するとともに、福祉分野における

人手不足を充当するものとしての社会的効用に

ついても言及している２７。

現実の社会に役立つことを前提としつつ、人

材活用の論理＝政治の論理に安易に取り込まれ

ることなく、教育の立場をどのように堅持して

いくかが課題である。

３－２ コミュニティインパクトを捉えること

の重要性

上述の課題は、いずれも SL が貢献と学習の

微妙なバランスの上に成り立つ教育方法である

ことから生じているものであり、そこでは現実

社会と学校教育をリンクさせることの難しさが

表出しているものともいえる。

SL は学校が主体となって行われる教育活動

である場合、学習が基軸となり、それを欠いて

成立させることはできないが、貢献については

それが「体験」のレベルであっても受容される

という側面がある。実際に初等・中等教育にお

いては、地域や受け入れ先の奉仕や協力によっ

て貢献の「体験」が行われているという事例も

少なくない。例えば、高齢者施設で「体調がよ

くないが、せっかく高校生が来ているから出て

あげないと」といったものである２８。

SL はその定義に忠実に従えば、「意味のある

サービス」や「互恵性」が要件となっており、

その本質は現実の社会に実際に役立つ貢献を通

して学びを成立させる教育方法である。とりわ

けそのような立場は高等教育において重要であ

る。今後、SL の本質に根ざした活動が展開さ

れ、また互恵性に基づき継続的な関係を構築し

ていくためには、学校が貢献をどのように捉

え、どのように評価し、それを教育にどのよう

に環流するかが重要になってくるものと想定さ

れる。そこで本研究では前述したように、大学

側が、１．地域に与えた影響を評価・調査する

ことの意義についてどのようにとらえているの

か、２．これまでどのようなことを行ってきた

のか、３．今後はどのようにあるべきと考えて

いるのかの三つをリサーチクエスチョンズとし

て設定し、調査・分析することとした。

４ 国内教育機関の実態調査

４－１ 調査対象大学とその SLの特徴

調査対象とした大学のうち５大学（国際基督

教大学、立命館大学、関西国際大学、千葉商科

大学、早稲田大学）は全学を対象とした取り組

みとして、桐蔭横浜大学は学部（スポーツ健康

政策学部）として、組織的に SL を展開してい

る（以下記述は調査日のデータに基づく）２９。

２６ 諸外国におけるボランティア活動に関する調査実行委員会（２００９年）「諸外国におけるボランティア活動に関

する調査報告書」平成１９年３月文科省、１３２－１７２頁。

渡辺 富久子「ドイツ 徴兵制を停止」国の立法、月刊版：立法情報・翻訳・解説／国立国会図書館調査及び

立法考査局 編２４８－１、国立国会図書、２０１１年

２７ 朝日新聞「三者三論」２００６年１２月６日付朝刊、『教育の論点』文藝春秋社，２００１年，１０４－１５７頁。

２８ 前掲、朝日新聞「三者三論」２００６年１２月６日付朝刊、『教育の論点』２００１年，１０４－１５７頁。

２９ 調査日は以下のようである。肩書きはすべて当時。

立命館大学 ２０１０年６月１８日 衣笠キャンパス サービス・ラーンニング・センター（ボランティアセンター
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そして、SL を企画・運営するための SL セン

ターやボランティアセンターなどの常設機関を

設置しており、専任スタッフを配置している。

全学的に取り組んでいる背景や理由には、それ

ぞれの大学がもつミッションが SL の理念と方

法によって具現化できることが挙げられてい

る。各大学の SL の実施形態は大学の規模や実

施規模、重点の相違などによって異なってい

る。６つの大学共に GP 等の公的な競争的資金

を SL の導入・実施において獲得しており、そ

の効果、意義、課題等を学術的な側面からも検

証している。

国際基督教大学においては、「国際的社会人

としての教養をもって神と人とに奉仕する有意

の人材を養成」するという建学の目的や使命

が、他者への貢献を理念や方法に据える SL と

合致するものであり、同時に SL の活動の海外

への展開を視野に入れることによって国際性へ

の使命を具体化する教育方法の一つとして位置

づけられた。国際基督教大学では選択での実施

となっており、大学自体が比較的小規模である

ことと能動的な学生が集うという特徴を背景と

して、個人を単位として学生が自ら活動場所を

開拓し、それを大学が支援するという方法がと

られている。

立命館大学では、関西地域における私学伝統

校として「知的・人的資源を地域に提供する」

というミッションを掲げており３０、SL はその具

現に有効な方法と捉えられた。立命館大学では

体系化されたプログラムを SL センターが学生

に提供する形となっている。

関西国際大学は、地域における生涯教育など

に従前より力を入れており、地域との関係強化

を重視していた。高等教育のユニバーサル化に

おける学びの質的変化への対応の要請もあり、

SL の方法はそうした大学の方向と合致したと

のことである。関西国際大学では初年次教育と

して悉皆で実施されている。

桐蔭横浜大学は、スポーツ健康政策学部立ち

上げの際、スポーツや身体の力を使って社会に

貢献できる学生の育成を目標として掲げ、その

ための教育方法として SL を取り入れた。大学

が実習先を厳選し、どのような活動を行うかは

学生が策定することを原則としている。

千葉商科大学は、実学を理念とした大学であ

り、SL に類似した実践が伝統的に行われてき

た。平成１６年度に GP に採択された際、問題解

決型の人材の育成を目指す特別講義を政策情報

学部に設置した。特別講義とは、地域社会から

５つの課題を抽出し、その解決や改善のための

長・荒木穂積氏、共通教育推進機構講師・中根智子氏、共通教育推進機構サービス・ラーンニング・セン

ター障害学生支援室・奈良英久氏、ボランティアセンター主事・井上泰夫氏）

国際基督教大学 ２０１０年６月２９日 サービス・ラーンニング・センター（センター長・本郷好和氏、同職員・

黒沼敦子氏）

関西国際大学 ２０１０年１１月１８日 尼崎キャンパス サービスラーニング室（助教・山田一隆氏、大塚郁子氏）

桐蔭横浜大学 ２０１２年１０月１２日 サービスラーニングラボ（スポーツ健康政策学部教授・岡本真佐子氏、SL

プログラムディレクター・木下直子氏）

千葉商科大学 ２０１２年１１月３日 本館（政策情報学部教授・瀧上信光氏、千葉商科大学大学院政策情報学研究

科・繁野春樹氏）

早稲田大学 ２０１２年１１月３０日 平山郁夫記念ボランティアセンター（事務長・外川隆氏、助教・岩井雪乃氏、

専任職員・鈴木護氏）

３０ 現在は、立命館大学サービスラーニングセンターは以下のようなミッションを掲げている。

１．サービスラーニングの普及により、学生のシチズンシップ（ボランティアマインド等）を涵養する。

２．サービスラーニングに関わる調査、研究を行い、参加型学習プログラムを開発・運営する。

３．ボランティアなどの社会貢献・連携活動の情報を収集、編集、提供するとともに、相談、調整を行い、課

外活動を支援する。

４．社会貢献・連携活動に関わる地域・市民・団体・機関とのネットワークを構築する。

５．学生と地域・市民・団体・機関との交流窓口として、両者に必要な活動や資源をコーディネートする。

［http : //www.ritsumei.ac.jp/slc/introduce/mission.html/］（２０１３年１月２３日最終閲覧）
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活動に学生が参加するというものである。特別

講義終了後は、授業科目ではなく学生のボラン

ティア活動として継続されている。

早稲田大学では、WAVOC（早稲田大学平

山郁夫記念ボランティアセンター）を中心に展

開されている。WAVOC は早稲田大学建学の

精神（教旨）に基づき、大学として社会に貢献

し、国際社会に貢献できる人材を輩出すべく、

設立当時（２００２年）の総長のイニシアティブに

より設立された機関である。SL はその使命を

果たすための核となる事業となっている。WA-

VOC が提供するオープン科目と、学生が提案

して WAVOC が公認するプロジェクトとがあ

り、それらを通して国内外での社会貢献活動を

展開している。

各校の SLの概要（記述はすべて調査時）

カリキュラムの概要 ラーニングの評価の方法 受け入れ先との連携の現状

国
際
基
督
教
大
学

座学と実習コースの計７コースが

ある。実習コースには国際 SL と

コミュニティ SL があり、それぞ

れ３０日以上のサービス活動を行

う。選択式。

学生がアドバイザーとなる教員を

選び、プレゼン、レポート、現場

からの評価等をベースにその教員

が成績評価。

活動先は個々の学生が探してくる

のが原則。定期的に学生が活動し

ている受け入れ先もある。

立
命
館
大
学

学びの段階と現場への関わり方の

深さに応じた体系的なプログラム

をセンターが提供。選択式。

授業参加及び活動時間、ジャーナ

ル（日誌・様式指定あり）、最終

レポートで評価。

アンケートを年１回、学内で受け

入れ先団体との意見交換をする協

議会を年１～２回実施。担当者と

受け入れ先で次年度どうするかを

話し合う機会が総括の場になって

いる。

関
西
国
際
大
学

１年生の春学期に必修。臨床心理

士や社会福祉士、教員、保育士な

どの国家資格を取るためのコース

の必須科目には、SL が配置され

ている。

共通のルーブリックを使用して、

レポートで評価。

地域のニーズを手伝うという姿勢

で連携。受け入れ先を大学に招

き、情報交換会を実施してきた。

学生の学びのフィードバックや受

け入れ先同士の連携のきっかけに

なった。

桐
蔭
横
浜
大
学

社会貢献論（座学）と SL 実習が

ある。選択式だが、履修する場合

は社会貢献論、SL 実習の順番で

両方の科目の履修が必須。

実習後、担当の教員との１対１の

面接によるレポート指導によって

実施。

実習先との運営会議で方針のすり

合わせを行い、年度末の反省会議

で１年間のふり返りを行う。学生

の育成に資する実習先を厳選。コ

ンセプトの共有により、実習先も

教育する側としての意識をもつ。

千
葉
商
科
大
学

平成１６年度に採択された GP の中

核となった５つの特別講義のうち

の１つとして実施。選択式。２０１０

年度からは授業ではなくボラン

ティアに移行。

参加状況やレポートの内容によ

り、積極性や活動への貢献度、

リーダーシップ等総合的に評価。

商店街の１店舗を借りて宅配ビジ

ネスを行っているため、商店街の

各種会合に参加している。

早
稲
田
大
学

オープン科目とプロジェクトがあ

り、それぞれさまざまな活動行わ

れている。選択式。プロジェクト

は課外活動となり、WAVOC が

主催するものと、学生が提案し、

WAVOC が公認するものとがあ

る。

プロジェクトについては、事前・

実施中・事後の各段階でリフレク

ションを行う。教員と学生の１対

１、受け入れ先関係者と学生、学

生同士といった形態がある。オー

プン科目については、科目ごとの

評価基準に従う。

担当教職員が受け入れ先にヒアリ

ングをする。２週間に１度、教職

員が集まって情報を共有する。
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４－２ インパクト調査に関する調査内容

１）国際基督教大学

事前指導において社会貢献することの重要性

とその方法について十分に学ぶ機会が設けられ

ており、これまで学生の貢献が不十分であった

等の苦情は一度も聞いたことがない。こうした

ことから受け入れ先に対して学生が役立つこと

よりも、受け入れ先が学生の学びに役に立つも

のかどうかの方に気を遣っている。

学生の地域社会への貢献について、調査はで

きていないが、それが実現していることは、受

け入れ先と大学の双方で共通した認識になって

いる。例えば、地域の市役所で継続して行われ

ている活動先では、「いくつか来る大学の中

で、国際基督教大学生は戦力になるので歓迎し

たい」という声を聞いている。

２）立命館大学

学生の学びに供する活動内容と受け入れ先の

ニーズに資するプログラムの開発を目指してい

るものの、その両立は容易ではない。具体的に

は地域からは労働力や人的資源の提供を求めら

れることが多々ある一方で、学生のラーニング

の立場からは、学問的な学びに連関する経験が

重要であり３１、双方のニーズを両立させること

の難しさがある。また高等教育機関としての大

学に高度で専門的な内容を求められることもあ

り、学術的には意味があるものの学生だけでは

対応が困難なケースもある。バランスのとれた

活動や共に価値を生み出す活動を組織する必要

がある。

インパクト調査については、その必要性は感

じているものの現実には難しい側面がある３２。

学生の活動は単年度単位であり、いわゆる「地

域が変わった」「地域の課題が改善・解決し

た」などの評価は一定年限の特定の学生だけの

活動だけでは捉えることが困難だからである。

また、長期的な影響に関する調査を実施した場

合には、その客観性を担保することや実施のた

めの労力と専門性などから第三者が評価するこ

とが望まれる。

３）関西国際大学

悉皆で SL のプログラムを実施しており３３、

地元地域との関係を重視する立場から、地域と

の互恵関係の構築は重要な課題であると認識し

ている。とりわけ、プログラム施行からすでに

５年を越えており、連携の質的向上のために地

域にどのような影響をもたらしたか、受け入れ

たことに意味を感じているかについての情報を

得る必要がある。その理由として「単位の終わ

りが縁の切れ目ではなく、授業が終わった後も

学生と地域が繋がっていくきっかけになる」こ

とが重要であり、そのためには地域が何を考え

ているのかを的確に捉える必要がある。

一方で学生の活動は「手伝わせていただく」

という段階であり、そこに「インパクト」を前

提とした調査を行うことは難しいのではないか

と認識している。インパクト調査は実施してい

ないものの、地域との互恵関係をよりよいもの

にし、地域に貢献するために様々な手立てを

行っている。例えばそれはプログラムへの評価

や情報交換会の開催である。プログラム評価

は、十分な打ち合わせが行われていたかどう

か、学生の活動が期待に応えるものであったか

などについて問うものである。情報交換会で

は、受け入れの担当者を招き、率直な見解等に

ついてカジュアルな雰囲気の中で情報交換しよ

うと心がけている。この会では受け入れ側から

自分たちが受け入れたことで、学生達がどのよ

３１ 現在は、シチズンシップの涵養や地域への貢献という点が重視されている。

３２ 受入先からも報告会でその年の活動が具体的な課題解決に繋がったという評価もあり、学生の感想の中でも社

会的課題の改善に貢献できたというものもあることから、必ずしも単年度でないとインパクト評価ができない

というわけでないというコメントもあった。（２０１３年１月２０日 立命館大学サービスラーニングセンター教

員・川中大輔氏）

３３ 関西国際大学は２０１２年度に大幅なカリキュラム改革を行っている。２０１１年度以前は、学科の「専門科目」の「基

礎科目」に位置付けられていたが、２０１２年度以降、「共通教育科目」に位置付けられている。
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うに学んだかを知りたいとの声が届けられ、学

生の学びのフィードバックを丁寧に行うように

なった。また、情報交換会の場の提供が地域の

関係づくりのきっかけになったという評価も

あった３４。

４）桐蔭横浜大学

スポーツ健康政策学部において、スポーツや

身体の力を使って社会に貢献できる学生を育成

するために SL 実習を設定した。学部のコンセ

プトに合致する実習先を教職員が厳選してい

る。実習先は単なる送り先ではなく、大学では

できない教育を担うカウンターパートととら

え、なぜ SL 実習を行っているのか、何を目指

しているのかということを大学と実習先がすべ

て共有している。実習前に受け入れ先運営会議

で教育方針や受け入れ方針のすり合わせを行

い、年度末の会議で１年間の反省を行ってい

る。受け入れ先からは率直な意見や建設的な提

案を聴くことができている。

インパクト調査はまだ行っていないが、学生

にフィードバックするためにも必要であると考

えている。実習中の視察や会議での意見から、

学生の活動は好意的にとらえられており、実習

先も学生の教育に携われることを喜びとしてい

る様子を窺うことができる。

５）千葉商科大学

大学には現実社会の問題について大学の知を

活用して解決を図り、社会貢献しなければなら

ないという理念があり、地域と連携した活動が

多様に展開されてきた。例えば地元商店街の歴

史を調査し、ホームページを立ち上げて調査結

果や商店街の逸品をアピールする仕組みを構築

するなど商店街の人々とのつながりや信頼関係

を築いてきた。地域の側から大学に地域の活性

化についての協力依頼もある。

社会調査法という授業で学生と地域住民に対

して行ったアンケート調査をもとにして「ボラ

ンティア型宅配ビジネス」が考案され、平成１６

年度に採択された現代 GP の中核となった特別

講義の一つとして実施された。インパクト調査

は特に行っていないが、GP の評価として商店

街の会長から高い評価を受けている。また、商

店街からも学生に貢献しようという趣旨で、千

葉商科大学生に対する割引制度を始めてくれた

ことから、学生の活動に対する評価が窺えるも

のと捉えている。

６）早稲田大学（WAVOC）

受け入れ先に対して、学生の活動の効果につ

いて、担当教職員がヒアリングを行っている。

インパクト調査は制度としては行っていない

が、必要性はあると考えている。

学生が地域に対してできることは、若い学生

が来てくれて地域が活気づくとか、地域の子ど

もが学生と触れ合って喜んでいるのを見て大人

が喜ぶなど、数字に表しにくいものが多い。ま

た、受け入れ先にインタビューをする場合、同

じ人が何度も同じようなことを聞かれるなど、

相手に負担をかけることもある。受け入れ先に

学生の評価を依頼する場合、あまり悪い評価を

書くことはなく、できるだけ良いことを書くこ

とが多いため、本音を聞き出せているのかどう

か疑問であることもある。また受け入れ先のど

のような層（担当者か責任者か、直接の受益者

か）に尋ねるかによって評価が変わってくると

も考えられる。インパクト調査について客観

的・定量的に図ろうと試みたことがあったが、

こうした理由から困難であるという結論になっ

た。

４－３ インパクト調査に関する考察

６つの大学ともに地域や社会（国際社会を含

む）のニーズを捉え、社会に貢献する活動を展

開することの重要性に言及している。また、学

生が座学あるいは事前指導等でそれらについて

理論的に学び、実習によって理論を実践すると

いう仕組みが見られた。

３４ 現在はこの情報交換会は行われていないとのことであった（２０１２年１２月）
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学生の学びを担保するための活動の振り返り

については様々な工夫が行われている。それら

は主にレポートによって行われるが、レポート

作成の過程において、教員との面接指導を経る

例が多い。他にも受け入れ先との対話や学生同

士での話し合いといった形態もみられる。こう

した学生のラーニングの評価を通して、学生の

パフォーマンスに対する評価やプログラムに対

する評価を行っている。それらは地域へのイン

パクト調査を直接の意図とするものではないも

のの、貢献活動のあり方を含む性質をもつもの

ということができる。

また活動先に対しては、学生が直接受け入れ

先と連携する国際基督教大学と千葉商科大学を

除き、活動の節目に教職員が学生の活動状況や

プログラムの有効性等を調査するためのアン

ケートを実施したり、情報交換会等意見交換の

場を設けたりしている。

制度としてのインパクト調査はどの大学も

行っておらず、必要性に対する見解は各大学に

よって異なっていた。国際基督教大学は、学生

が貢献していないという指摘を受けるというこ

とはなく、また、受け入れ先が広範であり定型

的な調査は行っていないが、受け入れ機関との

様々なやりとりから貢献につながっているもの

と捉えている。同様に、千葉商科大学も定期

的・定型的な調査は行っていないが、実際の地

域の反応を大学が直接捉えることができる状況

にあり、学生が地域に貢献しているものと認識

している。立命館大学は、長期的・複合的な評

価が必要としつつも、個々の学生が実際に活動

するのは約半年と限られた期間であるため、そ

の学生が地域に何か影響を与えたかどうかとい

う調査は現実には難しいものと捉えている。関

西国際大学は、学生を受け入れてもらう側とし

ての立場が強いため、地域への影響を調査する

段階ではないとしている。学生の学びや成長を

受け入れ先にフィードバックすることが良好な

関係の構築に寄与している。桐蔭横浜大学は、

実習中の視察や受け入れ先との会議を通して意

見を聴くことはあり、今後は学生にフィード

バックするためのリサーチとしてインパクト調

査は必要になってくるとの立場にある。早稲田

大学は調査の必要性を感じつつも、学生が地域

に与える影響は数値化できないことが多いこと

などから、実際に調査する方法をまだ見いだせ

ていない状況である。

このように、インパクト調査については、視

察等の際に見られる学生の活躍の様子から、あ

えて調査をする必要はないととらえている大学

と、調査は必要としながらもそのための方法が

確立されていないことから調査を行うことがで

きないとする大学がある。いずれの大学も学生

の学びを中心に考えており、貢献したことが学

生の学修にとってどのように役立ったかという

ことを重視している。その学修を評価する際、

教員による評価は当然のこととして、地域や受

け入れ先からの評価も看過することができな

い。そのため、学生は活動している受け入れ先

から、アンケートや会議等によって評価を受け

ることになる。同時に学生と関わる地域や機関

も学生から何らかの影響を受けていることか

ら、結果として地域に対する影響を含む評価に

なっているものと考えられる。

SL を実施していく過程で、制度としてのイ

ンパクト調査の必要性を感じるようになった大

学も少なくない。しかしインパクト評価を定型

的に制度として行うに際しては、学生が限られ

た期間（多くの場合約半年）で本当に地域にイ

ンパクトを与えられるのか、また実際に貢献で

きる活動であることがわかってもそれを継続し

ていく保証があるのか、学生が地域に与える影

響は数値化できるのか、「地域」「受け入れ先」

と一口にいっても具体的には誰にどのような方

法で調査するのか、といったさまざまな課題が

あり、それらが実施の障壁となっている。
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５ 国外教育機関（IUPUI）の実態調査

５－１ IUPUI（インディアナ・パーデュ）大

学の概要

IUPUI（インディアナ・パーデュ大学）は

１９６９年に設立されたアーバン大学で、学生数約

３万７千人、専任教員数約２１００人の学校規模で

ある３５。アーバン大学とは地域や地域の人々へ

の貢献に特化した目的をもつ高度学術機関であ

るとされる。インディアナ州内には理系の学術

領域を主に担うパーデュ（Purdue）大学と主

に文系の学術領域を担うインディアナ大学があ

ることから、両者が連携し、IUPUI としてイ

ンディアナ州都であるインディアナポリスに

キャンパスを構えたものである。

IUPUI は２１の学術領域と２００のプログラムを

もっており、そのミッションは、インディアナ

３５ IUPUI ならびにアーバン大学に関する記述は、大学案内書、CSL センター案内、ホームページ［http : //www.

iupui.edu/about/core.html］（２０１３年１月１日最終閲覧）等から筆者がまとめたものである。

インパクト調査に関する比較

調査することに意義について
これまでにどのような方法で

調査を行ったか
今後はどのようにあるべきか

国
際
基
督
教
大
学

調査する仕組みはないが、配慮し

ている。大学としては、学生には

「貢献」を強調するが、最終的に

は学生の学びに役立つものである

かどうかに気を遣っている。

行っていない。学生に対する評価

としてスーパーバイザーに記入し

てもらうものはある。

多様な実習先を考慮した有効な調

査の形を考える必要が出てくるで

あろう。

立
命
館
大
学

学生が地域に関われるのは約半年

と限られているので、その期間で

地域に対するインパクトを調査す

ることは難しい。

年１回のアンケート。年１～２

回、学内で受け入れ団体の意見交

換をする協議会を行う。

長期的・複合的な調査が必要。そ

の際、教員だけではなく、コー

ディネータ的な存在が求められ

る。また、第三者からの調査も必

要である。

関
西
国
際
大
学

学生のラーニングの側面が強く、

インパクトを調査する段階にはな

い。

行っていない。 学生の活動が充実してきたら必要

性が出てくるかもしれない。

桐
蔭
横
浜
大
学

学生が「自分が役に立っている」

ということを感じるためにフィー

ドバックしていくことは必要だと

感じる。

実習中の視察。受け入れ先との会

議。

どのように行っていくべきか検討

したい。

千
葉
商
科
大
学

リサーチは行っていないが、実際

の地域の反応は好意的である。

GP の評価として商店街の会長か

ら評価を受けた。

授業ではなくなったため、今後大

学としてインパクト調査を行う予

定はない。

早
稲
田
大
学

制度として行っていないが、必要

だと考えている。

担当教職員が地域の方にヒアリン

グを行う。さらに、学生を含めた

反省会の内容を持ちより、全教職

員が集まる定例会議（２週間に１

度）で情報を共有する。

調査方法の工夫が必要。数値化で

きないものをどのように調査する

か、どのような層に調査をする

か、本音を引き出せるようにする

にはどうすればよいか、といった

課題をクリアする必要がある。
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州の発展に寄与することであり、大学と地域を

架橋し、学術研究や創造的活動、教授や学習、

市民としての地域への参画を通して、インディ

アナ市民の知的水準を高めることを目的として

いる。特に医療分野に力を入れており、傘下に

３つの付属病院をもっている。

５－２ IUPUI における SL

１９９３年に SL コースが開発され、同時にサー

ビスとラーニングのためのセンター（Center

for Service & Learning : CSL）が創設された。

CSL（以下センターとする）は大学を特徴付け

る重要機関の一つされ、その目的は、１．大学

と地域双方に利益をもたらす活動を提供するこ

と、２．学生の教育ならびに大学教員の研究の

機会提供と質的向上を図ること、３．地域の課

題解決への貢献、４．市民性をもった卒業生を

輩出する（大学のミッション）こととされ、各

教員が専門性等に合致した SL を組織すること

になっており、健康、教育、貧困、環境など幅

広い地域の課題に取り組んでいる３６。

センターは専任１０名を含む２６名のスタッフで

運営されており（２０１０年）、４つのオフィス

（The Office of Service Learning、The Office

of Community Service、The Office of Neigh-

borhood Partnerships、The Office of Commu-

nity Work Study）で組織され、そのうちの代

表的機関が SL 事務局（オフィス）となってい

る。SL 事務局は、SL の授業開発、実践、評価

について教員を支援することを目的としてい

る。具体的には、SL に関しての各種情報の提

供、教員への個別コンサルティング、プログラ

ム作成のサポート、必要書類作成の援助や学内

外の補助金獲得への支援、研究業績への関連付

けへのアドバイスを行ったりしている。

こうしたセンターの取り組みに対しては、こ

れまで国家レベルでの様々な表彰を受けたり、

学内学外からの補助金を獲得したりしている。

また、獲得した補助金等を元に、学生の活動に

対して多様な奨学金を提供している３７。２０１０年

度には１３８人（全教員数約２０００人）の教員が SL

を担当し、６２１１人の学生が参加し、活動規模は

年々増大している（２０００年度には１４４０人）の学

生参加。学生のラーニングの成果としては、専

門性の向上や市民的スキルの獲得、認識の枠組

みの拡大、進路選択の機会提供、キャリアアッ

プ（上級学校進学、就職等に有利）などがあげ

られている。

５－３ インパクト調査に関する調査内容

IUPUI は、その設立の趣旨として「インディ

アナ州の発展に寄与すること」を掲げており、

SL はそれを具現化するための重要な方法の一

つとして位置づけられている。このことから、

SL の地域へのインパクト調査は詳細に行われ

ている。その第一は外部機関による調査であ

る。第二はコミュニティパートナーに対して

IUPUI が定期的に行っている「コミュニティ

パートナー状況調査」である。

１）外部機関による評価

２００７－０８年の年 次 報 告 に は“In ２００７ Mi-

chael Thompson, Indiana Business Research

Center”による調査の結果が報告されている。

地域に対する経済的なインパクトは７０万ドルで

あったとの調査結果が示されている。

２）コミュニティパートナー状況調査

定期的に行われている「コミュニティパート

ナー状況調査」（資料参照）はセクション１な

らびにセクション２に分かれており、地域への

インパクトにかかわる調査が様々な角度から行

われている。

セクション１では、主に活動や連携の概要、

ならびに参加した学生や教員・スタッフのパ

フォーマンスについての質問を主な内容として

３６ ［http : //csl.iupui.edu/index.cfm］（２０１３年１月１日最終閲覧）

３７ CSL に関する記述は次の年次報告ならびに CSL センター案内書からの筆者まとめ。IUPUI Center for Service

and Learning Annual Report : 2007-2008、同２００９－２０１０
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いる。セクション２は、プログラムや参加した

学生が地域に与えた影響についての問いを主な

内容としている。セクション１、セクション２

ともに調査がコミュニティパートナーとの関係

を改善し、継続的な関係を構築するために行っ

ている旨が冒頭に示されている。

本研究に関連するセクション２を概観する

と、冒頭でセクション１と多少重複する学生の

パフォーマンス能力を問う質問（質問１）を設

定しながら、しだいに SL の活動の地域への影

響を問う内容となっている。質問２、３では、

プログラムならびに学生の活動の効果を５段階

で評価するものとなっており、ここではインパ

クトの具体的な内容ではなく、受け入れ団体に

おいて有益なものであったかどうかを包括的に

問うものとなっている。質問４では、受け入れ

団体（地域のボランティアセンターなど）に対

して、学生の取り組みが直接の受益者（活動

先）にとって有益であったかどうかを問うもの

となっている。質問５は、IUPUI が関与する

ことによって、受け入れ団体の活動の質が改善

したり、補助金等が増額されたり、新たに受け

取る機会となったかどうかを問う内容となって

いる。質問６は連携関係における互恵性を直接

問うものであり、質問７は具体的な地域におけ

る受益の内容を問うものとなっている。質問８

は連携全般の課題を問い、質問９は全体を総括

し、パートナーシップ改善のための見解を自由

に記述させるオープンな問いとなっている。

３）担当者からの聞き取り３８

サービスとラーニングの関係について

学生の学びと地域への貢献（利益）は必ずし

も一致するものではなく、時に不一致や対立を

生じるため難しい問題であるが、センターでは

その業務の目的（大学のミッション）から、学

生の学び（＝ラーニング）よりも地域への貢献

（＝サービス）に重点を置いている。それは

IUPUI の SL が大学のミッションである Civic

Engagement の一環として行われるものだから

である。

また、学生の学びと地域の利益、担当教員の

研究・教育の成果のバランスを取ることが重要

であるが、担当する教員が学生の学びや研究の

成果に対して競争的である（より重視する）こ

とから、センターはコミュニティへの貢献に

フォーカスする必要があると捉えている。

リベラルアーツや科学などを含む学部段階、

大学院学生、専門職大学院などすべての教育プ

ログラムに SL が意味をもつようにしている。

そのために幅広い目標を設定し、市民性をもっ

た卒業生を輩出することを重視している。市民

性は貢献と不可分の関係にあり、カリキュラム

上に設定した SL のプログラムとカリキュラム

と連携して行うプログラム（コミュニティサー

ビスなど）の両方が市民性育成に役立っている

と考えている。

センターはラーニングが構築されるようプロ

グラム作成に際して教員への支援を行ったり、

SL を研究業績や教育実績に結びつけられるよ

うリソースの紹介やガイダンスをしたりして、

教員にとって魅力があり、多くの教員が SL に

携わることができるような環境を整えている。

また学術面においても、IARSLCE（SL に関す

る国際学術学会）の中核として活動したり、研

究成果を積極的に公表したりするなどして、学

術面での大学間の連携、SL の理論化に取り組

んでいる。

インパクト調査について

学内資金だけではなく多くの外部資金を獲得

していることから、センターではその成果につ

いて説明責任を果たす必要がある。このため活

動の内容、資金、成果等について年次報告書を

作成し、ウエブサイトに公開するとともに、関

係者に報告するようにしている。

３８ 調査日は２０１１年８月２４日。Robert G. Bringle, PhD, DPhil（Chancellor’s Professor of Psychology and Philan-

thropic Studies, Executive Director, Center for Service and Learning）ならびに Mary. Price（Service Learning

Specialist）の２名に対応頂いた。
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IUPUI の SL が地域に与えるインパクトを金

銭に換算していることに関しては、複合的な評

価の方法の一つにすぎず、代表的な指標ではな

い。学生のアカデミックな学びや市民性への学

び、専門職としての資質に関する評価、パート

ナーであるコミュニティの組織へのインパク

ト、支援する住民へのインパクトなどを総合的

に捉えるようにしている。

課題について

SL の効果が大変に大きいために、それほど

深刻な課題はない。いくらかの予算削減があっ

たりはする。SL が何であるかについての学内

での理解を深めたり、地域とのよりよい関係を

構築したりするための努力は続けなければなら

ない。将来の主要な課題は、学生の学びに対す

る信頼できる証拠を手に入れることと、SL

コースの質的向上ならびに地域とのパートナー

シップを強化することである。

５－４ IUPUI におけるインパクト調査の考察

IUPUI のインパクト調査の第一の特徴は、

第三者評価を導入し、活動の社会的効果を時間

や金銭に換算して提示していることである。同

様の評価は SL の取り組みを全米規模で紹介す

る年次報告“Growing to Greatness -The State

of Service-learning Project”NYLC（National

Youth Leadership Council）にも見られるもの

である。米国では説明責任が重視されること

や、IUPUI が政府、民間、大学等、様々な関

係機関から資金援助を受けていることなどか

ら、外部評価や金銭等による明示的な成果等の

報告が行われている。

こうした外部評価や金銭換算は「複合的な評

価の一部」であるとのことで、外部評価とは別

にコミュニティパートナー状況調査を大学自身

による定期的な活動（毎年度）として行ってい

る。調査対象は中間支援団体（例えば地域のボ

ランティアセンター）や受け入れ団体（例えば

高齢者施設）となっている。調査はそれらの団

体へのインパクト（セクション２質問４、質問

５）を問う内容と、そこからみた直接の受益者

（例えば高齢者など）へのインパクト（同質問

２、質問３）、ならびにその両者を含んだ問い

から構成され、内容は多岐に渡っている。項目

は多いものの、選択肢も多く、記述者の負担は

それ程大きなものではないと考えられる。

こうした調査の目的は項目内容から明らかで

あり、第一に学生のパフォーマンスを問うもの

であり、第二にプログラムの有効性を吟味する

ためのものであり、第三にコミュニティへのイ

ンパクトの具体的な内容・状況を調査するもの

となっている。コミュニティパートナー状況調

査の結語に示されているようにインパクト調査

は互恵関係を構築するために行われていること

が明記されている。

調査とは別に、定期的に関係者に対してメー

ル通信によって IUPUI の取り組みに関する情

報発信が行われている点も良好な関係構築に寄

与しているものと考えられる（資料参照）。

担当者の聞き取りからは、IUPUI の SL が参

加するすべてのアクターに資する互恵関係の構

築を目指していることが示唆された。互恵関係

には担当教員も含まれており、教員が SL を担

当することの意義やベネフィットが明示され、

センターはその具現化を支援するものとされ

る。その一方で大学が行う SL がラーニングに

傾注しやすいという認識や大学のミッション

（地域貢献）から、センターではサービスの実

現を特に重視し、ラーニングとサービスのバラ

ンスをとるという立場をとっている。

このようにサービスに重きを置き、地域の

ニーズを反映したり、地域からの声をフィード

バックしたりする仕組みを多様に実施しながら

も「地域とのパートナーシップを強化する」こ

とがなお課題の一つとして挙げられている。地

域との互恵関係の構築は SL の展開において、

学生の学びの構築と同様に常に実践と検証を繰

り返していく、不断の課題であるともいうこと

ができる。
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６ 研究のまとめ

日本においては、政府機関によって SL が奨

励され、高等教育に SL が導入されるように

なっておよそ１０年が経過した。本研究の調査対

象となった６つの大学では、定型的な形でのイ

ンパクト調査は行われておらず、現在までのと

ころ学生のラーニングに重点が置かれている。

地域から評価を受けるに際しても、学生の取り

組みに対する評価を主な目的や内容としてる。

一方で SL の導入から一定程度の年数を経て

いることもあり、インパクト調査の重要性の認

識はほぼ共通である。その主な理由は、受け入

れ先との良好な関係の構築とその維持にある。

そこで各大学とも学生の貢献状況を学生のラー

ニングやパフォーマンスの評価を通して確認し

たり、地域との良好な関係を構築するための取

り組み（関西国際大学における交流会など）を

行ったりしている。インパクト調査の重要性が

認識されながらそれが実施されない理由として

調査の難しさが指摘された。具体的には、１．

一定年限の活動で捉えることの困難や長期的な

調査の必要、２．第三者評価の必要、３．調査

対象（地域の受け入れ先）の負担、４．広範な

調査対象の存在などが挙げられた。

米国高等教育の SL を代表する機関の一つで

ある IUPUI では、SL を行うために学内外から

多様な形で資金提供を受けていることや地域貢

献という大学のミッション遂行といった理由か

ら、インパクト調査は必然のものと捉えてい

る。

日本の SL では、学生は地域に貢献している

という意識によって、地域は学生を受け入れて

いる（教育に貢献している）という意識によっ

て、互恵関係を保っているものと考えられる。

SL によって学生が他者に貢献することを学

び、地域も学生に対する貢献をすることで互恵

関係を築き、相互価値を創造していていくこと

は、現代社会が抱えるコミュニティの関係の希

薄化という問題の改善につながるものとなりう

るものである。大学が地域再生の核としての機

能を強化する構想（前述「大学改革実行プラ

ン」２０１２年）が打ち出されていることもあり、

今後コミュニティに対するインパクト調査はよ

り重要な課題となるものと考えられる。そのた

めにも、互恵関係を築くという場合、お互いに

とって何が「貢献」であり「利益」となるのか

というのを、コミュニティインパクトの調査を

通して再考する必要があるのではないだろう

か。

本研究では日本において活用可能なインパク

ト調査の具体的なあり方を示すまでには至らな

かった。地域や受け入れ先がどのような評価や

調査、フィードバックを求めているのか、それ

らへの調査分析ならびに本研究成果を踏まえ、

送り手と受け入れ先の相互に資するインパクト

調査の内容と方法を提案することが今後の課題

である。

＊本研究は「社会奉仕体験活動の展開における

ステークホルダーへの説明責任に関する実用的

研究」基盤研究（C）（一般）（H２２～H２４）課

題番号２２５３１０３３/研究代表宮崎猛における成果

IUPUI のインパクト調査に関するまとめ

調査することに意義について
これまでにどのような方法で

調査を行ったか
今後はどのようにあるべきか

Ｉ
Ｕ
Ｐ
Ｕ
Ｉ

地域への貢献が大学のミッション

であり、SL のもっとも重要な要

素と捉えている。したがってそれ

を評価することは当然である。説

明責任の観点からも重要である。

外部評価と大学が行う評価（コ

ミュニティパートナー状況調査）

が実施されている。

調査のあり方については特に言及

なし。SL コースの質的向上なら

びに地域とのパートナーシップを

強化することが課題である。
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の一部である。

＊本研究では国内外７つの大学の関係各位１７名

の方々ならびに関係諸機関に大変にお世話にな

りました。ご協力いただいた皆さまに心より感

謝申し上げます。
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資料）IUPUI サービス・ラーニングセンター ２０１１年度コミュニティパートナー状況調査

（筆者訳出まとめ）
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創価大学の実地体験・
社会貢献型学習拡充に向けて：
サービス・ラーニングセンター設立準備

ワーキンググループ答申のまとめ
１

�関田 一彦 �西浦 昭雄 �宮崎 猛 �山� めぐみ �佐々木 諭
�清水 強志 �小林 和夫 �平野 正彦 	赤石澤 敏和

�創価大学教育学部 教授
�創価大学学士課程教育機構 教授

�創価大学教職大学院 教授
�創価大学学士課程教育機構 准教授

�創価大学看護学部 准教授
�創価大学文学部 准教授

�創価大学学事課（国際教養学部設置準備室）
	創価大学学事課 主任

１ センター構想の背景

１－１ 能動的学習のニーズ

大学教育のユニバーサル時代を迎え、学習能

力・学習ニーズ・学習意欲など広範にわたり学

生の多様性が顕著になっている。多様な学生を

受け入れつつ、大学には一定水準の教育成果が

求められている。今世紀に入り出された大学教

育に関する中教審の答申は、総じて大学の教育

力向上あるいは大学教育改革の必要性を強調し

ている。日本と同様に大学教育がユニバーサル

段階に入っている米国において、教育効果が顕

著な７つの教育方法（High Impact Practices）

をアメリカ大学協会（AAC&U）がまとめてい

る。そこでは学生を主体的・能動的にさせる体

験型の教育方法として、PBL（Project-Based

Learning）やサービス・ラーニングと呼ばれ

る学習活動が注目されている。

サービス・ラーニングはわが国においても

１９９０年代後半より注目されるようになった。

２００２年度中教審答申に、「大学などにおいては

（中略）正規の教育活動として、ボランティア

講座やサービス・ラーニング科目、NPO に関

する専門科目等の開設やインターンシップを含

め学生の自主的なボランティア活動等の単位認

定等を積極的に進めることが適当である」等と

述べられている。その後、学生の自主性を伸ば

特集論文「アクティブ・ラーニング」

１ ２０１２年春、学士課程教育機構内にサービス・ラーニングなど参加・参画型の授業外学習活動を支援する組織体

制の在り方を検討するワーキンググループがつくられた。本稿は、同年１２月に提出されたワーキングループ答

申（報告書）をまとめたものである。
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す取り組みに対する文部科学省の支援政策は、

大学教育改善推進事業として展開される。関西

国際大学の「初年次サービスラーニングの取り

組み～学士課程における複合的・重層的サービ

スラーニングの展開～」（２００８年度採択）、同志

社大学の「プロジェクト・リテラシーと新しい

教養教育～課題探求能力を育成する PBL 教育

の方法論的整備～」（２００９年度採択）など、GP

事業においてもサービス・ラーニングや PBL

をキーワードとした教室外の活動を重視する実

践が数多く採択されている。また、２００７年度か

ら２００９年度にかけて経済産業省が実施した、

「社会人基礎力育成・評価手法開発事業」で

は、１９の大学がモデル校として採択され、PBL

を中心としたアクティブラーニングを通しての

社会人基礎力の育成と評価を試みている。

さらに、２０１２年６月に出された大学教育改革

プランでは、地域再生の核となる大学づくり、

いわゆる COC（Center of Community）構想

の推進が大きく強調された。地域との連携を発

展・深化させる取り組みは本学にとって重要で

あり、サービス・ラーニングのような実地学習

を支えるセンターの設置検討は時代の要請のよ

うに思われる。

１－２ 本学の現状

本学では学習者の多様化に対し、２０００年に教

育・学習活動支援センター（Center for Excel-

lence in Teaching & Learning，以下 CETL と

略す）を設置し、以来、CETL を中心に FD 活

動を進めてきた。その中で、２００８年には三重大

学高等教育創造開発センターが取り組んでいる

PBL について勉強会を持ち、同年の全学 FD

フォーラムでは静岡県立大の事例紹介を中心に

PBL に関する分科会を開催した。これらは２０１０

年のカリキュラム改訂に際して経営学部のグ

ループ演習開設の布石となった。さらに、２０１４

年のカリキュラム改訂に向けて、２０１２年１月に

は広島大学のハーモナイゼーション PBL と呼

ばれる手法を体験的に学ぶワークショップを開

催した。

また、八王子市内の大学が連携した現代 GP

「八王子未来学」プロジェクト（２００７年度採

択）への参画を機に、地域との連携が進み、い

くつものプロジェクトが企画・推進されてき

た。行政側も学生の町興しに期待し、その声を

吸い上げる場を設けるようになった。経済学部

の西浦ゼミは PBL 型の手法を取り入れ、八王

子のまちづくりコンテストで市政提案を行い４

年連続で優勝をしている。その中でも、２００８年

１２月のまちづくりコンテスト「学生と市長との

ふれあいトーク」で最優秀賞を獲得した「学生

手作りの食育絵本の作成プロジェクト」は市の

共同事業として実現し、八王子市内の約７０小学

校に配布され、市長から感謝状が届けられた。

加えて、文学部の社会調査実習Ⅰ（担当：小林

和夫）、社会調査実習Ⅱ（担当：井上大介）、教

育学部の宮崎ゼミなど、授業の一環として地域

連携を進める取組も、少数ながら開講されてい

る。

インターンシップに関しては、キャリアセン

ターを中心に様々な企業インターンシップ先が

開拓されている。さらに、経済学部の海外イン

ターンシップ、教育学部の学校インターンシッ

プなど、専門科目として単位化されたプログラ

ムも整備されてきた。加えて、今までも課外で

は様々なボランティア活動が自主的に取り組ま

れてきたが、東日本大震災を機に、２０１１年度後

期より「社会貢献とボランティア」という共通

科目（２単位）が新設されるなど、ボランティ

ア活動の単位化も試行されている。同科目で

は、ボランティア体験に加えて、事前講習、計

画書の作成・指導、日誌や小論文の作成を組み

合わせることで教育効果を高めようとしてい

る。

このように実地体験型の学習は学部や部局あ

るいは教員個人が主導して取り組まれてきた

が、現在のところ大学側が組織的・包括的にそ

れらを調整・一元管理するものにはなっていな

い。地元地域との関連を重視した COC への要
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請が大きくなる中、本学としては地域に題材を

求めた PBL／サービス・ラーニング系科目の

増加が急務である。さらに、能動的学修として

の成果を保証するために、既存科目の内容整理

と厳格な単位化の促進が求められる。こうした

学内外のニーズを背景に、２０１４年度のカリキュ

ラム改訂に向け、授業外での体験学習を単位化

する仕組みや支援体制を検討する必要性が認識

され、ワーキンググループ（以下 WG と略す）

が結成された。

２ 調査と検討

本学におけるセンターの在り方を検討するに

あたり、WG では国内で先行するいくつかの大

学の取組を聞き取り調査することにした。本節

では、まず調査から得た知見について検討し、

次に本学における実地体験・社会貢献型学習の

捉え方を整理する。

２－１ 調査のまとめ

２０１２年８月から１２月にかけて、WG のメン

バーが手分けして訪問、聞き取りを行った。調

査した大学は、関西国際大学、立命館大学、早

稲田大学、立教大学、フェリス女学院大学、千

歳科学技術大学の６校である。各大学の特徴を

以下にまとめる。

関西国際大学

関西国際大学では、初年次教育の中核にサー

ビス・ラーニングを位置付けている。１年次前

期に選択必修化している「サービス・ラーニン

グⅠ」は、社会貢献活動を通じて人間関係調整

力と自己発見力の育成を目指している。サービ

ス・ラーニングⅠを踏まえ、専門基礎知識の統

合化を意図して、座学（通常の授業科目）と教

室外活動（サービス・ラーニング）を連関させ

たプログラムを年次進行で用意している。特徴

的なのは、サービス・ラーニングを共通科目で

はなく、学科専門科目に置くことで、学科専攻

の複数の科目との連携を可能にしている点であ

る。なお、サービス・ラーニングの運営組織と

して、サービスラーニング室を設けている。

立命館大学

立命館大学では、１９９９年より産業社会学部で

開講したボランティアコーディネーター養成プ

ログラムが発展し、２００４年にボランティア・セ

ンターが設立された。その後、２００８年の共通教

育推進機構の設立と同時に、サービス・ラーニ

ングセンターと名称を変更した。現在、ボラン

ティアコーディネーター養成プログラム（５科

目１０単位）と共に、教養科目としてシティズン

シップ・スタディーズⅠ（２単位）、地域参加

学習入門（サービスラーニング入門）（２単

位）など、複数の科目に９００名が履修登録して

いる。正課プログラムを中心に、センターが運

営する形でインターンシップやボランティア学

習を含むサービス・ラーニングを提供してい

る。

早稲田大学

建学の精神に基づき、大学として社会に貢献

できる人材を輩出する目的で、学長の肝煎りで

２００２年に WAVOC（早稲田大学ボランティア

センター）は開設された。全学に開かれた共通

科目としてのオープン科目は単位認定され、

様々な領域のボランティアに関する知識を座学

として学ぶ。そして、関心を持つ領域のボラン

ティアに参加するためのプロジェクト科目が複

数用意される。ただし、プロジェクト科目の選

択は任意であり、単位認定もなされない。たと

えば、座学であるオープン科目「環境とボラン

ティア」を履修し（２００名程度）、環境保護に関

心をもった学生がプロジェクト科目の中から任

意に「エコミュニティ・タンザニア」というプ

ロジェクトを選んで参加（２０名程度）してい

る。企業からの寄付金によって運営されるプロ

ジェクトもあり、大規模なボランティア・セン

ターである。
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立教大学

立教大学ではボランティア・センターとは別

にサービス・ラーニングセンターの開設を準備

している。調査訪問時点（２０１２年８月）では、

まだ新センターが構想段階であることから、伝

統ある立教大学ボランティア・センターの活動

についてインタビューした。共通科目にボラン

ティア入門を開講している他は、オリエンテー

ション期間中にセンターの紹介を行うのが、正

課との関係である。センター独自のボランティ

アプログラムを持つが、それ以外はセンターに

登録している外部団体からのボランティア募集

情報を学生に紹介する程度である。

フェリス女学院大学

奉仕・体験活動を重視する２００２年の中教審答

申と、ボランティア支援組織についての学生側

の要望を踏まえ、２００３年にボランティア・セン

ターが開設された。ボランティア・センター

は、ボランティア活動を希望する学生の問合せ

や相談に応じ、ボランティア活動場所とのマッ

チングを行う。また、モニタリングを通して、

活動中の学生を支援し、活動状況を知ることと

並んで、活動先で得られた経験の共有化に努め

ている。活動終了後は、学生による自己評価を

促し、リフレクションを通して学生の成長を目

指している。企画・運営に関して学生スタッフ

を積極的に育成・活用しているのが特徴的であ

る。

千歳科学技術大学

千歳科学技術大学では、サービス・ラーニン

グというより、学内インターンシップ型の学生

参加を組織化している。もともと学内の事務処

理ニーズに応じたプログラム開発を課題として

行う PBL を、課外活動にまで拡張した取り組

みである。このラボに参加した２年生が、学外

からのニーズ（たとえば高校生向けのインター

ネット教材開発）にボランティア（あたかもク

ラブ活動のように）で取り組む。すでにラボを

経験した３年生がリーダーとして面倒をみる。

そのリーダーたちを統括するのが４年生であ

り、彼らはインターンとして責任を与えられ

る。はじめは自分でアプリを開発したいと思っ

て参加したラボ体験から、チーム作業を経験

し、上級生になってリーダーシップを磨く一連

の体験学習は、学生を大きく成長させ、就職活

動に良い影響を与えている。

２－２ 本学のサービス・ラーニング的取り組

み

本年８月末に出された中教審大学分科会答申

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換

に向けて」では、アクティブラーニングの例と

してサービス・ラーニングを挙げている。アメ

リカの国立サービス・ラーニングクリアハウス

のホームページでは、サービス・ラーニングを

「学習経験を豊かにし、市民としての責任を教

え、コミュニティーを強化するための教示と省

察を伴う、意味ある社会貢献を統合する教授と

学習の方略である」と説明している。確かに、

大学が拠って立つ地域に貢献し、地域社会との

協働を通じて学生の成長を図ろうとする教育実

践は、ますます重要になっている。

宮崎ら（２０１３）はサービス・ラーニングの実

践を、①学生の研究課題と社会貢献が関連して

いる純粋型、②調査や研究をもとに社会貢献を

進める学科ベース型、③地域の課題を解決する

過程で学んだことを授業理解に活用する課題解

決型、④既習事項を実社会の中で総合的に実践

し、学びをさらに深める総括型、⑤職場体験を

学習に活かすインターンシップ型、⑥実地調査

の方法を実践的に学ぶ実地調査型、という６つ

の類型に整理している。いずれの型も、大学で

学んだことの活用、そして活用を通じての学習

の深化あるいは発展が意図される。ここに、

サービス・ラーニングが大学の単位として認め

られる大きな理由がある。

宮崎の類型に、本学における現状を当ては

め、表にまとめた。いくつかの学部の複数のゼ
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ミが純粋型と思われるプロジェクト学習を基調

としている。本学で学科ベース型に近い取り組

みとして経営学部のグループ演習がある。１年

後期もしくは２年前期に履修が義務付けられた

科目だが、学生は２年次以降の専門科目学習の

導入として、経営学に関連するテーマについて

グループで調査し発表する。ただし、発表内容

が必ずしも社会貢献に結び付くとは限らず、

サービス・ラーニングより PBL と考えられ

る。課題解決型に近いものに、共通科目の「社

会貢献とボランティア」がある。これはボラン

ティアとして社会貢献することが主目的であ

り、その体験を後の学期でどのように生かすか

は明確ではない。必ずしも学部・学科で学んだ

知識の活用は必須とされない。

総括型に合致するものも見あたらない。教育

学部の学校インターンシップは、結果として総

括型になることも考えられるが、多くの場合、

学生が主体的に既習事項を活用する役割は与え

られていない。インターンシップ型も、キャリ

ア科目のインターンシップでは社会貢献が目的

とはされず、サービス・ラーニングと位置付け

るのは難しい。むしろ経済学部などが行ってい

る海外インターンシップが、この類型に近いと

思われる。実地調査型に近似の取り組みとして

は、文学部の「社会調査実習Ⅰ・Ⅱ」がある。

とくに、社会調査実習Ⅰ（新カリキュラム名：

サーベイ調査実習）では、２００９年以来、創価大

学生の勉学、社会・生活意識、クラブ活動な

ど、学生の実態を学生自身が調査して計量的分

析を行い、公開で改善点の発表を行っている。

しかし、学外の社会貢献までを射程に入れた取

組みとはいえない。

２－３ 本学におけるサービス・ラーニングの

捉え方

今回の聞き取り調査では、サービス・ラーニ

ングに限らず多様な名称で地域と連携する、

様々なアクティブラーニングが実践されている

実態が明らかになった。たとえば立教大学のボ

ランティア・センターが支援するボランティア

活動は、地域から必要とされる活動ではある

が、社会貢献から何かを目的的に学ぶというよ

り、役立たせていただくという意識が強く、カ

リキュラムとの接続は弱い。千歳科学技術大学

の場合、カリキュラムとの接続は強く、地域の

ニーズに応える活動ではあるが、学生たちが進

んで地域のニーズを探り、プロジェクトとして

取組むというより、先輩にリードしてもらって

コンピュータプログラムや電子教材づくりを楽

しみ、結果として地域に貢献しているという側

面が強い。フェリス女学院大学は、先輩が後輩

表 本学のサービス・ラーニング系科目

サービス・ラーニングの類型 サービス・ラーニングではないが、開講科目の中で類似のもの

①純粋型：

学生の研究課題と社会貢献との関連づけ

西浦ゼミ・宮崎ゼミ（専門科目必修：２・４単位）

②学科ベース型：

調査や研究をもとに社会貢献

経営学部グループ演習（専門科目選択必修：２・４単位）

③課題解決型：

地域の課題を解決する過程で学んだことを活用

社会貢献とボランティア（共通科目：２単位）

④総括型：

既習事項を実社会の中で総合的に実践

学校インターンシップ（専門科目選択：２・４・６・８単位）

⑤インターンシップ型：

職場体験

インターンシップ・海外インターンシップ・海外ボランティア

⑥実地調査型：

フィールド調査方法の実践的理解

社会調査（専門科目選択：２・４単位）

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ２９



の面倒をみる活動自体がセンターの活動の中に

組み込まれており、学生参画の教育プログラム

としての色彩が強い。

立命館大学の場合、単位修得型のボランティ

ア学習からスタートし、地域貢献を目的とする

サービス・ラーニングやインターンシップにま

で、プログラムを展開している。早稲田大学で

も単位認定の科目からスタートし、単位認定さ

れないボランティア活動に向かって、学生の自

主性に任せた仕組みになっている。一方、関西

国際大学は初年次教育の一環としてサービス・

ラーニングを導入し、単位認定を前提とした科

目として積極的にカリキュラムの中に位置づけ

を図っている。

このように社会貢献やボランティアを通じた

学習であるサービス・ラーニングといっても、

そのプログラムは多様である。宮崎ら（２０１３）

はサービス・ラーニングの多様性を認めつつ、

①実社会・地域において、必要とされる貢献活

動であり、地域からの支持あるいは関与が期待

されるものであること、②学校教育のカリキュ

ラムと統合し、それを発展させるものであるこ

と、③体験の振り返りを含むよく計画されたプ

ログラムをもつこと、の３つがサービス・ラー

ニングの共通要件として強調されるとしてい

る。

今回の調査では、これら３要件を十分に満た

していないものの、学生たちは能動的に学修す

るアクティブラーニングの範疇に入るものが多

かった。また、本学で展開されているサービ

ス・ラーニング的な取組も、必ずしも３要件を

満たすものではない。そこで、本学では正統的

なサービス・ラーニングを含めて、より広義な

実地体験型のアクティブラーニングを推進する

センターの創設を目指すのが適当と考える。

３ 提案

前節で現状を概観したが、一過性のイベント

としての扱いは別にして、カリキュラム上に設

置された科目は継続性が必要である。履修要項

に科目名があるにもかかわらず、当該年度学生

が在籍期間中に一度も開講されない科目であっ

てはいけない。プロジェクトを行う科目を開設

する以上、それに相応しいプロジェクトを常時

用意する必要がある。

プロジェクトによっては学期を超えて長期に

続くものも考えられ、場合によっては先輩から

後輩に引き継がれるケースもあろう。これは

サービス・ラーニングのように、地域ニーズの

探索からはじめて、プロジェクトを創出するタ

イプのものだけでなく、地域や企業のニーズに

応じたプロジェクトでもありうることであろ

う。それでも学期内に評価可能な成果を出せる

ように調整する必要もある。特に、学期をまた

ぎ、あるいは複数年次にわたる長期のプロジェ

クトでは、関わる教員も学生も個人単位では継

続性が担保できない。センター設置が必要な理

由の一つである。

今回取材した大学では、事前に企業や地域か

らプロジェクトのテーマを募集し、あるいはセ

ンターや担当者が地域や企業と一緒にプロジェ

クトを創り出し、複数のプロジェクトを用意し

て学生に選択させる取り組みが一般的であっ

た。当初は教職員の個人的繋がりで始まる取り

組みであっても、組織として相手方と新たな繋

がりを持つことで、特定の教員個人に属するプ

ロジェクトから、より多くの教員や学生が利用

できるプロジェクトに整備・発展させることが

できる。立教大学（経営学部）や京都産業大学

（コーオプ教育）などに代表される企業ニーズ

に対応した PBL、あるいは同志社大学（PBL

センター）や関西国際大学（サービス・ラーニ

ングセンター）などに見られる地域ニーズに対

応し、取り組む期間やゴールが明確な複数のプ

ロジェクトを用意するためには、複数のプロ

ジェクトを調整・統括する組織的支援が必要で

ある。

そこで、２０１４年度のカリキュラム改訂に合わ

せ、２０１３年度中に新規科目の開設準備や既存の
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科目の改良を行い、２０１４年度からの新カリキュ

ラムを支援する形で、サービス・ラーニングを

含む実地体験・地域貢献型学習を推進するセン

ター（仮称 Service Learning Center : SLC）の

開設を提案する。

開設に当たっては、中教審大学審議会が推奨

する PBL やインターンシップなど、多様なア

クティブラーニングを積極的に支援すること

で、学生だけでなく教員にも教室と現場、大学

と実社会との関連を意識させたい。また、学生

の体験を学習に変える指導方法を FD として教

員に紹介・訓練したい。そのために SLC は

CETL との協働が必要不可欠であり、学士課程

教育機構内に CETL と同格もしくは CETL の

下部組織として設置するのが妥当と考える。

SLCの機能

SLC は当面、大きく２つの役割を担うこと

とする。

①共通科目内の実地教育・コミュニティ連携型

学習活動の支援

専門科目における PBL やインターンシップ

は学部教育の責任で実施するものとし、SLC

は直接の運営や支援は行わない。ただし、学外

のプロジェクトニーズに関する全学的な情報共

有を進め、必要に応じて学部間のプロジェクト

の調整など、学士課程全体としての実地教育・

コミュニティ貢献学習の普及・推進を図る。

学士課程教育機構内に SLC を設けること

で、共通科目にサービス・ラーニングやボラン

ティア学習の概論科目を置くことができる。早

稲田大学や立命館大学のように、導入としての

座学を用意することが、広範な学生の参加を促

すことになろう。

②学習活動記録システムの提供

実地・実習体験を学習体験として振り返り、

記録するシステムを提供する。個人情報保護に

留意しつつ、先行プロジェクトの記録、とくに

先人の取り組みから学ぶことは、自分たちのプ

ロジェクトの遂行に役立つだけでなく、個々の

学生の学びを深める上でも有益である。

また、順次システム構築を進めることで、ボ

ランティアやインターンシップの記録や振り返

りも含めた Authentic Learning Portfolio を学

習データベースに組み込み、就職活動などにも

役立てたい。さらに、この Portfolio をもとに

経験を単位化するためのコンサルテーションの

提供も将来の課題としたい。

参考文献

富田沙樹・近森節子・徳永寿老・真田睦浩

（２０１１）立命館大学における「サービスラー

ニング」モデルの構築 大学行政研究４号、

３３－４８．

National Srvice-Learning Clearinghouse ホーム

ページ（２０１２年１２月検索）http : //www.serv-

icelearning.org/what-is-service-learning

宮崎猛、伊藤章、眞所佳代（２０１３）「サービス・

ラーニングにおけるコミュニティインパクト

（貢献活動への影響）への捉え―日米の高等

教育機関への調査を基に―」The Journal of

Learner-Cemtered Higher Education 第２

号，５－２４．

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ３１



プロジェクト・アドベンチャーを援用した
アクティブ・ラーニングの可能性
―グループ演習での実践を通して

Practices of Active Learning assisted Project
Adventure Method : Case of Exercise Classes

安田 賢憲� 寺中 祥吾�

�創価大学経営学部 准教授
�プロジェクト アドベンチャー ジャパン

１ はじめに

９０年代初頭、先進国には知識が経済活動の基

盤であり、資本となる、いわゆる「知識社会」

が到来していると指摘したドラッカー（１９８９）

は、教育機関について以下のような警鐘を鳴ら

した。

「何を教え、何を学ばせるか。どのよう

に教え、どのように学ばせるか。学校教育

と学校の顧客は誰か。社会における学校の

役割はいかにあるべきか。これらの問いに

対する答えすべてが、今後数十年の間に劇

的変わっていく。実際のところ、学校教育

と学校ほど、根本的な改革を迫られている

機関は他にない１。」

２０年以上前の彼の慧眼は今まさに日本におい

て現実のものとなっている。戦後，当時の年齢

層の１０％程度が大学進学する段階から、今や進

学率は５０％を大幅に越え、２００７年度には，大学

進学希望者数を日本の大学全体の受入可能数

（入学定員）が上回る，すなわち，「大学全入」

時代が到来している。こうした事情の背景でド

ラッカーが指摘するように、社会は工業化社会

から知識社会への移行が進展し、大学は知識社

会で活躍する人材育成の機関として大きな期待

を背負うに至っている。とくに企業では基礎学

力に加え、「社会人基礎力２」や「学士力３」と

いった汎用力（Generic Skills）を身につけて

いる人材の輩出を期待している。

社会人基礎力とは、２００６年に経済産業省が提

唱しはじめた概念で「前に踏み出す力」、「考え

抜く力」、「チームで働く力」の３つの能力から

特集論文「アクティブ・ラーニング」

１ P. F. ドラッカー『ポスト資本主義社会』ダイヤモンド社，１９９３年，３４５頁。

２ 経済産業省の HP より（http : //www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/index.htm）

３ 中央教育審議会大学分科会制度・教育部会学士課程教育の在り方に関する小委員会「学士課程教育の再構築に

向けて」２００７年，１６頁）。

（http : //www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo 4/071017/001.pdf）
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構成される「職場や地域社会で多様な人々と仕

事をしていくために必要な基礎的な力」と定義

される。

学士力とは、２００７年９月３０日に中教審大学分

科会制度・教育部会の学士課程教育の在り方に

関する小委員会が考案し、文科省が提唱しはじ

めた概念で「知識・理解」、「汎用的技能」、「態

度・志向性」、「統合的な学習経験と創造的思考

力」の４つの能力から構成される「学士課程を

修了し、学士号を授与される誰もが、専攻する

学部・学科に関わらず身につけているべき能

力」と定義できる。

こうした諸能力を身につけた人材を育成する

ための方法論はさまざま考えられるが、２０１２年

８月２８日に出された中教審大学教育部会の答申

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換

に向けて」には、「学士課程教育の質的転換」

に向けた教育方法の改善策として、アクティ

ブ・ラーニング（能動的学習）の導入・推進が

強く謳われている。アクティブ・ラーニングと

は、教員による一方向的な講義形式の教育とは

異なり、学習者の能動的な学習への参加を取り

入れた教授・学習法の総称である。学習者が能

動的に学習することによって、認知的、倫理

的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎

用力の育成を目指している。アクティブ・ラー

ニングには課題発見学習、問題解決学習、体験

学習、調査学習等が含まれ、教室内でのグルー

プ・ディスカッション、ディベート、グルー

プ・ワーク等は有効な方法論とされる。

アクティブ・ラーニングに関連する議論の中

では、上記のような方法論に注目が集まる傾向

にある。アクティブ・ラーニングと言って、学

生が教員に言われるがまま受動的にグループ・

ワーク等を行っていたのでは、目指している実

践知としての汎用力の育成は難しいだろう。方

法論の議論や実践の積み重ねと合わせて、その

方法論の効果を最大化するための教員の指導法

について議論を深めてゆくことが必要であろ

う。

さらに、少人数のグループを活用して実施さ

れる形態のアクティブ・ラーニングでは、構成

される集団の様相によっては学習効果に差が生

まれてしまうという課題もある。石田（２００５）

は、学業に関連した態度や行動における友人か

らの影響に焦点をあてた研究をレビューした中

で、友人間の類似性や仲間集団の同質性を検討

した研究結果から、「友人からの影響は友人の

もつ特徴によってプラスにもマイナスにも作用

し得る」とまとめている。つまり、グループ

ワークを行う際の集団の様相によっては、学習

動機や学習効果を阻害する要因として作用する

結果を招いてしまう場合があるということであ

る。

本稿では、アクティブ・ラーニングを活用し

た学習の効果を最大化するための指導法という

観点と、少人数のグループを活用して実施され

るアクティブ・ラーニングにおいて学習を促進

するグループ内の関係形成という観点から、プ

ロジェクト・アドベンチャーが持つ可能性につ

いて考察した上で、本学経営学部のグループ演

習における実践を紹介したい。

２ プロジェクト・アドベンチャー（PA）とは

プロジェクト・アドベンチャー（以下 PA）

は、ア ウ ト ワ ー ド・バ ウ ン ド・ス ク ー ル

（OBS）というロッククライミングや海・山

への遠征などのアウトドアアクティビティを利

用した冒険学校の考え方を学校教育の中に持ち

込むことを企図して、１９７１年に設立された。そ

の後、学校教育はもとよりカウンセリングや矯

正教育などへの広がりを見せ、近年では企業研

修、スポーツチームのチームビルディングな

ど、様々な分野に応用されている。

「仲間づくり」の手法として認知されている

側面もあるが、PA プログラムの主たる目的は

「肯定的な自己概念の形成」であるとされてい

る。その目的に向かって「信頼関係の確立」を

基本的な構成要素としてプログラムを立案す
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る。つまり、グループの信頼関係は、グループ

の成員一人ひとりの成長の手段である。Jim

（１９９７）は、PA における自己概念の向上につ

いて、「成功を体験できるように計画された冒

険活動によって、失敗を繰り返す悪循環から抜

け出し、自分に自信が持てるようになると考え

ている。そして心の成長に欠かせない『冒険』

にあえて挑戦しようとする勇気を持つことがで

きる。」と述べている。そういった成功体験や

冒険への挑戦を支えるのがグループ内の信頼関

係である。PA の活動では、身体的な信頼関係

を入口に心理的・社会的な信頼関係を構築して

ゆく。言い換えると、冒険プログラムによるア

プローチの長所は、信頼関係を『実践する』原

理が備わっている、ということである。体験を

通して信頼関係について学び、体験の中でその

信頼関係を実践することでグループに信頼関係

が構築されてゆく。学校教育の場では、PA の

考え方や指導法を援用したり、PA の活動（ア

クティビティ）を実践したりして、集団の人間

関係・信頼関係を構築しながら、一人ひとりの

成長につながる挑戦を促進する。ここで言う冒

険とは、野外をフィールドに行うような身体的

に負荷の高い挑戦だけではなく、他者と関わり

合ったり、自分自身の内面と向き合ったりする

ような、心の冒険も含んでいる。

日本においては、１９９５年にプロジェクト・ア

ドベンチャー・ジャパンが設立され、PA の普

及と日本の文化や制度に合ったプログラムの開

発・実践を進めている。

３ PAにみる“activeness”を引き出す要素

３－１ アクティブ・ラーニングにおける

“activeness”

アクティブ・ラーニングは明確に定義づけら

れた学習方法ではなく、実践者・研究者の立場

によって捉え方は様々である。三浦（２０１０）

は、「比較的明確な定義的表現を参考にしなが

ら、実践者である教師が個々に自らの授業の実

態、あるいは実践したい授業の在り方に沿うよ

うに、“My version”の定義を編み直せばよ

い」とさえ述べている。

アクティブ・ラーニングと PA の交点を探る

という本稿の趣旨のために、アクティブ・ラー

ニングにおける“activeness”概念の検討を試

みた須長（２０１０）の研究を参考に、PA によっ

て促進したい“activeness”について操作的に

定義したい。

須長（２０１０）は、“activeness”を能動性、

活動性、学習への関与、主体性、当事者意識、

自律性という概念において検討し、それらの関

連を整理している。その中で、「学士課程のカ

リキュラムという観点からアクティブ・ラーニ

ングを捉えた場合、まずは主体性や当事者意識

を引き出すことを重視し、学習への動機付けを

高めることで、学習過程への関与の深さを高め

ることを足がかりにしながら、次第に関与の広

さ、全一性を高めてゆく、というゆるやかな流

れが望ましいように思われる。」と述べてい

る。ここでは「主体性」について、「本人が望

んでその状態にあるとき、つまり学習に対して

肯定的に関与している場合に、主体的な学習が

成立している」として、主体的であるというこ

とが学習活動に自ら参与しようとする内発的動

機付けを与えると述べている。一方、「当事者

意識」を持つとは、「その学習内容および結果

に対して学習者がなんらかの責任を負ってお

り、さらにその責任を意識しているとき」であ

るとし、当事者意識を持つということがその学

習活動に参与しようという外発的動機付けを与

えると述べている。そして、この両者は動機に

関する相補的なものである、とまとめている。

つまり、「したい」という主体性と、「しなけれ

ばならない、せざるを得ない」という当事者意

識が両輪となって、アクティブ・ラーニングを

含めた学習への動機付けを高める。そうして学

習への動機が高まることで、次第に学習過程へ

の関与（活動の量と広さ）が高まっていく、と

いう“activeness”のプロセスを示している。

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ３５



そのプロセスを明示したうえで、アクティブ・

ラーニングが学士課程を貫くプログラムとして

学年次や科目順に即した流れを持たせる試みが

必要であるとマクロな視点での問題提起をして

いる。

このようなマクロな視点は、学士教育の充実

に必要不可欠である。同時に、須長が述べる

「主体性」と「当事者意識」を引き出すような

授業実践というミクロな視点についても、さら

に検討していく必要がある。アクティブ・ラー

ニングの一授業というミクロな視点において、

「せざるを得ない」という当事者意識を引きだ

す最も基本的な要素は、「学習プロセス（アク

ティブ・ラーニングの内容）」である。当事者

意識を引き出す学習プロセスとは、学生のプレ

ゼンテーションをもとにした授業や、一人ひと

りが役割を持って行うグループ・ワーク型の授

業などのように、一人ひとりの学習者が参加し

なければ成立しない、もしくはうまくいかない

ような授業構成ということになる。こういった

「参加せざるを得ない」という学習プロセスの

構造を準備することが、ミクロな視点における

アクティブ・ラーニングの主要な検討課題であ

る。溝上（２００７）は、アクティブ・ラーニング

を導入する授業実践の検討は、「学習プロセス

（アクティブ・ラーニングの内容）」と、「学習

の質を高める工夫」に大別される、としてい

る。その中で、知識習得の学習とアクティブ・

ラーニングとが別物であるという学習観が根深

い問題となっていることを指摘し、「（アクティ

ブ・ラーニングのような）与えられた場では生

き生きと学習するが、伝統的な講義のなかでは

今まで通り、ということが決して珍しくはな

い」と述べている。この指摘は、アクティブ・

ラーニングの実践者であれば、誰もが頷ける指

摘であろう。これは、アクティブ・ラーニング

という学習活動が動機づけられているものの、

学びそれ自体が動機づけられてはいないことを

意味している。それゆえ、学びそれ自体に対す

る動機づけを高めていくための第一歩として、

前述のようにアクティブ・ラーニングの学習プ

ロセスによって「せざるを得ない」という当事

者意識にアプローチしながらも、内的動機づけ

である「したい」という主体性を強化していく

ことが必要である。

ここからは、アクティブ・ラーニングにおけ

る“activeness”を須長の概念整理から「主体

性と当事者意識」に限定し、「学びそれ自体」

への動機づけを高めるために、アクティブ・

ラーニングによって準備された「せざるを得な

い」という当事者意識から、「したい」という

主体性を強化していくために、PA の考え方や

指導法の応用について詳述する。

３－２ “activeness”を引き出す構造

～体験学習のサイクル

PA は、「体験学習」という立場をとってい

る。星野（２００５）は体験学習について、「私た

ちが日常生活の体験から、あまり意識せずに学

んでいる学び方を、教育方法として構造化した

もの」と語っている。この構造の最たるもの

が、「体験学習の循環過程（サイクル）」であ

る。実践者や研究者によって表現は様々ある

が、体験から気づきや学びを取り出し、それを

次なる体験に備えて分析・概念化して、別の機

会に試行するというプロセスを巡りながら、自

らの学びを自らで促進してゆくために「学び方

を学ぶ」ことを主眼においたものである。PA

ではこの体験学習のサイクルを４段階に分類し

ている４。

１．実体験

実際の体験・活動。アクティブ・ラーニング

においては学習プロセス（内容）のことである。

４ プロジェクト・アドベンチャー・ジャパン編著『グループのちからを生かす－成長を支えるグループづくり』

みくに出版，２００５年。／菊池直子「体験学習サイクルを用いた授業の試み－実践報告１」仙台大学紀要第３５

号，２００３年，１５－２１頁。
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２．ふりかえりと観察

体験の中で起こっていたこと、事実を導き出

す段階。ふりかえりの糸口として行動や発言な

どを再認識する。

３．概念化・一般化

前段階の事実認識に関しての意味づけ。事実

に対して解釈し、意味づけ、関連を見出す。

４．試験・適用

事実の再認識と、その解釈・意味づけから、

次の行動にどのように応用していくかを考え

る。この段階を経て、新たなサイクルへと展開

して初めて、このサイクルはらせん状に上昇し

てゆく。

このサイクルの中で、気づきから学びを生成

し、その学びを実際に活用可能なものに整え

て、実際場面での活用を繰り返しながら実践

知・活用知として身につけてゆくことを目指

す。ここでは、学習内容と同時にプロセスも学

んでいる。どうすれば学びを意識化でき、意識

化した学びを解釈・意味づけし、それを応用す

るためにどうしたらよいか、という過程を繰り

返す中で「学び方を学んで」いくのである５。

アクティブ・ラーニングの学習プロセスに

よって「せざるを得ない」という当事者意識を

高めた上で、この体験学習の構造を用いること

で学びを可視化し自身の学びを認知すること、

学んだことを次の課題に適用できたという成功

体験によって、次第に学習に対する主体性が生

まれる。「せざるを得ない」という当事者意識

から「したい」という主体性への移行である。

多くのアクティブ・ラーニングでは、体験学習

のサイクルにおける「実体験」の部分に留まっ

ていることが多い。プレゼンテーションを行

う、そのために様々な媒体を通じて情報を収集

する、グループで情報を精査したり討議したり

する、そのような過程の中で何が起こってい

て、どのような気づきや学びが潜んでいるかに

ついては無意識的である６。この潜在した気づ

きや学びに目を向ける構造が体験学習のサイク

ルである。アクティブ・ラーニングを「実体

験」で終わらせることなく、体験学習の構造を

意識・援用して潜在する学びを取り出すこと

で、当事者意識から主体性への移行を促す。で

は、体験学習の構造を活かすために、教員はど

のような支援ができるだろうか。

３－３ “activeness"を引き出す関わり方

～ファシリテーション

PA のプログラムを実施する際の関わり方を

総称して、「ファシリテーション」と呼ぶ。ファ

シリテーションは広範な概念で、分野によって

も使い方は様々である。PA においても、ファ

シリテーションと総称する関わり方の幅は相当

に広い。ここでは、前述した体験学習の構造を

活用するという視点でファシリテーションの一

側面に光を当てたい。

前項で、アクティブ・ラーニングに体験学習

の構造を援用することで、当事者意識から主体

性へと導く方策を提起した。その際に鍵となる

のが、このファシリテーションである。ここで

５ 体験学習のサイクルの構造を当てはめた授業の実践事例としては、菊池（２００３）がある

６ ここで言う学びとは、①学習内容と手段（獲得した知識・経験、情報収集の仕方、プレゼンテーションの方法

など）と、②学習を共にする他者との関わり方、の双方を指している

図１ PAの体験学習の循環過程

出所）プロジェクト・アドベンチャー・ジャパン編著
『グループのちからを生かす－成長を支えるグ
ループづくり』みくに出版，２００５年。
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言うファシリテーションとは、「学生が自ら体

験学習のサイクルをまわっていくためにガイド

すること」という狭義のファシリテーションの

こととする。これは、「プロセシング」とも呼

ば れ る。難 波（２００７）は、Gass（１９９３）の 記

述を応用し、プロセシングについて以下のよう

な流れで捉えられると述べている。

１）これから起こるイベントや体験につい

て、学習者に何かしらの気づきを促す

２）体験をしているときに新たな発見や気づ

きから変化を意識させ助長する

３）活動を終えた時点で、振り返り、分析、

解説や体験について話し合う機会を提供

４）体験の中で起こった変化をその後の日常

生活の中でどのように生かして取り組ん

でいくか、変化を自覚する方向に向ける

このプロセシングは言い換えると、「ふりか

えりの支援」と言うことができる。ここで言う

「ふりかえり」とは、学習者が体験学習のサイ

クルにおける「ふりかえりと観察」、「概念化・

一般化」、「試験・適用」のサイクルを巡ってゆ

くことである。体験学習のサイクルをガイドし

ていくプロセシングにおいて、いつ・何につい

て・どのようにふりかえるか、を支援すること

は重要である。前項では、学びを可視化すると

いう視点で「学習の内容と手段」についてふり

かえることを取り上げたが、グループで行うア

クティブ・ラーニングにおいては、「共に学習

活動を行うグループの関わり合い」についてふ

りかえることも重要な意味を持つ。この学習の

成果と学習を行うグループの環境は学びの両輪

であり、相互に作用しながら高まってゆく。

「学習内容とその手段」、「グループでの関わ

り合い」の双方についてふりかえり、学びを生

成するプロセシングの基本的な流れについて紹

介する。先の体験学習のサイクルの中で「実体

験」と呼ばれるアクティブ・ラーニングを含む

授業内容がある。次の「ふりかえりと観察」

は、「“What？”の段階」と考える。何が起こっ

たのか、どんな行動があって、どんな言葉が聞

こえたのかという事実をみつめる。「グループ

での活動の中でどんなことがあった？」、「どん

な言葉が聞こえた？どんな行動がみえた？」と

いうような問いかけが助けになるかもしれな

い。次の「一般化・概念化」は「“So what？”

の段階」として、どんな気持ちだったのか思い

出したり、見つめた事実を解釈したり、自分た

ちにとっての意味を考えたりする。「どんなふ

うに感じていた？」、「みんなにとってどんな時

間だった？それはなぜ？」、などという質問が

学生の思考を促すだろう。最後の「試験・適

用」は「“Now what？”の段階」で、次の体

験につなげるためにどうするかを考える。「今

の体験の中で、何が次の授業につながりそ

う？」などのように、次の行動を誘発するよう

に具体化する。適用の場を準備しつつ、その適

用の場に向けての導線を引く。

このプロセシングは、ファシリテーターとし

ての教員の問いかけという直接的な関わりに

よって行われており、専門ゼミや少人数でのプ

ロジェクトベースの学習などで実施できる。し

かし、実際は大人数で行われる授業がほとんど

である。この場合に、上記のように一つひとつ

問いかけによってガイドしてゆくことは現実的

ではない。その場合は、一人ひとりの学生にふ

りかえりのシートやジャーナル（日記）を書い

てもらうことで、プロセシングを行うことも可

能である。この具体的な実践に関しては実践報

告にて後述する。

３－４ “activeness”を引き出す集団の環境

～フルバリュー・コントラクト

石田（２００５）は、学業に関連した態度や行動

における友人からの影響に焦点をあてた研究を

レビューした中で、友人や仲間集団の影響に関

して、以下のふたつの領域で検討されていると

述べている。

� 友人からの受容や道具的、情緒的なサ

ポートが学業への動機づけや学業達成に

及ぼす影響を検討したもの
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� 友人間の類似性や仲間集団の同質性を検

討したもの

�に関しては、「正の関連が指摘されている

ことからプラスの影響が示唆される」と結んで

いる。つまり、集団内の受容的でサポートし合

える環境が学業達成に肯定的に作用する、とい

うことである。�に関しては、「友人からの影

響は友人のもつ特徴によってプラスにもマイナ

スにも作用し得ることを意味している」とまと

めている。集団の同調圧力等により、学業に対

して肯定的な態度や行動を示す集団ではより肯

定的な態度や行動をとりやすくなり、否定的な

態度や行動を示す集団ではより否定的な態度や

行動をとりやすい、ということである。このこ

とは、学習者の“activeness”を引き出すため

の集団の環境を考える際の大きな示唆に富んで

いる。

学習を行うグループに受容的でお互いにサ

ポートし合える環境があることは、直接的、間

接的に学習効果を高める作用をもたらす。

直接的な作用としては、お互いに聞きあった

り一緒に考えたりすることができ、さらに他者

が学習を促進するための技能を模倣するための

モデルとなり得る（中谷，２００２）。また、学習

への動機を高める間接的な作用として、一つに

は集団で協力して課題にあたることで達成でき

るという達成動機が影響する。中西ら（２００８）

は集団の達成感が翌日の活動における協力行動

を予測することに繋がっていると述べている。

協力して課題を解決した体験が、次の課題にお

いても協力しようという動機を生むのである。

このようにして、集団内の関係が深まることで

課題への動機が生まれ、課題を達成することで

さらにお互いの関係が深まる、という相互作用

が生まれる。もう一つには、集団で何かに取り

組むことそれ自体にある楽しさが強く学習活動

を動機付ける、と考えている。平たく言うと

「みんなでやると楽しいからやる」ということ

である。

PA の根幹にある考え方の一つに「フルバ

リュー・コントラクト」がある。これは PA 独

自の造語で、アドベンチャー体験を行う際には

身体的・心理的に安全な環境が必要不可欠であ

るという考え方から、「自分も含めたグループ

とそのメンバーを最大限尊重する」と約束（コ

ントラクト）するというものである。このフル

バリュー・コントラクトは、社会的に必要な約

束や規範ではなく、「わたしたち」という集団

に必要な約束・規範である。従って、集団の成

員自らが体験を通してその集団に必要な指針や

規範を見つけ出し、その指針や規範を行動の基

準にしよう、という考え方である。

このような約束事を、受動的に与えられたも

のではなく参加者が能動的に所属する集団内に

根付かせてゆくために「ビーイング」という手

法がある。これは、グループを表す図形（成員

の一人をトレースした人型など）の内側に「全

員にとって安全で安心できる環境、にとって必

要なこと」を具体的な行動として書き出し、図

形の外側に「全員にとって安心で安心できる環

境を邪魔すること」を書き出し、その集団に

とっての「フルバリュー・コントラクト」を可

視化する。その後、書かれている言葉を実践し

ながら様々なアドベンチャー体験を行い、言葉

を分解・具体化したり、集団に特有な意味を付

与したり、体験を通して気付いた新たな価値を

書き加えたりする中で、その集団に固有の「フ

ルバリュー・コントラクト」が集団と一人ひと

りに根付いていくことを目指す、というもので

ある。

先に述べた、学業に対する仲間集団の影響は

動機づけに肯定的に作用する面と、同調圧力に

よって正負のいずれかの影響を与える面とがあ

る、という石田の指摘を鑑みると、この「ビー

イング」の内側・外側に書かれている言葉がそ

れぞれの面に効果的に作用することがわかる。

つまり、内側の言葉を行動に移しながら集団と

集団の成員に内在化していくことで集団内に安

心できる環境が形成され、学習に対する動機づ

けに肯定的に作用する。また、外側の言葉をな
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くすようお互いに努力することは「仲間集団の

同質性」などに対する同調圧力が負の作用をも

たらすことを防ぐ意味合いも生まれる。つま

り、内側の言葉を行動にうつしていくことで学

習効果や学習への動機づけを促進する働きと、

外側の言葉にある行動をとらないことで、学習

を阻害する要因をなくしていくことができる。

これをアクティブ・ラーニングの実践場面に

置き換えると、学生の主体性が生まれるような

集団の環境を整える、ということに応用するこ

とができる。つまり、「安心して学び合える環

境」のために必要なこと、その環境を邪魔する

ものを書き出し、授業終わりなどにふりかえり

を行う。アクティブ・ラーニングの授業（実体

験）とふりかえりを繰り返すうちに、次第に指

針として書き出されている言葉が精錬され、行

動に表れるようになることを目指す。その中

で、言葉と経験が結びつき、命題知であった言

葉が実践知・活用知化してゆくのである。

このような一人ひとりの学びを促進する集団

の環境を整えてゆくことは、体験学習のプロセ

スをガイドすることで学びを可視化することと

同様に、「せざるを得ない」という当事者意識

から「したい」という主体性に移行していくた

めの、大きな助けとなる。

４ PAアクティビティの効果

前章において、アクティブ・ラーニングにお

いて準備された当事者意識の中から主体性を引

き出すために、体験学習のサイクルという構造

とファシリテーションという関わりの中で学び

を生成すること、集団の環境を整えることで学

習効果を上げること、という PA の核となる理

念や考え方の援用について述べた。こういった

考え方や理念を核に、実際の PA プログラムで

は、ねらいや対象、その都度のアセスメントに

よって種々の活動を組み合わせ、プログラムを

展開する。その活動は、ボールなどの道具を用

いて場所を選ばずに実施できる「アクティビ

ティ」と、丸太やワイヤーなどで建設されたア

スレチックのような「ロープスコース」とに大

別される。

「ロープスコース」には、地上に設置された

コースで課題解決を行う「ローエレメント」

と、命綱をつけて上空１０m 前後に上がって行

う「ハイエレメント」とがある。いずれも、野

外における種々のアドベンチャーアクティビ

ティの要素を持ち込んで人工的に作られたコー

スである。日本でも全国にロープコースが設置

され、プログラムが実施されている。また、グ

ラウンドや体育館などの場所でも実施できる

「アクティビティ」は、ロープスコースでのプ

ログラムでもエレメントと組み合わせて実施し

たり、グループ活動の導入時期に緊張をやわら

げたりお互いを知り合うきっかけづくりとして

実施したりと、幅広い活動が数多く存在する。

アクティブ・ラーニングにおける活用を考えた

際に、アクティビティが持つ以下の要素が効果

的に作用すると考える。

� 負荷の高くない自己表現

� 楽しさとリスクという刺激

� 身体を使ったコミュニケーション

� 共通体験

以下、４つの要素を詳述する。

他者と関係を築く初期段階では、名前や所

属、嗜好などの情報をやり取りして、お互いの

ことを知り合うことが必要となる。PA アク

ティビティは、身体を動かしたり声を出したり

して活動することに紛れながらこのような情報

をやりとりするようなものがあり、比較的短時

間で名前を覚えたり、無理なくお互いのことを

知り合ったりすることができる。初期段階の関

係性ができていることで、アクティブ・ラーニ

ングのグループ活動へのスムーズな導入につな

がる。

PA のアクティビティには、�の楽しさとリ

スクが含まれている。「楽しさ」に関しては、

時間を共にして笑いあって楽しいという始まり

から、プログラムが進んでゆけば、悩みこんだ
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り試行錯誤したり対立するような場面を越えて

達成したときの楽しさがある。この楽しさは、

「せざるを得ない」当事者意識でもなく、「し

たい」という明確な主体性がなくても、「気づ

いたらやっていた」という無意識的な参加を引

き出す。さらに、アドベンチャーアクティビ

ティにはリスクを伴う活動も多い。このリスク

もまた、「気づいたらやっていた」という参加

を引きだす刺激となる。危ないから手を貸す、

失敗しそうだから声をかける、というような関

わりである。この楽しさとリスクが、思考する

前に身体が動いている、関わり合っているとい

う特徴的な参加の仕方を引き出す。

また、動きのある体験が多いため、�の身体

を使ったコミュニケーションが生まれることも

大きな特徴である。活動を共にする中で、同じ

動きをする、身体で反応し合う、触れ合ったり

支え合ったりする、という身体的な関わり合い

が生まれる。これは、身体を媒介としたコミュ

ニケーションと言えよう。言葉を媒介としたコ

ミュニケーションには思考が伴うが、身体を媒

介としたコミュニケーションは感情に直結す

る。一緒に動いて楽しかった、支えてもらって

安心した、というような身体を通した感情体験

は、集団やそのメンバーと関係を築いてゆくた

めの原体験として強く印象付けられる。

こういったアクティビティを行うことは、グ

ループの�共通体験として大きな意味を持つ。

人との関わりにおいて重要とされる事柄（協

力、助け合い、チームワーク、コミュニケー

ション、など）は抽象的な概念であるが、共通

体験をもつことで同じ「あの時のあの行動が助

け合いだ」というようなイメージを共有するこ

とができる。これは、前述のフルバリュー・コ

ントラクトとして行動指針を考えていく際にも

大切な要素である。

ゼミなど少人数のグループをベースにしたア

クティブ・ラーニングの導入期において、PA

アクティビティを実施することによって上記の

ような要素が作用し、アクティブ・ラーニング

の効果を高めるような関係性を構築することが

できる。

５ 事例

５－１ 本学経営学部におけるアクティブ・

ラーニング

次代を担う学生の知的潜在力を引き出す効果

的な教育方法論の一つとしてアクティブ・ラー

ニングが注目を集めていることは前述のとおり

である。２０１２年８月２８日の中教審の答申におい

てもアクティブ・ラーニングの先進的な大学の

事例がいくつか紹介されている７。

本学経営学部においても、１年次後期や２年

次前期に配当される「グループ演習」において

アクティブ・ラーニングの手法の一つである

「PBL（Problem Based Learning）８」を実施す

る「ワークショップ型の授業９」を実践してい

る。

グループ演習は原則４人一組のグループ単位

で関心のあるトピックを見つけ、８分間のプレ

ゼンテーションを作成する授業である。この授

業は必修科目となっており、全学生が１年次後

期か２年次前期のいずれかのセメスターで受講

することが義務付けられている。各演習は約２０

人ずつに分けられ、後期は１２人、前期は６人の

教員が同じ日時に一斉に授業を担当している。

この授業の目的は大学で学んでいるさまざま

７ 中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」，２０１２年，３頁。

８ Problem Based Learning とは、ある問題について理解あるいは解決するために反省的反復作業を伴いながら

実践される少人数の教育手法のことをいう。この他、あるプロジェクトの完遂するために反省的反復作業を伴

いながら実践される少人数の教育手法に Project Based Learning というものがある。

９ ワークショップ型の授業とは、教える側が一方的に話すのではなく、学生が予め調べたり考えたりしてきた上

で、小グループで話し合い、発見や気づきを全体で共有していくような、参加型を基本とする授業のスタイル

をいう。中野（２００９年）
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な専門知識や方法論を活用し、現実的な問題を

発見し、その問題を解決する提案を検討する過

程で、情報収集力、情報整理力、論理構築力、

分析力、プレゼンテーション力などのアカデ

ミー・スキルの向上を図ることにある。また、

問題発見と問題解決の諸活動をグループで実践

する過程で、学生相互が自らとは異なる考え方

や発想に触れ、理解や共感を深めつつ協力し、

議論し合いながら知識を組み立て、発見し、変

形し、広げていくことを通じて学生個々人の学

びに対する主体性やチーム志向性などの醸成を

図ることも期待している。本稿では、このよう

な本学経営学部のグループ演習の枠組みに PA

の考え方を援用した実践事例を紹介したい。

５－２ “activeness”を引き出すグループ演

習の３つの仕掛け

本学経営学部のグループ演習では、学生の

“activeness”を引き出すための３つの仕掛け

を用意している。第一は「履修者用ワークシー

ト」と呼ぶ学習記録シートの用意、第二は相互

評価に基づく勝ち抜き戦の導入、第三は先輩に

よる SA（Student Assistant）の活用、である。

まず「履修者用ワークシート」について概説

したい。履修者用ワークシートは、グループ演

習の進め方などを記した履修者ガイドと以下の

ような７種のワークシートからなり、学生は授

業を受講するにあたり、これらワークシートを

記入し、提出しなくてはならない。

①「学び始めシート」：自身の授業に対する

意気込みや期待、注意点などを記入する。

②「プロジェクト企画書」：研究課題とそれ

を選定した理由、工程表などを記入する。

③「グループ演習分担表」：グループメン

バーの役割分担を記入する。

④「グループ演習個人研究報告書」：役割分

担に基づき、一週間ごとの調査成果につい

て記入する（毎週提出）。

⑤「対話ジャーナル」：毎回の授業で学んだ

ことをその日のうちに記入する。翌週、グ

ループメンバー同士で相互評価し、コメン

トを記入する（毎週提出）。

⑥「グループ演習プレゼンテーション記録

表」：予選（各演習ごと）でのプレゼン

テーション内容の良かった点、改善点など

を記入する。

⑦「グループ演習振り返りシート」：授業の

履修の最後に、授業の自己の取り組みにつ

いて記入する。

これら記入した各シートは教員に提出され、

毎回、チェックを受け、返却される。これによ

り学生は、毎週、授業内外の自身とグループメ

ンバーの学習体験の中でどのような学びが進ん

だのかを「可視化」できる。また、ワークシー

トの内容と提出回数は連動しており、成績まで

もが「可視化」される。

なお、担当教員には「教員用運営マニュア

ル」を用意し、授業の進め方から評価基準に至

るまで標準化し、各演習間で差異が生じないよ

うに留意されている。

次に、相互評価に基づく勝ち抜き戦について

概説する。勝ち抜き戦は３回行われる。一回目

の勝ち抜き戦は各演習内で行われ、４、５グー

プの中から相互評価に基づき上位２グループを

選出する。二回目の勝ち抜き戦（予選ブロッ

ク）は３、４つの演習ごとに３つの予選ブロッ

クを作り、各予選ブロックの中から相互評価に

基づき、上位２グループを選出する。３回目の

勝ち抜き戦（本選）は、３つの予選ブロックの

上位２グループの計６グループの中から相互評

価に基づき、最優秀グループを選出する。な

お、評価基準は、①情報収集力、②論理性、③

着眼点、④プレゼテーション力、⑤質問対応力

の５項目からなる。

こうした一連の勝ち抜き戦を通じて、学生は

エキサイティングな雰囲気の中で、緊張感を保

ちながらプレゼンテーション力などのアカデ

ミーリテラシーを磨くことができるだけでな

く、報告を聞き、評価する学生もプレゼンテー

ションに対する評価力を高めることができる。
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この授業は、そもそも一人ひとりの学生が能

動的に参加しなければうまく機能しない。その

意味で、授業そのものが「せざるを得ない」実

体験の場となっているが、教員の評価だけでは

なく、相互評価による勝ち抜き戦という仕掛け

は、学生の競争意欲や緊張感を高めるため、よ

り協力して、能動的に参加「したい」という主

体性を強化し、前述のワークシートの記入と

フィードバックの繰り返し作業によって、学生

の“activeness”を引き出す役目を果たしてい

る。

最後に、先輩による SA の活用について触れ

たい。グループ演習では、担当教員が毎授業時

間内に各グループに対して適宜アドバイスをし

なくてはならない。しかしながら、教員一人で

学生全員に丁寧な対応をすることは現実的に難

しい。そのため、各演習に授業の受講経験のあ

る２年生一人を SA として配置し、受講者に対

するアドバイスを教員と分担して行っている。

また、彼らには評価シートの採点の集計などの

教員のサポート業務も担当している。彼らを活

用することで受講生の満足度の向上と教員の負

担軽減が実現している。

SA という存在は、グループワークをよりう

まく機能させるための仕掛けとして、学生の主

体性を支援する枠組みとして機能しており、先

の２つの仕掛けと合わせ、これら３つの仕掛け

は、グループによる問題解決型の授業において

学生の“activeness”を引き出す枠組みとして

重要な役割を果たしている。

１年次後期ないし２年次前期に、このような

枠組みの中で PBL という手法によるアクティ

ブ・ラーニングを実践することで、学生は身に

つけた知識を活用する面白や難しさ、そして醍

醐味を知るだけでなく、事後の学生の学びを変

容させると理解している。

５－３ PAアクティビティを用いた関係づく

り

グループ演習では、以上の枠組みに加え、自

分たちの関心のあるトピックを題材にできると

いう気安さも加わり、多くの学生の“active-

ness”を引き出すことに成功しており、学期

中、多くの学生が楽しみながら主体性をもって

能動的に学習を継続している。

しかし、時に演習内で形成される集団の関係

性がネガティブに作用し、わ
�

ざ
�

と演習内の勝ち

抜き戦で手を抜くといったグループが現れる場

合もある。

そこで、我々はグループ演習において、PA

の方法論を援用し、２つの目標の達成を試み

た。第一は、演習内にポジティブな関係を形成

すること、第二はワークシートの使い方を工夫

し、学生からさらに“activeness”を引き出す

こと、である。

まず第一の目標達成のための実践について述

べる。前述のとおり、学生は学業に対して肯定

的な態度や行動を示す集団ではより肯定的な態

度や行動をとりやすい。そのため、当方が担当

した２０１２年度後期に実施されたグループ演習に

おいて、演習内のメンバー間で肯定的な態度や

行動をとりやすくし、受容的なサポート関係を

構築しやすいように、毎回の授業の開始時に、

５～１０分程度の時間を割いて PA のアクティビ

ティを実践した。

PA のアクティビティには、「初対面の緊張

感をほぐし、楽しく和やかな雰囲気にするため

のゲーム」や「お互いの名前や人柄など、会話

の糸口になるような知り合うためのゲーム」、

「お互いの持ち味を融合させて課題を達成する

ゲーム」など、さまざまなシチュエーションに

対応する数多くのアクティビティがある（プロ

ジェクト・アドベンチャー・ジャパン，２００５

b）。

例えば、その一つである「ネームトス」いう

アクティビティは以下のようなものである。

１．皆で輪になり、輪の中の誰かにボールや

ぬいぐるみなどのおもちゃを投げる。

２．おもちゃを受け取った人は、投げてくれ

た人の名前を呼んで「有難う」という。
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３．次に自分の名前「私は～」と言って、次

の人を決め、「～、いくよ」と言って投

げる。

４．これを全員に回るまで続ける。慣れてき

たらタイムを競う。

ただ、これだけである。しかしながら、こう

したゲームの中には負荷の高くない自己表現、

楽しさとリスクという刺激、身体を使ったコ

ミュニケーション、共通体験という要素が含ま

れており、１０分ほど行うだけで、演習メンバー

のほとんどが名前を覚えてしまい、ゲームが終

わった頃にはかなり打ち解けた状態になる。

表１は、実際に授業で実践した PA のアク

ティビティである。最初は声をかけ合う程度の

アクティビティだが、授業回数が進むにつれ、

徐々に学生が身体を使って協力し合うアクティ

ビティや信頼感がないと実践できないアクティ

ビティを配置している。

グループ演習も終盤に差し掛かった段階で、

PA のアクティビティについて学生（１８人）に

アンケート調査を実施した（２０１２年１２月６日実

施）。調査は５段階のリッカート尺度を用

い１０、PA のアクティビティそのものの有用性、

グループ内に受容的にサポートをし合う雰囲気

が生まれたのかどうか、グループワークにおけ

る“acitiveness”（グループワークで積極的に

貢献したかどうか）などについて質問した。PA

のアクティビティそのものの有用性については

４．５３、グループ内に受容的にサポートをし合う

雰囲気が生まれたかどうかについては４．６７、グ

ループワークにおける“activeness”について

は４．３３と、いずれも高い評価結果を得た１１。

このほか、PA のアクティビティを実施した

感想については表２のようなフィードバックを

得た。

１０ 選択肢は、１全くそんなことはない、２あまりそんなことはない、３どちらともいえない、４ややその通り、

５全くその通り、の５つ、とした。

１１ なお、これらの結果は PA のアクティビティを実施していない場合と比較しておらず、それぞれ母集団が異な

るのかどうか検証していない。加えて、各変数の独立性などについても十分に吟味していない。そのため、数

値についてはあくまでも目安ととらえていただきたい。

表１ 授業で実施したPAのアクティビティ

回数 PA アクティビティ名 アクティビティの概要

第１回目 なし 各演習合同の授業のためアクティビティを実施せず

第２回目 ネームトス 皆の名前を覚えるゲーム

第３回目 ラインアップ 声を出さずに誕生日順などに並び替えをするゲーム

第４回目 手足ウェーブ 椅子に座って手や足をウェーブするゲーム

第５回目 なし 運営上，時間がタイトだった為にアクティビティを実施せず

第６回目 キャッチ 「キャッチ」の合図で指をキャッチするゲーム

第７回目 インパルス 手をつなぎ輪になって動きで気持ちを伝えるゲーム

第８回目 トラストフォール２人組 パートナーに体を預けて信頼感を確認するゲーム

第９回目 トラストフォール３人組 パートナーに体を預けて信頼感を確認するゲーム

第１０回目 なし 運営上、時間がタイトだった為にアクティビティを実施せず

第１１回目 サンダンス 全員でリズムに合わせてステップを踏むゲーム

第１２回目 ヒューマンチェア 全員で輪になって体を預けて信頼感を確認するゲーム

第１３回目 なし 各演習合同の授業のためアクティビティを実施せず

第１４回目 なし 各演習合同の授業のためアクティビティを実施せず

第１５回目 なし 各演習合同の授業のためアクティビティを実施せず
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PA のアクティビティと演習内、グループ内

の雰囲気、ならびにグループワークにおける

“activeness”、などの因果関係を確認するこ

とは困難であるが、これらの相関関係は非常に

高い。したがって、PA のアクティビティを実

践することで、演習のメンバー間、グループメ

ンバー間にある心理的な障壁を低下しめ、学生

相互の信頼関係、一人一人の各演習やグループ

に対する帰属意識を高める可能性は高いと指摘

できよう。

５－４ グループ演習におけるファシリテー

ターの役割について

学生の学びを「可視化」するツールである７

種のワークシートは、学生の自らの学習内容を

振り返らせる、いわば「観察とふりかえり」を

行わせるツールであると指摘することができ

る。したがって、これらワークシートは使い方

次第で、振り返った学びを「一般化・概念化」

し、その学びを実際に活用可能なものに整え、

次回以降の学習機会での「試験・適用」するこ

とを繰り返しながら実践知・活用知として身に

つけていくことを可能にしうる。つまり、PA

の学習体験の循環過程を援用するツールとして

利用することが可能といえる。

その実践にあたっては、教員の関わり方、す

なわち、ファシリテーターとしての教員のプロ

セシングが非常に重要となる。

ワークシートのフィードバックをするにあた

り、まず気を付けたのはワークシートに書かれ

ている内容量である。著しく少ないものについ

ては一律低い評価とする一方、多いものについ

ては高く評価し、そのことを褒めながら返却し

た。

その上で、毎週提出され、また返却する必要

のある個人研究報告書と対話ジャーナルについ

て気を付けたことは、①活動実績の確認、②活

動を振り返っての感想、③翌週に向けた行動計

画の立案、を考えさせることである。これらの

問いは、「観察とふりかえり」、「一般化・概念

化」、「試験・適用」にそれぞれのプロセスに対

応する。具体的に、活動実績を確認するため

に、何回くらい集まったのか、誰が頑張ったの

か、課題解決を目指す上で何が明確になり、何

が課題なのかなどについての確認をするように

指示した。そして、活動を振り返っての感想を

考えるにあたり、そうした一連の活動は自分た

ちにとって満足のいく出来だったのかどうかに

ついての自分なりの反省、意味づけをするよう

に指示をした。最後に、活動実績と自分の感想

を踏まえ、翌週どう活動するべきなのかについ

て行動計画を立案するように指示をした。

これら一連の内容が記入されたワークシート

は、授業開始５分程度の時間を取った後、回収

した。その後、前述した PA のアクティビティ

を実施し、先週のワークシートの返却、全体に

関わるフィードバック、各グループに対する

フィードバックを行った後に、グループワーク

を開始した。

これら内容について毎週ワークシートに記入

することは、学生にとって大変な作業である。

しかし、こうした作業を繰り返し行う中で、問

題解決に必要な考え方、グループワークに必要

な作法などを自然に身につけていき、途中から

学生がその手ごたえを自分たちで感じ始め、非

常に効率的に授業運営をすることができた。

表２ PAのアクティビティを実施してきた感想

�最初は戸惑いがありましたが、最後はやってきてよかったと思いました。

�みんなの仲良くなるよいきっかけになりました。楽しかったです。

�最初にゲームをやることで、雰囲気が良くなったと感じました。その後のグループワークもとても進みやすく

なったと思います。

�コミュニケーションを取りやすくなったなと感じました。ゲーム楽しかったです。

�初めにゲームをやって場が作れたのはよかったです。今後も何かしたいです。

�ゲームがあると他のグループの人とも関われてよかったです。

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ４５



５－５ PAのアプローチを実践するにあたっ

ての課題

グループ演習という学習の枠組みにおいて、

PA のアクティビティの導入、ならびに体験学

習の循環過程を意識したファシリテーションを

実践することは、“acitiveness”をさらに引き

出すために十分に有用性があると認識してい

る。これら PA の方法論の実践に加え、PA 独

自の概念である「フルバリュー・コントラク

ト」を演習内で定着させることができれば、そ

の効果はさらに高まると予想される１２。

フルバリュー・コントラクトとは、前述の通

り、成長するグループを形成するためには、メ

ンバーの身体的・心理的に安全な環境が必要不

可欠であるという考え方から、「自分も含めた

グループとそのメンバーを最大限尊重する」と

いう約束のことをいう。具体的な約束の中身

は、自分たちがグループにとって必要だと考え

るものを自由に話し合って紡ぎ出す。これら約

束はグループによって異なり、適宜、皆がそれ

ら約束事を順守しているのか、また、グループ

の成長のために新たに必要な約束があるのかを

逐次確認し、必要に応じて付け加えるといった

作業が必要になる。このフルバリュー・コント

ラクトをシンボルとして具現化したものが

「ビーイング」である。

今回、グループ演習では、時間の制約上、

ビーイングの作成を断念した。他方、３、４年

生の演習において学年ごとにビーイングを作成

し、研究室に掲示してある。ビーイングはその

作成にあたり、かなりの時間をかけて話し合

い、皆で力を合わせて作成する。そのためゼミ

が混乱した時などにゼミの約束事を思い出さ

せ、原点に立ち返らせる一つの拠り所として機

能している。とはいえ、現時点では、逐次、ビー

イングに立ち返って、演習というグループの成

長に役立てているという状況にはない。そのた

め、このフルバリュー・コントラクトとその象

徴であるビーイングをどう活用すれば、よりグ

ループの“activeness”を引き出すことができ

るかは今後の大きな課題として認識している。

引用文献

中央教育審議会大学分科会制度・教育部会学士

課程教育の在り方に関する小委員会「学士課程

教育の再構築に向けて（審議経過報告）」文部

科学省，２００７年。

中央教育審議会「新たな未来を築くための大学

教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体

的に考える力を育成する大学へ～（答申）」文

部科学省，２０１２年。

Gass, M, A., Adventure Therapy : Therapeutic

applications of adventure programming , Ken-

dall/Hunt, 1993.

星野欣夫「Ⅰいかに学ぶか １．体験から学ぶ

ということ」津村俊充・山口真人編著『人間関

係トレーニング第２版 私を育てる教育への人

間学的アプローチ』ナカニシヤ出版，２００５年。

石田靖彦「児童・生徒の友人関係が学業達成に

及ぼす影響」愛知教育大学研究報告第５４号，

２００５年，１０９－１１５頁。

菊池直子「体験学習サイクルを用いた授業の試

み－実践報告１」仙台大学紀要第３５号，１５－２１

頁。

三浦真琴「Active Learning の理論と実践に関

する一考察 LA を活用した授業実践報告�」

関西大学高等教育研究第１号，２０１０年，２５－３５

頁。

溝上慎一「アクティブ・ラーニング導入の実践

的課題」名古屋高等教育研究第７号，２００７年，

２６９－２８７頁。

１２ 協同学習においても「sink or swim together（一緒に沈むか、一緒に泳ぎきるか）」、あるいは「自他共栄」と

いった協同学習の基本コンセプトがあり、成果を高めるためには「仲間を助けなくてはいけないという責任」

と「仲間の手助けに応えて、自分がしっかりしなくてはいけないという責任」という約束事を果たすことが必

要と説明する。

４６



中野民生「大学での参加型授業を実現するファ

シリテーション」中野民生他『ファシリテー

ション』岩波書店，２００９年，７８頁。

難波克己・藤樫亮二「体験学習におけるプロセ

シングの重要性について－tap 流学びの窓から

－」玉川大学学術研究所紀要第１３号，７３－８０

頁。

中西良文他「集団問題解決活動における動機づ

けの変容	－協力行動と他者志向動機・達成感

との関連－」日本教育心理学会総会発表論文集

第５０号，２００８年，１７９頁。

中谷素之「児童の社会的責任目標と友人関係、

学業達成の関連－友人関係を媒介とした動機づ

けプロセスの検討」性格心理学研究第１０号２００２

年，１１０－１１１頁。

プロジェクト・アドベンチャー・ジャパン編著

a『グループのちからを生かす－成長を支える

グループづくり』みくに出版，２００５年。

プロジェクト・アドベンチャー・ジャパン監修

b、諸澄敏之編著『みんなの PA 系ゲーム２４３』

株式会社杏林書院，２００５年

須長一幸「アクティブ・ラーニングの諸理解と

授業実践への課題―activeness 概念を中心に

―」関西大学高等教育研究第１号 ２０１０年，１

－１１頁。

特集論文「アクティブ・ラーニング」 ４７



教職員が高める大学の実力

松本 美奈

読売新聞東京本社 編集委員

只今ご紹介頂きました、読売新聞の松本美奈

と申します。今、先生にご紹介頂きました概要

ですと、まるで私が大学のことをよく知ってい

るような、そんな錯覚をお持ちになられるかと

思いますが、それは誤解です。大学にお邪魔す

る度に「こんな面があったのか」「おおこれは

すごいな」と毎回驚くことが必ずあります。大

学はそれぐらい多様性があり、ダイバーシ

ティーという言葉は、まさに大学のためにある

言葉なのだと実感する、そんな行脚を繰り返し

ています。どうぞ、よろしくお願いします。

今日は「教職員が高める大学の実力」という

大層なタイトルをつけてしまいました。学生さ

んがいらっしゃっていることを想定していませ

んでしたので。教職員が高める大学の実力だけ

ではなく、当たり前のことですが、本当の意味

での大学の実力は、学生の能力をどのぐらい引

き出せるかです。大学、教職員が何を高められ

るのか。そして、その成果はどこに出てくるの

か。学生です。この学生が、卒業時点ではな

く、１０年、２０年経った時に「ああ、さすがあい

つはナントカ大学の卒業生だ」と言われた時、

初めて大学の実力が認められたというのが、私

の個人的な見解です。ただ、世間はそうは見て

くれません。学士力というのはどのような方法

で測るのかはわからないけれども、「卒業時に

きちんとこれだけの力はつけておきなさいね」

というのが、今の流れになっています。いずれ

にしても、大学の実力は学生さんの中にしか見

ることが出来ません。そういうことを頭に入れ

ながら、話を聞いて頂けると幸いです。

私自身の紹介をします。現在、読売新聞にお

いて、「教育ルネサンス」という連載、土曜日

の朝刊で「親子ホットライン」という読者の子

育ての悩みにお答えするというコーナー、その

他に「大学の実力」についての調査や連載を担

当しています。私には３人の子どもがいます。

一番上の娘が１８歳、次に１２歳、そして３歳。生

産性は高いけれど、計画性はありません。

【「大学の実力」調査とは】

「大学の実力」調査とは何なのか。そもそも

何をもって実力とするか。財力も実力のうちで

すし、研究ももちろん大学の実力です。です

が、この読売新聞の「大学の実力調査」では、

その大学が、学生の可能性を引き出せる大学で

あるかどうか、これを実力と呼んでいます。つ

まり教育の力です。ここに注目をしています。

狙いは偏差値や知名度によらない大学選びの情

報提供です。この大学の実力調査を見てもらい

たいのは、これから大学を選ぶ人たちです。社

会人も含めてこれから大学を選ぶ人たちに情報

提供するのが、この「大学の実力調査」です。

なぜ偏差値やブランドによらないのかという点

については、また後程お話しします。

「大学の実力調査」は２００８年に始めて、今年

で５回目です。日本の国公私立７３５の大学を対

基調講演「２０１２年度第６回 FDセミナー」
開催日：２０１２年１０月２６日
場所：創価大学A４２４教室

基調講演「２０１２年度第６回 FDセミナー」 ４９



象とし、大学院大学と通信制のみの大学、募集

を停止した大学は対象に含まれていません。今

年の回答率は８７％、６４２の大学から御回答を頂

きました。学部の数だけでいうと１９９５学部にな

りました。学生数では９６％になりました。最大

の特徴は退学率、卒業率など５０の項目を大学ご

とに掲載した点です。ちなみに、一覧表であっ

て、ランキングではありません。

驚いたことに、「大学の実力調査」というも

のが出るまで、個々の大学の退学率、卒業率と

いうのは、日本では公開されたことがありませ

んでした。日本で大学が生まれて１００年以上の

歴史を持っていながら、この２００８年が初めて

だった。これはやはり、日本という国の閉鎖

性、大学のありようを象徴する一つのエピソー

ドだと思います。ちなみに、この「大学の実

力」調査が始まった後、文科省に何度か事情聴

取されました。その結果が学校教育法施行規則

の改正でした。さらに「大学の実力調査」など

を参考にデータベースができないかということ

で、審議中です。なぜ一覧表なのか。これも後

程お話しします。

テーマについては、２００８年から毎年大きな柱

を作ってきました。一年目は皆さんよくご存知

の、大学設置基準で組織的な教育力向上が義務

付けられたことを受けてどのような取り組みを

行っているのか、ということを尋ねました。翌

年はそれを裏返して、大学はこういうことをし

ている、では学生にはどのように届いているの

かという、学生支援について尋ねました。三年

目は、就職に強い大学とは、ということをテー

マにしました。これは就職率の高い・低いを問

うているのではなく、学生を社会に通用する大

人にするために、大学が何をしているのかとい

うこと問うています。更にそれを堀り下げる形

で、去年と今年は、社会で求められているコ

ミュニケーションの能力の育成、これをどのよ

うに工夫して育てているのかという点、そし

て、中教審を真似しているわけではありません

が、予測困難な現代における変化に対応できる

力をどのように身につけさせているのかという

ことを、基礎的なデータ、ならびに学習の様々

な取り組みについて、様々な角度から尋ね、作

成しました。

なぜ「偏差値やブランドによらない」のか。

基本的に偏差値は予備校によって集計方法が違

います。ですから予備校によって、同じ大学の

同じ学部であっても１０程度、偏差値が違うとい

うことは良くあることです。予備校の模試の難

易度や傾向によっても変わってしまいます。そ

の程度のものです。大学の操作が可能です。こ

れは一般入試のところしか見られませんので、

極端な話、一般入試の枠を一人にしたら偏差値

は簡単に上がります。その程度の数字です。で

は、偏差値が高い大学は、良い大学なのか。ま

た、「受験生」の実力は「大学」の実力なのか。

「受験生の実力≠大学の実力」です。当たり前

です。大学・学部の偏差値というものは、合格

者の瞬間風速であって、入学者のものではあり

ません。ましてや大学の教育力とは無関係で

す。にもかかわらず、偏差値で人生を選択して

いるというのは、一般入試というものが大半の

私立で成立していない時代に適しているのだろ

うか。国立であっても同様です。はたして、こ

のように根拠があやふやなもので、人生を選ん

でいて良いのだろうかという問題意識に、この

調査は端を発しています。

余談ですが、この偏差値というものに疑問を

持った一つのエピソードがあります。東京都内

に「お受験熱」が大変盛んな地域があります。

その地域の、ある公立の小学校の入学式直後

に、こんな光景を目の当たりにしたことがあり

ます。１年生が入学式の直後にランドセルを投

げていたのです。真新しいランドセルを投げて

いました。なぜこんなことが起きているんだろ

うと思い、その小学校の先生に伺いました。先

生はこう答えました。「こういった光景は毎年

なんです。毎年こういう光景が見られます」

と。そこは「お受験」が大変盛んです。受験に

落ちた子だけが公立の小学校に来ます。落ちた
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子は、偏差値という概念はわかっていません。

しかし、「自分は駄目だ」というレッテルが貼

られたということだけは実感しています。だか

ら、「こんなランドセルなんか背負いたくな

かった。あの校章の入った立派なランドセルが

背負いたかった」と思い、ランドセルを投げる

のです。こんなスーパーで買ったようなランド

セルを背負う自分は自分ではない、自分が望ん

でいる自分ではなかった、という思いを抱いて

いるのだろうと思います。私はこの子たちには

偏差値そのものは理解されていないと思いま

す。しかし偏差値が落としている影の重さとい

うものを、感じました。この子たちが中学校

で、高校で、大学でリベンジできれば良い。で

もそうならないケースもたくさんあります。偏

差値が低いから、低い子だけが傷つくのか。そ

うではありません。高い子も傷つきます。偏差

値が７０だった子が、６８に落ちたら傷つくんで

す。「自分はやっぱり駄目なんだ」と。

こんな数字は必要なのか、それが私の問題意

識のスタートでした。例えば、ダイエットをす

る時に大事なのは体重ですが、体重だけを見て

いると病気になります。他にも色々と考えなけ

ればいけない。例えば、食生活を点検すること

ももちろん大事ですし、それから運動、運動量

ももちろん大事です。これらのひとつが体重で

す。これだけを見ていたら病気になります。偏

差値も同じです。これだけ見ていたら病気にな

ります。自分の学力というものが、その試験で

どのくらいの位置にあるのか、それを見るだけ

のものであって、それ以上のものではありませ

ん。それをわかってもらいたいと思います。こ

の調査にはそういう願いを込めています。

偏差値はこの程度のものなのに、なぜそれを

基準にして選ぶのか。判断基準にできる情報が

不足しているからです。「どうせ大学は本当の

ことを言わないよ。都合の悪いことは隠してい

るじゃないか」とおっしゃる方がいらっしゃる

かもしれませんが、その通りです。大学のホー

ムページを見ていると、非常に申し上げにくい

ですが、名前を隠したらどこの大学か区別がつ

きません。どこの大学も、一生懸命、似たよう

なカラフルなビジュアルのものを作っていま

す。では必要なデータはどこにあるのか。何回

もクリックして進んでいかないと探し当てられ

ませんし、ないことすらあります。そして大学

の方に「やっぱり受験生に公開してください

よ。一新聞社がやるものじゃないですよ」と申

し上げると、必ずこういう答えが返ってきま

す。「どうせ受験生は偏差値と知名度だよ」と。

悲しい現実です。

では続いて、この「大学の実力調査」から浮

かび上がってきた現実をご紹介します。

これまで５回の調査をしてきて、私は、大き

く分けて三つを実感しています。「大学は組織

なのか」「危機意識を共有しているのだろう

か」「学生の変化に気づいているのだろうか」。

今、大学は内憂外患状態です。特に外患、外か

ら押し寄せてくる患いがたくさんあります。

「大学の実力調査」で、毎年自由記述を設け

て、「今課題となっていることは何か」を挙げ

てもらうと、中心は FD･SD、つまり教員の能

力開発、職員の能力開発です。これを見かけな

い回答はありません。また、キャリア教育・学

士力・ガバナンスも比較的良く見られる回答で

す。社会人基礎力をどうつけるか、コミュニ

ケーション能力育成という回答もあります。以

前、中教審の答申で打ち出された「機能別分

化」という問題もあります。既卒者支援、学生

の評価、学生のストレス耐性が大変下がってい

る、本当に困っているといったことなども書か

れています。

大学は本当に多様な支援をしなければなりま

せん。昔のような大学ではいられないという悩

みを実感します。こういった外から多くの要求

が来る中で、大学はそれに耐え得る組織なの

か。ここが重要です。

（参加者とのやり取り）

先生、大学は組織でしょうか。渋い顔されま
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したね。

組織ですか？――――「組織ですねー」

では学生の方に聞いてしまおう。―――「僕

はそうは思いません。」

なぜ？―――「自分がイメージする組織っ

て、違う学部でも研究内容を知っているよう

な、いやーなんですかね、教授同士の横のつな

がりがないように思います。」

「大学の実力調査」では、必ず教員数を訊い

ています。専任、専任以外の教員数。これは学

生と教員の対比を知るために毎年必ず訊いてい

ます。それに対して毎年このような質問が来ま

す。「非常勤講師を専任教師にしていいか」と。

良いわけがありません。不思議に思います。さ

らにもう一つ苦言を呈せば、データがいい加減

です。数字という数字全部がでたらめという大

学もありました。学生数、退学率、退学者数、

それから教員数、とにかく数字という数字すべ

てをでたらめに書かれます。「去年はこのよう

に一覧表を作りましたよ」というものを調査書

と一緒にお送りしているので、いい加減なデー

タを出せばどうなるかわかった上でそのように

回答して来られます。また、設問を自分の書き

やすいように書き換えて回答して来られるとい

うケースがあります。ロックまでかけています

が、そのロックを外してまで書き換えて来られ

る、一体どうやって外したのか、どうやって書

き換えたのか知りたいぐらいです。良く書きた

いというお気持ちはわかります。例えば、皆さ

んの中に先生もいらっしゃると思いますが、出

した問題を学生が書き換えて、それが正解で

あったとしても、正解として認めていいもの

か、難しいところだと思います。そういう回答

を見る度に、「大学って面白いな」って思いま

す。その回答がそのまま新聞に掲載されます。

さらにこんな質問もありました。「なぜうち

の大学は出ていないのか」「これから出すから

掲載してほしい」というものです。とてもあり

がたいことに、最近、この「大学の実力調査」

を進路の参考にして下さる高校が増えてきてい

ます。それを受けて、高校から「なんでおたく

の大学は調査を出していないんですか」と問い

合わせがあるそうです。

なぜこんなことを今申し上げているかと申し

ますと、いい加減な回答があれば、今日のよう

に皆さんにお話ししてしまいます。笑いものに

してしまうということです。にもかかわらず、

笑えないのは、その背後に丸腰の教職員の存在

を実感するからです。非常勤講師を専任として

数えて良いかどうか、まわりの人たちに聞けば

わかることです。ですが、それが聞けない。

データは公開が前提です。にもかかわらず、い

い加減なデータを書いて、読み合わせをしない

で出してしまう。調べないで出してしまう。こ

れが今の大学の組織性のなさだと思っていま

す。これは一例に過ぎません。毎年実感してい

ることです。

今の話にも通じることですが、「大学に危機

意識はあるのだろうか」ということも実感して

います。先ほどのようなデータを出すのは、

「少子高齢化の中でもうちの大学は生き残れる

のではないか」という、危機意識がない大学で

はないかと思います。「うちの大学だけはなん

とか大丈夫なんじゃないか、ほっといても学生

は来るんじゃないか」というように考えている

のだろうということを、取材に行っても感じて

います。

専任教員と非常勤教員の違いは、誰に聞けば

わかるのでしょうか。他の教職員がどんな仕事

をしているのかおぼろげにでも頭に入っていた

ら、こんな質問を読売新聞にしなくてもいいは

ずです。

それからもう一つ。「大学の実力調査」の中

で見て頂きたいのは、空欄の部分です。退学率

や入試方法別の入学者数、こういった情報を出

してこない大学があります。これらが見る人に

とって、どれほどのインパクトを持って受け取

られるのかということに想像が及ばないからで

しょう。これもやはり、目先のことしかわから
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ない、すなわち１０年後２０年後を見据えた危機意

識がないのではないからであろうと思っていま

す。

例えばこんな例がありました。ある大学で、

退学率が数％とありました。実数は１０００人規模

だったのです。しかし「このくらいなら、うち

はビクともしないから大丈夫！」と、その大学

の教員職員が豪語されていました。その時に

「あぁ、この大学は危ないな」と感じました。

私は、「お勧めの大学はありますか」と訊かれ

ても、絶対答えないようにしています。しか

し、この大学は勧めたくない大学の１つだと思

います。口にしたことはありませんが。

もう一つ。私はこれが一番怖いと思っていま

す。「教職員は、学生の変化に気づいているの

だろうか」ということです。「学力の低下」と

いう言葉がよく使われています。日本は法律で

「学力」を定義している非常に珍しい国です。

「学力、知識活用、意欲」この３つが教育にお

いて重要であるとされています。この３つがす

べからく劣化していると言われています。その

結果何が起こるか。

具体的に言えば、退学です。「大学の実力調

査」で、最初に退学率というものを公開してし

まった責任から、退学とは何なのかということ

をずっと取材しております。退学率ほど難しい

ものはない、というのが私の持論です。正直に

言えば、退学率が高いイコール悪い大学であ

る、とは言い切れません。退学率が高くても、

やはりこれは教育力のなせる業だなということ

もあります。

例えばこのような例があります。ある工学部

だけの大学。その大学は少し退学率が高めでし

た。その背景には何があるのだろうと思い、取

材に行きました。実は、非常に教育熱心な先生

が退学率を押し上げていたのです。その先生

は、欠席が目立つ生徒をすぐにチェックして、

研究室に呼び寄せます。そして、必ずこのよう

な質問をします。「君ね、ずっと見ているけ

ど、欠席が目立つよね、どうしたの？」と。そ

の学生はこのように答えました。「大学なんか

全然面白くなくて来る気が失せちゃった」と。

先生は答えます。「なんか面白いこと探せ

ば？」「いや、本当にないんだよ、もううんざ

りなんだよ」「わかった、それならせっかく若

いんだから、色々チャレンジしてみなよ、学外

に出てみろよ」。そして学生と先生が話し合っ

た末に、その学生は休学することにしました。

しかし、ただ休学にしたのでは学生は遊んでし

まいますので、月に１度必ず報告に来るように

と言いつけました。彼は足しげく通ってきま

す。毎月、毎月「だるいよ、毎日全然面白くな

いよ、もう大学をやめて、このまま働くよ」と

言っていましたが、ある日、その学生が研究室

に飛び込んできて、目を輝かせて言ったそうで

す。「先生、面白いこと見つかった」「なんだ」

「俺、今美容院でアルバイトしている。美容院

でアルバイトしていて、美容師さんと一緒に高

齢者の施設に行ったんだ。そこで、おばあさん

たちにメイクしたり、髪をきれいにしたりする

のを手伝ったんだ。そしたらおばあさんに手を

ぎゅっと握られて、『今日はありがとう。また

あんたに会えるの楽しみにしてるよ』って言っ

てくれた」と。「俺はこんなに感謝されたこと

はない。俺は本当にうれしい、だからこれを仕

事にしたい」。先生は「それはいい。だけど残

念なことに、うちは工学部しかないから美容師

にはなれないんだ。だから、これから君が美容

師になれる、一生懸命勉強できる場所をさがそ

うよ」と言い、学生と一緒になって、一生懸命

パンフレットを読み、ホームページを見て、見

学に行き、その学生を専門学校に転学させまし

た。その学生にとっては新しいスタートです。

でもその大学にとっては、退学率という形で残

りました。

こういう事例もあるので、退学率というもの

は迂闊には判断できません。ただ、このような

事例ばかりではありません。私はこういうもの

を「暗い退学」と呼んでいるのですが、その実

例も多い。その大学の退学者たちを追跡取材し
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て、質問をした時、こんな共通ワードが出てま

した。「なぜこの大学にきたの？なぜ大学進学

を選んだの？」と聞くと、ほとんどの人が「み

んなが進学するから」「友達が選んだから」「何

をしたいのかわからないけど、とりあえず就職

するのは嫌だったから」「高校を出てすぐに働

くなんて嫌だもん」「先生が、親が、大学くら

い行けって言ったから」と答えました。意欲が

それほどない、でもみんなが行くから行く。小

さなつまずきが致命傷になります。致命傷を負

えば立ち上がれません。不登校になり、引きこ

もりになり、退学。自殺する人もいます。

JILPIT、労働政策研究・研修機構が中退者

の男性の４割、女性の６割が正規雇用に就くこ

とが出来ないというデータを出しています。つ

まり退学は、その瞬間だけではなく、その人の

一生に大きな影を落とすのです。退学して１０年

の方に会って話をしました。今年（２０１２年）の

２月に、非正規で勤めていた工場がつぶれて、

「親元で暮らしているので、毎日部屋の掃除を

している。他にすることがないんです」と話を

してくれました。じゃあその方は、なぜ大学に

進んだのか。まさに、みんなが進学していて、

親が行けと言った、先生が行けと言ったからで

す。だから、行ってもやりたいことがあったわ

けではない。

その方は、入学してすぐ、ここには居場所が

ないということには気が付いていました。勉強

が難しい、全然面白くない。それで欠席がちに

なったそうです。でも行かなければという思い

はある。今の学生さんは基本的に、真面目で素

直です。何とか行こうと思います。でもなかな

か行けない。それでも頑張って、その方は大学

に戻りました。戻ってある授業に向かいまし

た。ところが、いつまで待っても誰も来ない。

授業が始まって３０分、１時間経っても誰も来な

い。仕方なく帰ることにしたそうですが、掲示

板のところを通った時、ハッと驚きました。教

室が変わっていたのです。その時に、その方は

思ったそうです。「教室が変わったことを知ら

せてくれる友達すらいなかったんだ」と。「自

分はひとりだったんだ」と。彼はそこから引き

こもりになり、結局休学して、退学しました。

そしてその後の１０年間、彼はあちこちの非正規

雇用を転々とし、今は部屋の掃除をするだけの

毎日です。これがミスマッチの現実です。

暗い話ばかりしてしまいました。その一方で

「実力ある大学」もあります。困った現実を抱

えながら、輝く大学というのもあります。ある

大学では、ゼミの一環で学生が野菜の引き売り

をしています。ある時学生が、畑の隅に捨てら

れている真っ赤に熟れたきれいなトマトを見

て、「なぜこんなきれいなトマトが捨てられて

いるのだろうか」という疑問を持ったことから

始まりました。「じゃあその畑を持っている農

家の方に聞いてごらん」と教員が言ったので、

学生たちは畑に行って、「このトマトはなぜ捨

てられているんですか」と聞くと、農家の方は

「実はトマトというのは、まだ青いうちに出荷

していて、流通過程の中で赤くなるんだよ。最

近は産地直送ということで、真っ赤に熟れたト

マトを出荷することも出来るけど、今この辺り

の農家は高齢化していてそれどころじゃないん

だよ」と答えたそうです。それを聞いた学生た

ちは、「そういう地域の悩みを何とか私たちで

解決できないか」と思い付き、野菜の引き売り

を始めました。野菜の引き売りをする中で、地

域にいる買い物に行けない高齢者の方の存在も

知りました。地域には色々な問題があり、色々

な方々が生きているのだということを、ゼミ活

動を通じて彼らは学びました。

このゼミだけではなく、この大学は全学的に

地域と連携して教育するということをとても熱

心に取り組んでいます。なぜそんなことができ

るのか。それは大学自身が、１０年にわたって地

域を育ててきたからです。地域に困ったことが

あると聞くと、学長自ら出向いていく。町内会

の野球チームのピッチャーもやっていて、学内

の重要な会議を差し置いても試合に駆けつけて

しまうという、そういう学長です。そうした関
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係の中、地域は、この大学の学生であれば何で

も受け入れてあげようと思うようになりまし

た。挨拶が出来ていなければ注意する、言葉遣

いが悪ければ注意するといった、躾もするとと

もに、その代りに、例えば野菜の引き売りで

「黙って引いてても買ってくれないよ」「この

野菜の料理法を聞かれた時にあんたはどう答え

るの」といった質問をし、学生に考えさせる先

生役もやってくださっています。これもひとつ

の大学の実力かと思います。

芸者さんに「生きる・働く」ということを学

ぶ授業をしている大学もありました。「腰掛け

OL でいいや」という女子学生が大変多いとい

うことを聞いた先生は、「腰掛け OL なんても

のが存在するのか。働くということは大変なこ

となんだ」ということをなんとか学生に伝えた

い、どんな職業もすごく大変でプライドを持っ

て働いているんだということを知ってもらいた

いと思ったそうです。でも学生にとって興味の

ないことを言っていても、学生は乗ってこな

い。そこで先生は学生に「どんな人に会いた

い？その人に働くということを聞いてみよう

よ」ということを提案しました。すると学生た

ちが「芸者さんに会いたい」と言ったので、そ

の先生は地域の料理屋さんと交渉し、「ひとり

１０００円でなんとか芸者さんを呼んで、こういう

講義をやりたいんだけどやってくれないか」と

お願いし、実現したのがこの授業でした。この

授業の中で芸者さんたちは「学ぶということと

働くということは一緒なんだ。実はこの地域で

は４年制大学を卒業していないと芸者さんにな

れないという決まりがあって、あの時学んだこ

とが今こんな風に生きてるんですよ。あのとき

に学んだことは全然足りなかった。だから今苦

労してるんです」ということを話して下さいま

した。これが終わった後、学生に話を聞いた

ら、「腰掛け OL っていうのはひょっとしたら

いないのかもしれない。自分はもうちょっと勉

強したほうがいいなと考え直しました。」と、

明るい笑顔で話してくれました。

「学長ランチ」を始めた大学もあります。こ

の大学のある学部は非常に退学率が高い。やは

り学ぶ意欲、なぜこの大学なのか、なぜこの学

部なのかということをわからずに入ってきた学

生が大変多いことにこの学長は気が付きまし

た。そして理事会でもこれを問題視し、「なん

とか１０年間で退学率をこの数字まで下げましょ

う」ということで始めたのが「学長ランチ」。

「学びっていうのは、最初はみんなつまずくも

のなんだよ。僕は今でこそ論文を書きこんなふ

うになったけれども、アメリカに留学したての

ころはサブウェイで注文したらこんな長いパン

が出てきてしまって困ったことだってあるんだ

よ」という失敗談を含めて、学長自身も悩みな

がら勉強してきたんだということを話されてい

ました。

こういった実力ある大学の共通点は、組織

性・危機感と使命感、うちの大学はどうあるべ

きか、学生をどう育てるかを真剣に考えてい

る、ここだと思います。こういう点がよくわか

るのが、学習支援センターだと思っています。

私は大学にお邪魔するたびに、学習支援セン

ターを探します。この学習支援センターという

言葉は一般的ではありますが、実はやっている

ことは様々で、そこに大学の姿勢が見えるなと

思います。ある大学の学習支援センターに、と

ても感心しました。その学習支援センターは正

門のすぐ前にあります。そこの大学は駅からと

ても離れているのでスクールバスが来ます。そ

のスクールバスが停まるところがその正門の前

のロータリー、降りるといきなり学習支援セン

ターが入っている建物にぶつかるわけですね。

でも学習支援センターがあるだけでは、学生は

入りません。仕掛けはまだあります。なぜかこ

の大学は正門から入るとファーストフード、具

体的にいうとマクドナルドの、あのフライドポ

テトとハンバーガーの匂いがすごいんです。そ

の匂いのもとはその建物の一階から来ていま

す。あれはおもしろいですね。学生は朝ごはん

食べているにもかかわらず、バスを降りると、

基調講演「２０１２年度第６回 FDセミナー」 ５５



その匂いに釣られてふらふらっと入っていきま

す。ところがここからが罠なのです。マクドナ

ルドで、フライドポテトとハンバーガー、今日

は暑いからコーラを買おうと思い、買います。

ところが、そこには椅子がありません。「あっ

困ったなぁ。教室は飲食禁止だし」そこでふと

見ると、２階に通じる階段がある。「上に座る

ところがあるんだ」と思い、トントントンと階

段を上がります。そして上がったところにカウ

ンターがあって、なぜかそこに先輩が待ってい

る。先輩が「おはようございます」と待ってい

ます。そのときに学生の頭に黄色信号が灯りま

す。「あっ。まずい。ここはなんか違う」。で

も、先輩が待っている。もう後ろには下がれな

いから前に出る。そうすると先輩が口を開けま

す。「今日は何の科目ですか？」何の科目かと

訊かれると、人間は反射的に苦手な科目を言う

ようにプログラムされているようです。「数学

です」「望月先生、３番テーブルお呼びです」

と言うと、望月先生が３番テーブルで待ってい

ます。これは逃げられない。仕方がないから先

生の前に座って、先生が用意した教材に向き合

います。「今日はどこから始めようか。じゃあ

このへんからやってみよう」そこの学習支援セ

ンターはオリジナル教材を用意しています。こ

のオリジナル教材、タイトルは数学でも、中身

は「算数」です。ですから、学生はもちろん解

けます。「じゃあ次にこれはどうだろう」。少し

難しい問題が出てくるけれど、なんとか解けま

す。その時に先生はすかさず「できるじゃない

君！大丈夫だよ。自信持って。もっとやろう

よ」と褒めます。すると学生は褒められて嬉し

いものだから、「俺、意外と天才かもしれな

い」と思います。褒められると嬉しいからまた

来る。また来るとまた勉強して。「君は本当に

頑張っているね」何度も来て勉強すれば成績は

上がります。当たり前です。成績が上がる。そ

うすると、他の学生が疑問に思います。「お前

なんで成績あがったの？」その学生は答えま

す。「実は学習支援センターに通ったんだ」。そ

こでその学習支援センターはいつも大入り満員

となりました。学習支援センターは予約制とい

う大学もありますが、予約なしでいつ行っても

１５、６人の先生がいます。高校で教え上手だっ

たという人たちを公募して常駐させています。

夏休み中も何人かが交代でいられるようにして

いるということでした。

ここに出てくるのが組織性です。一人二人が

うちの学生はこうだからと言って思いついて

やったことではない。組織として何が大切かを

考え、ヒト、モノ、カネを投じるという組織性

です。それから危機感と使命感です。先ほどの

大学では、うちの大学は、学生に力をつけて卒

業させなかったら必ず淘汰される、ここでやら

なかったら高校にそっぽを向かれる、そう危機

感を持っていました。実際この危機感は当たり

ました。それが良い方向に働きました。最初は

教員からも「こんなバカみたいなことは大学の

やるべきことじゃない」と反対がありました。

しかし、やったおかげで何が起きたか。退学率

が３分の１に減りました。そしてこの大学なら

力をつけられるということがわかってきて、地

域の高校から信頼されるようになりました。そ

の大学に行けばどんな子でも勉強好きにしてく

れるということが実証された。そこで高校が

「うちの子は問題あるけどおたくは学習支援セ

ンターがあるから送り込んでも大丈夫ですね」

ということが周囲の高校にわかってもらえるよ

うになりました。そのように高校がわかって、

倍率が上がれば、今まで反対していた先生は勢

いをそがれるわけです。今ではその学習支援セ

ンターは授業のフォローアップをしています。

単なる補習ではなく、「この授業の、この先生

の授業で、どうもつまずく子が多い、先生どう

やって教えていますか」ということで授業にも

踏み込み始めました。そういうことがあって、

その大学の先生たちも、「ここのところだけ

ど、こうやってつまずく子たちがいるかもしれ

ないから、そしたら助けてくれないか」と言っ

てくるようになり、良い循環が生まれました。
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そして、こういった大学のもう一つの共通点

は、情報の共有・公開です。自分の大学の学生

はどういう状態なのか、どういう問題を抱えて

いるのか、こういうことをきちんと共有し、公

開して、そして学内外で共有するということ

が、このような大学の共通点でした。

こういう話をすると、必ず皆さん反論しま

す。新築は簡単、でもリフォームは難しいので

す。では、もうすでに建っている大学は遅いの

か。そんなことはないと思います。私は、目指

すは周回遅れのトップランナーなのではないか

と思います。この言葉を教えてくださったのは

大学の先生です。一生懸命やっている先生たち

が、「自分たちが目指しているのは周回遅れの

トップランナーなんだ」という話をされていま

した。その大学では、何も FD らしい FD をし

てこなかった。このままいったらどうなるか。

必ずや淘汰される。そう思ってその先生たち

は、色んな大学に、様々なことを吸収しに行き

ました。例えば H 大学では合宿式の FD をやっ

ていました。K 大学では授業参観をやってい

た。それから学生アンケートなど、色々なもの

を真似しました。ただし、真似するだけでは身

に付かない。そこで、自分たちの大学に合っ

た、アレンジをしました。FD 合宿をそのまま

導入するのでは面白くない。そこで、学生を入

れましょう、学外の人を入れましょう、地域の

方を入れましょう、と、開かれた FD 合宿を行

いました。つまり、そのようにすることで、自

分たちが見えていないものが外の人には見える

ということがわかりました。授業参観をただや

るだけ、ただ貶し合うだけでは、参観する側も

参観される側にも意欲は湧かない。そこで、先

生たちが始めたのはクリニックです。カウンセ

リングではなく、先生たちのこういうところ

は、学生たちにうけていたけど、こういうとこ

ろはどうだったんでしょうということを、ビデ

オで見て一緒に振り返る。基本は貶すのではな

く、「お互い頑張ろうね、先生は良いものを

持っているよ」というように、励まし合いまし

た。このように、自分たちなりのアレンジを繰

り返しているうちに、この大学は、他の大学か

ら注目されるようになり、気がついたら周回遅

れのトップランナーになっていたという実例で

す。

これも、ついでに話しておきます。「まだ遅

い、もう遅い」ということは言わない。「今が

その時」これも、ある先生に教えてもらいまし

た。これは大学の経営の話ではなく、学生に向

き合う時に必ず、「まだ遅い、もう遅いは言わ

ない。今がその時。気づいた今がチャンスなん

だ」ということを、その先生はよくおっしゃっ

ていました。

更に実力ある大学の共通点を申し上げます。

今、大学では、キャリア教育がずいぶんと盛ん

に行われています。その中で、先生方が必ず

おっしゃっていることは、なりたい自分を意識

させ、書かせる、ということです。これはとて

も大事だと思います。ですが、なりたい自分だ

けでは目的は達成されません。それはなぜか。

先ほどの学生の変化と同じです。今の学生の社

会は、とてつもなく狭いです。知っている職業

はほんの一握りです。その中からなりたい自分

を選ぶのです。なりたい自分をそこに当てはめ

ようとする。でも、なりたい自分はなれなかっ

た自分と背中合わせです。それよりは、必要と

される自分を意識させることが重要です。これ

が、実力ある大学、教育力のある大学を見て、

感心した部分です。なりたい自分だけ、これだ

けを強調していたら、偏差値と同じです。二分

の一どころか、かなり高い確率でなりたい自分

とは違った自分になります。それよりは、もっ

と学生の視野を広げて、この世には、必要とさ

れない人は一人もいない、ということに気づか

せ、必要とされるあなた、というイメージを学

生に落とし込んでいく。一緒に考える。必要と

される自分を意識させることが重要なんだとい

うことを、私は教えてもらいました。

最後です。山登りより、川下りを。実力ある

大学の先生たち、職員の皆さんは実践されてい
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ました。山登りより川下り。あの山の頂上を目

指せ、というふうに学生の尻を叩くのは本当に

簡単です。学生は素直で、とても真面目ですか

ら。だから叩けば、なんとかなる。ところが、

あの山の頂上にはもう幸せはありません。昔は

官僚になれば安泰でした。今、官僚は削減の対

象です。そして私たちは、一流と呼ばれている

企業、金融機関がばたばた倒れていくのを見て

きました。つまり、もはや私たちの価値観で、

幸せというのは語れない時代に入っています。

山登りをしても、そこに幸せはないかもしれな

い。それよりはむしろ、先ほど言ったように、

なりたい自分よりも社会に必要とされる自分、

それに沿って、川を下る。ペットボトルで組ん

だ粗末な筏かもしれないけれど、それに乗って

いく。それも教育なのだ、ということを教えて

もらいました。教育の語源はエデュカティオ、

引き出すという言葉だそうです。

最後になります。「大学の実力」はなぜ一覧

表なのか。「大学の実力」調査は、当初、ラン

キングにすることが私に与えられたミッション

でした。ですが、ランキングにしたところで、

それは偏差値と変わらない。ある一定の尺度、

それも読売新聞が作った尺度で、このランキン

グのトップを目指せば、幸せになれるか。なれ

るなんて誰も保証出来ません。偏差値が高い大

学に入ったら幸せになれるかどうかなんて、も

はや誰も保証できません。一覧表にしたのに

は、自分の幸せは自分の力で掴み取ってほし

い、自分の人生は自分で選び取ってほしい、そ

ういう思いを込めています。

少し時間があるので、その背景をもう少しだ

けお話しします。大学ランキングをと言われた

当時、一番上の娘が中学生で、不登校になって

いました。いじめが原因で、毎日家にいまし

た。そうすると、不登校の娘のところに同じく

不登校の子が遊びにくるようになりました。う

ちから、目と鼻の先に中学校がある。わずか５

分くらいの距離に。その中学校には行けないけ

ど、うちには来てくれる子が何人もいました。

その子たちが、こんなふうに話していました。

「私は小学校３年生まで学校に行けなかっ

た。中学校に入って、また行けなくなった。た

ぶん高校も行けない。でも、大学は行きた

い」。そう言った時に、娘も含め、そこにいた

子たちは皆うなずいていました。私自身も、良

くわかりました。私自身、小学校、中学校と、

不登校歴が長かった。高校も苦しかった。で

も、大学で初めて学ぶということの意味、学ぶ

ということの面白さ、それに出会いました。誰

とつるむのも、誰とつるまないのも自由。何を

学ぶのも、何を学ばないのも自分の責任。そこ

で私は人生をやり直し、不登校という過去とき

ちんと向き合うことができました。

大学というところほど、学びにふさわしい場

所はありません。その大学を、守ることができ

るのは皆さんしかいません。今、大学は百年に

一度の大転換期と言われています。このまま放

置しておいたら、政権がどう変わろうと、大学

に安泰な時代は来ません。今は戦時ではないで

しょう。まだ嵐の前の静けさ状態です。そんな

中ですら、組織か、組織じゃないかわからなく

なっている状態で、果たして戦時を乗り越えら

れるのか。その答えは皆さんで出してくださ

い。

でも、私は大学を守ってほしい。この日本の

教育を支えるのはやはり大学しかありません。

小学校、中学校、高校の先生は、大学の卒業生

ですから。大学の力が大きい。その大学に、き

ちんと今、大学というのは何をすべきなのか、

どう学生と社会と向き合うべきなのかを考えて

もらいたい。そのために、ランキングではなく

て、一覧表にしました。その情報を次世代に届

けたい。それが「大学の実力」調査に込めた願

いです。

「大学の実力」調査というのは、毎年７月に

読売新聞朝刊に掲載し、その後このような本に

して、９８０円で売っています。ちなみにこの売

り上げは、被災地の受験生のための奨学金にし

ました。奨学生として９人の内定を出しまし
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た。この人たちにお渡しします。給付型の奨学

金です。さらに「大学の実力」をもっと読み解

くために、全ての高校に、「大学の実力を読み

解く冊子」を無料で配布しました。

日本で、日本に生まれて良かった。この世に

生まれて良かった。この国で教育を受けられて

良かった。そう思える人を、一人でも増やした

い。そのために、私たち読売新聞は、「大学の

実力調査」は、皆さんと手を携えて、この国の

大学教育が力をつけていく、そのお手伝いをさ

せて頂きたいと思っています。長くなりまし

た。ご清聴、ありがとうございました。

［以下、質疑応答］

（司会）ありがとございました。少し時間がご

ざいますので、せっかくですから、質疑の時間

を持ちたいと思います。どなたからでも結構で

すが、ご質問があれば。いかがでしょうか。

様々に、面白い話をして頂きましたが。これだ

けは聞いておきたいな、ということがあればお

願いします。

●ありがとうございました。様々な関係から教

えて頂きまして、勉強になりました。先ほど、

最後のほうに言われた山登りより川下りという

言葉ですが、私も自分が今置かれている状況、

また、接する学生のことを思いながら聞いてお

りましたが、私のほうは山登りが好きなせい

か、川下りという言葉と、学生の可能性を引き

出していくということが、どうつながっていく

のかなということが、何となくイメージは出来

ますが、少し疑問に思っておりました。この点

について、教えて頂ければと思います。

○（松本さん）すいません、少し説明が足りま

せんでした。山登りというのは、親御さんに言

う方がよくわかるかもしれませんが、世に言う

偏差値の高い大学に行って、一流の企業に入っ

て、官僚になるということが幸せの道、これを

山登りと言っただけで、川下りというのはそれ

こそ今先生がおっしゃったような、その学生の

可能性、その学生を必要としてくれる社会を川

に例えたということです。学生の作った、可能

性という筏に乗っていく。それを川下りと例え

ました。ですから、昔のように、一流大学、一

流企業、これを山登りと大きくくくっただけな

のです。世に言われている、幸せなコース、そ

んなコースはもはや存在しないということを言

いたかったのです。説明が不足していて申し訳

ありません。最初に申し上げましたように、親

御さんはまだ偏差値という言葉の持つ価値の変

化に気付いていないようです。自分たちの時代

の偏差値と今の時代の偏差値というものを同一

視してしまう。だから偏差値が低い大学＝ダメ

大学というふうに簡単につなげてしまいます。

皆さんわかっているだろうと思って説明を省略

してしまいました。失礼しました。

●松本さんが考える、これからの大学はどうあ

るべきだと思いますか。方向性と言いますか、

将来あるべき大学というのはどのようにお考え

ですか。

○（松本さん）危機感を共有し、教職員が手を

携えて、大学というものを組織として運営して

いく。戦略と戦術と、戦力。この三つが、きち

んと備わっている大学を私は実力ある大学だと

思います。ガバナンスが大きくものをいうとこ

ろです。どうやって大学を作ろうかという、学

長レベルの方々の考えがきちんとしているこ

と。そして、それに基づいて、その危機意識を

共有出来る教職員がいること。更に、その教職

員が何をするか。もう学生を育てるしかないで

すが、うちの大学は今何をしていかなければな

らないのか、という現状をきちんと把握できて

いる。こういった大学を、実力ある大学だと考

えています。こういう大学であってほしい。先

ほど、教員同士が全然連携が取れていないと

おっしゃいました。「こういう大学でいいのか

な」ということをおっしゃりたかったわけです

よね。その問題意識は、そのまま参加されてい

る皆さんに伝わっているわけですから、大丈夫

です。今の危機感の共有。先生方には耳の痛い

話かもしれませんが、少なくともこの席にい
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らっしゃる先生方は、そのような実態が学生に

伝わっていたということがわかっているわけで

すから、それは今後改善されていくであろうと

思います。

●先ほど、組織ということが話に出てきました

が、私自身も含めて大学に勤めていらっしゃる

先生方の大多数が、いわゆる会社のような組織

ではやっていけそうもないと思われているのか

もしれません。それが実態だと思います。その

ような人間が、どうやってうまく組織化に携

わっていけば良いのだろう、そこからはみ出し

てしまえば、今度はどこに行けば良いのだろう

と、そういうところを危惧していますが、その

点についてはどう考えておられますか。

○（松本さん）どの組織にも２・６・２という

数字が当てはまると思います。最初の２はトッ

プ層、６は中庸、最後の２、これを大学では「深

海魚」と言うそうですね。深海魚らしい、奇抜

な能力や発想力、こういうものを持っている深

海魚なら良いと私は思います。そうではなく、

あじやいわしの大衆魚の類いなのに深海魚然と

して海底でくつろいでいたりする。こういう人

たちをどう巻き込むのか、トップ層の２の方々

が、どうやって大きな循環を作っていくのか。

これについては、はっきりとは私にもわかりま

せん。先ほど、抽象的に危機意識の共有、情報

の共有、こういったことを申し上げましたが、

これは理念であって、ノウハウとして一体何を

したらいいのか、これは正直に言うと私にもわ

かりません。そもそも、危機意識を共有するこ

と自体が難しい問題です。大学には多くの人間

がいます。今日、ここに集った皆さんは、危機

意識を持っていらっしゃる。なんとかしな

きゃ、というふうに思っていらっしゃる。そう

じゃない方に、どういう言葉で語りかけたらい

いのか。もし、これは効き目があったという事

例があれば、ぜひ教えて頂けないでしょうか。

特効薬、処方箋というものがありましたら、教

えて頂きたいです。どの大学にも通用する方法

は私にもわかりません。むしろ、どの大学にも

通用する万能薬というものはないと思います。

それぞれに開発していくしかない。今、どうし

たら良いかと考えている先生方が、少なくとも

これだけいるのだから、ここから広げていけば

良いのかなというところまではわかりますが、

実際のところどうしていくのかは、先生方次第

です。

●少なくとも、いわゆる会社型の組織というの

は、大学においては成立しないのではないかと

思います。そうすると、うまく組織として成り

立つ、組織としてやっていくためにはどんな方

法があるのかというところが、一番の問題では

ないかと思います。

○（松本さん）たとえば私立大学の強みの一つ

は、国立や公立と違って、建学の理念がはっき

りとしていることだと思います。それは、昨日

今日で作った、コピー＆ペーストとしたものと

は違います。創価大学には、『創価教育学体

系』という建学の理念の基となる本があります

よね。そこには、経験から出発し、価値を目標

とし、そして、経済を原理とする、ということ

が書かれてあって、そこに原点が見出させるの

ではないでしょうか。要するに、原点に戻ると

いうことも一つの方法かと思います。そういっ

たことも含めて、ミッションがきちんとしてい

る。このミッションとは何かということについ

て議論が出来れば、本当にいいなあとは思いま

すが、それは難しいでしょうか。そういう場と

いうのは、なかなか作れないでしょうか。外か

ら見ていて、創価大学のように、一つの思想体

系を持っていて、建学の理念もはっきりしてい

ても、それが難しいとなると、他の大学はこれ

どうしたらいいのだろうかと思ってしまいま

す。

ミッションがきちんと定まっていないから、

多くの大学は困っているのかもしれないとは

思っています。大学としては難しいかもしれな

いけれど、学部はかくあるべきで、こういう学

生を育てるというポリシーがあって、そのため

にこうなんだというようにカリキュラムポリ
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シーを作り、更にそのためにアドミッションポ

リシーがこうなんだという、体系性というもの

をきちんと作り直してみるべきではないか、と

いう議論ができないものかと常々思っています

が、体系性というのは難しい問題だ思います。

●本日はありがとうございました。保護者の松

本さんとして、冒頭に一番上の娘さんがいます

とおっしゃっておられましたが、保護者として

の松本さんは、お子さんの大学選びに、特に保

護者としてどういう形で関わられていたのかと

か、どういうアドバイスをされていたのかとい

うのを参考に伺いたいと思います。

○（松本さん）結論から申し上げると、スポン

サーで、情報提供者、そして相談相手というス

タンスを守るようにしています。

先ほど申し上げました一番上の娘ですが、不

登校だったこの娘、実は他にも色々とありまし

た。語り始めたら、これだけで２時間はかかり

ます。もう大変でした。

やっと不登校から立ち直って、中３になりま

した。ここから高校を選びという時に、私が一

番大事にしたのは、山登りより川下りでした。

そして、この子が選んだ川を、この子が作った

筏で下るということを大事にしました。この子

が、自分は何をしたいのか、どこの高校に行き

たいのか、私は自分で選ばせました。そして、

娘は自分で選んだ高校に行きました。ところ

が、自分で選んだ高校にも関わらず、入学して

１ヶ月後、この高校にはやりたいこと、やりた

いものがないと言ってきました。転校したい、

と。正直、ほっとしたんですよ。娘の高校選び

に口を出さなくてよかった、と。先ほども申し

上げましたとおり、私は娘にプレゼンをさせ、

相談を受け、求められれば情報も提供し、スポ

ンサーとして納得したらお金を出しますよ、と

いうスタンスをとっています。その結果彼女は

３つの高校を選び、その中の第一志望に入っ

た。それにも関わらず、１ヶ月後には、やりた

いものがないと言うのです。ここで、私は「あ

なたに何も押し付けてないよ、ここはあなたが

選んだんだよ」と言うことが出来ます。押しつ

けたら親の責任になってしまう。だけど、押し

付けないで、自分で選択して、自分でプレゼン

したのだから、自分の責任です。

そこで、娘には自分で選んだ責任を取らせま

した。「どうしても転校したいのなら、また３

つに絞りなさい。そしてそれについてプレゼン

しなさい」

半年待ちました。そして出てきたのは、アメ

リカ、イギリス、ニュージーランド。この３つ

が出てきました。私もさすがに驚きました。専

門学校も含めて、色々な学校のパンフレットを

取り寄せているのを見てはいましたが、さすが

にアメリカ、イギリス、ニュージーランドとい

う選択肢は想像もしていなかった。娘はそこで

何をしたいのか。それは、当時流行していたハ

リーポッターの映画を見て、自分もぜひ映画を

作る人になりたい、そのための勉強がしたい、

ということでした。「昨日今日で映画を見ただ

けの人が、突然映画人になれるんだったら、

はっきり言って私はスピルバーグになってた

よ」と思いましたね。

毎日、子どもと戦争しました。半年はやりま

したね。それでも、最後まで「どうしてもここ

行かせてくれ、そのかわり泣き言は言わないか

ら」と言い張り、最終的に私が折れました。

通っていた高校は退学しました。行くにあたっ

て、アメリカ、イギリス、ニュージーランドの

３つの選択肢のうち、アメリカは入国審査がと

ても厳しい。全然勉強していなかったので、全

然入れるレベルではありませんでした。イギリ

スは時期的に合わず、結局、入れるのはニュー

ジーランドしかなかった。ニュージーランドに

行き、そして現地で色々な国の学生たちと、

色々な国の若い人たちと切磋琢磨するうちに、

自分の馬鹿さ加減もよくわかったようです。自

分は何も知らない。映画のことだって、ほんの

少しの知識しかないことを知り、とてもじゃな

いけど映画人にはなれないことを思い知らされ

ました。そして、進路を変更することにしまし
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た。今度は何になるか。娘は、自分の強みを考

えました。「自分の強みは何か。口喧嘩だ。口

喧嘩だったら、何年もお母さんと闘ってきて、

人には負けない。単なる口喧嘩だったらわがま

まだけれど、口喧嘩に理論を加えた法律家なら

ビジネになる」というように、彼女なりに論理

的展開を加えて思いつきました。そして「英語

はやってみたら面白かった。だから、法律を勉

強したい。国際的に活躍出来る法律家になりた

い」と彼女は考え、ニュージーランドから帰国

し、勉強して試験を受け直し、今はイギリスに

行っています。お金のかかる子って大変です。

私自身は、一般的な保護者と同じだとも言え

ますし、そうではないと言えるかもしれませ

ん。ただ私に言えることは、この子たちが大人

になった時に存在する職業と、今の職業は違う

ということだけはわかります。今、想像も出来

ないようなカタカナ職業がたくさん増えていま

す。それは私たちが学生だった時にはなかった

職業です。今ですら、こんなに増えている。ま

してや、これだけ知識の陳腐化が加速している

時代に、この子たちが大人になって社会に出る

頃には、もはや私たちの常識が全く通用しない

だろうと私は考えているので、口出しはしませ

ん。その代わり、お金を出すスポンサーとし

て、説得してくれないと困ると話しています。

私が理解出来ない、私が共感出来なければ、お

金は出さないよというのが私の基本的スタンス

です。そういう話でよろしいでしょうか。

（司会）それでは、皆様に本日のセミナーにご

満足いただけたところで、終了させて頂きたい

と思います。松本さん、大変にありがとうござ

いました。
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大学教育の質保証
～諸変化への対応のために～

山本 眞一

桜美林大学大学院・大学アドミニストレーション研究科 教授

皆さんこんにちは。ただいまご紹介に預かり

ました、桜美林大学の山本でございます。本日

の会合についてはかなり前より聞いておりまし

たが、「グローバル化」ということで、創価大

学が「グローバル人材育成推進事業」に採択さ

れたということを伺いました。まずは、おめで

とうございますと申し上げたいと思います。こ

ういった競争的資金が、より有効に使われると

いうことは大変に良いことでございまして、そ

のことを考えるに当たっても、グローバル化と

いうのは、現在の大学改革を支える重要な概念

であると私は思っておりますので、ぜひこれか

らもご努力をお願いしたいと思います。

もともと大学は、一般的に、ずっと以前から

国際化ということに対して熱心でした。これは

戦前からそうですよね。というのは要するに、

海を渡った遠い国で、どんなことが行われてい

るかということについて、我が国の国民はほと

んど知らなかったのです。ですから、外国から

横文字の本を輸入して、日本でそれを縦に直せ

ば、それが立派な業績になる、これこそ国際化

である、と考えられてきたわけです。こういう

ことで済んでいた時代が、ずっと長いこと続い

てきたわけです。

それでも分野によってはずいぶん温度差が

あって、理工系では、おそらく明治の頃から

「国際化」という問題について考えている人間

がいらっしゃったと思います。第一次世界大戦

の後は、学問は世界的な規模で競争し合わなけ

ればならないという認識が、理工系においては

かなり高まったのではないかと思いますが、私

を含めて文系にいる者にとってみれば、そう

いった幸せな時代は、ごく最近まで続いてきた

のではないかと思っております。

ご存じかもしれませんが、３年ほど前に『落

下傘学長奮戦記』という本を書かれた岐阜大学

長を務められた黒木登志夫先生は「日本の文系

の教員は、翻訳をもって研究者としての地位を

確立されておられる方が多い」という痛烈な批

判を浴びせられましたが、考えてみると、我々

といいますか、文系の人間は、もちろん個人差

はありますが、「国際化」ということについて

偏った考え方を持っていたような気が致しま

す。

それに比べると「グローバル化」というの

は、同じく世界と関わり合うわけでございます

けれども、これは、私共が好きなことだけを外

国から選択的に入手するというようなことでは

済みません。まさに、我々の目の前が世界に開

かれてしまうという、こういう非常に現実的か

つ困難な状況の中で、我々はどうやってそれに

対応しなければならないかということを考えな

ければならないのです。そのことに関連したス

ライドは、もう少し後にもご用意してございま

すので、そのときに詳しくご説明したいと思い

ますが、「グローバル化」という点について真

基調講演「第１０回 FDフォーラム」
開催日：２０１２年１２月１５日
場所：創価大学S２０１教室

６３基調講演「第１０回 FDフォーラム」



剣に考えるということは、我々の高等教育が、

また新たな時代に入ったのだということを感じ

させるものであると思っております。

本日使用するスライドは、皆様のお手元にあ

る紙資料と同じものでございますけれども、本

日の講演に頂きました題目は「大学教育の質保

証」でございます。私はそれに副題を付けさせ

て頂きまして、“諸変化の対応のために”とい

うことでお話をさせて頂きたいと思います。

ここに２枚写真がありますが、右側は今私が

勤めております桜美林大学のキャンパスです。

左側の写真は、皆さま方のお手元にある資料で

すと白黒ですので、これが紅葉なのか桜なのか

よく分からないかと思いますが、実はまもなく

紅葉しようかという木の写真なのですが、左右

の写真は、必ずしも関わり合いがないわけでご

ざいます。皆さんはあまり気になさらないでこ

の２つの写真をご覧頂ければと思いますが、学

生にはよくこういった写真を見せて、「この写

真をもとに高等教育を語れ」というように課題

を出したりしますけれども、今日は授業ではご

ざいませんのでそういうことは申しません。

右側の写真は、春になる少し前に撮ったもの

ですね。建物の前の木の葉が少し落ちています

から。桜美林大学のパンフレットから取ってき

たものなので、正確にはわからないですが。左

側は、私が撮った写真でございまして、こう

やって木々の葉というものは、右側の写真には

ありませんし、左側の写真ではこのように茂っ

ておりますけども、やがて散ってしまいます。

年年歳歳その繰り返しです。

自然界はこのような繰り返しをするわけです

が、大学もそれに合わせて、４月には学生を受

け入れて教育し、そして夏休みがあって、秋が

あって、でまた冬に近づくと入試の季節がある

ということで、なんとなく１年はあっという間

に過ぎてしまう。去年の後は今年で、今年の次

が来年というように、大学は滞りなく動いてい

るというのが、これまでの大学ではなかったか

と思いますが、今は違ってきています。今年

あっても来年またあるかどうかわからないとい

うのが、昨今の大学状況でございまして、それ

が私の言う所の諸変化ということでございま

す。その中で「大学教育の質保証」ということ

が、現在大学改革の中で最大のキーワードに

なっているということをぜひご理解頂きたいと

思います。

ただしこういう問題は、ここ１、２年の出来

事や変化だけで論じるのは極めて不正確であ

り、かつ危ないことです。ですから常に我々

は、歴史を振り返りながら大学というものを考

えていかなければなりません。かといって、そ

もそも大学制度は、１２世紀の中世の大学に始ま

るなどと言っても、今の大学とは相当違ったも

のでしたし、また我が国でも、もちろん大学に

相当する高等教育というのはずっと以前からあ

りましたので、単純に比較するわけにはいきま

せん。ちなみに各大学のパンフレットを見ます

と、色々と書いてあって、わが大学の前身は、

慶長何年から始まる、というようなことを書い

ておられる大学もありますが、制度的に見れば

明治になってからになります。そしてもちろ

ん、明治以来、大学の歴史は、現在の我々の大

学や高等教育に影響を与えることは事実でござ

いますが、それにしても、やはり百何十年前の

ことを考えるのも大変な話です。そこで、我々

がよく言う「戦後」を対象とし、戦後高等教

育、あるいは戦後教育改革の中で、大学はどの

ように変化してきたのかというようなことで考

図１
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えたいと思います。戦後の６０年ほどの間を振り

返るということも悪くはないかと思います。

資料２枚目の表は、大変規則的に出来ていま

して、表を見て頂けるとおわかり頂けると思い

ますが、およそ１５年サイクルで日本の戦後の高

等教育のフェイズと申しますか、状況はかなり

の程度変わってきています。そして、この１５年

サイクル説というのは、あながち非科学的なも

のでもない、と私は思っております。というの

は、ここにある数字をご覧頂きますと、１９６０年

あるいは１９７５年、あるいは１９９０年、あるいは

２００５年。この辺の年に、全国にどのようなこと

があったかを考えると、この表はかなりの程度

当てはまるのではないかと私は思っております

し、また私だけでなくて、他の高等教育研究者

も、ネーミングは違うにしても、同じようなこ

とを考えられている方は多くいらっしゃいま

す。

では、何がそういう変化をもたらしているか

というと、もちろん社会状況がその要因ではあ

ると思います。が、その結果として表れている

のが、高等教育への進学率です。これは、あま

り伸びてない、変化していない時期と急激に変

化している時期とが繰り返し表れているという

ところがミソなのです。

例えば、現在の大学改革に大きな影響を与え

ているのは、やはり１９９０年代以降の社会状況で

すよね。１９９０年前後に何があったかというと、

世界システムから言えば、東西冷戦が終結した

ということがございますし、日本の経済社会に

おいては、それと多少の関係はあるにせよ、そ

れとは別にバブル経済の膨らみと崩壊がござい

ましたよね。それから、もう少し長期的なこと

でいえば、１９９２年は１８歳人口がピークを迎えて

２０５万人ほどいましたが、その後ずっと減って

きていて、１８歳人口の減少であったり、あるい

は日本の経済社会の大きな変化であったり、あ

るいは世界システムの変化などが、だいたい

１９９０年前後に起きています。ですから１９９０年と

いうのは、大変重要な時期であります。

それからさかのぼること１５年前の１９７５年前後

も、実は非常に大事な区切りでございます。高

等教育計画が始まったのが１９７６年です。それと

同時に、その頃から私学への助成が本格化し、

あるいは高等教育計画に基づいて、大学の新規

増設を抑えていた時期でもありました。今日で

も、文部科学大臣が「大学の数は多すぎる」と

発言されて、だんだん絞る方向に向いていくの

ではないかと思いますけれども、しかしそれ

は、我々が初めて経験するようなことではなく

て、実は１９７５年前後からそういった議論が盛ん

になり、「高等教育機関は多すぎる」「大学生の

質が低下している」「大学教育が低下してい

る」という議論は当時もあったわけです。それ

に基づいて、当時の文部省が計画的に大学を整

備するということになり、東京２３区であると

か、あるいは京都・大阪の市内には、学部の増

設のためであろうと、新しい大学を作ってはい

けないという厳しい政策がこの１５年ほどの間に

とられてきたわけですね。八王子に大学が多い

のはなぜかということを考えると、そういうこ

ととも関係するわけですよね。ということで、

資料（スライド p．２）にあるように、我々は

「計画の時代」を経験しております。

しかし、その前の１５年という期間は、実は拡

張の時代でもありました。お若い方が多いの

で、覚えておられない、あるいは見たことも聞

いたこともないとおっしゃるかもしれません

が、１９６０年に池田内閣が発足した時に、「所得
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倍増計画」というものが出されました。「国民

の所得を１０年間で倍にします」という計画が出

されたのですが、多くの国民はそんなことはあ

り得ないと考えました。しかし実際は１０年どこ

ろか、８・９年で実現しました。このような経

済の急成長の時代であり、進学率も１９６０年の

１０％から１９７５年にはほぼ４０％と、一挙に４倍に

するという大きな変化が起きているわけです。

このように見てくると、だいたい１５年で大き

く変わってきているということが分かります。

しかし、皆さんの中には、１９９０年以降我々は、

改革に次ぐ改革を重ねてきて、「そろそろ改革

に疲れたよ」という「改革疲れ」が今日のキー

ワードではないかと思います。同じように思っ

ていらっしゃる方もおられるかと思いますが、

私は、２００５年あたりから新しいフェイズに入っ

ているのではないかと思っております。これは

無理に１５年周期説を当てはめようとしてそう考

えているのではありません。実は２００５年に中教

審から「我が国の高等教育の将来像」という答

申が出されております。そこでは、それまでの

１５年間における大学改革は、ほぼ計画に沿って

実現したと述べられており、一般的にも新しい

改革の目標が探し始められていたと思います。

それまでの大学改革というのは、裏を返せば

大学問題になりますが、戦後からずっと、最も

深刻というか、政府を含めてある考えを持った

人々が、何とか大学について改めたいと思って

いた問題は、管理・運営システムの問題なので

す。平たく言えば、教授会の力を弱めて、学長

の力を増すようにするというのが、大学改革の

１番の課題だったということです。それは、だ

いたい１９９０年以来の大学改革によってかなりの

程度そうなりました。いまや大学の中で、文部

科学省の政策といっても反発する人は少なくな

りました。以前はそうではありませんでした。

私は大学事務局の経験もありますが、教授会で

うっかりと「文部省の方針は…」とこう口を滑

らそうものなら、教授会が紛糾したものでし

た。そのようなこと（文部省の方針）に流され

てはいけないと、１９７０年代・８０年代の大学の先

生方の多くは、そのように考えていたのではな

いかと思います。伝統的な大学では特にそうで

す。しかしその伝統的な大学でさえ、昨今は、

様々な委員会や教授会で考えがまとまらない時

に、「文部科学省はこういう方針だ」と誰かが

言うと、「じゃあそれでいこう」というように、

かなり文部科学省の考え方と大学の考え方が調

和するようになってきました。あるいは、調和

せざるを得ないような状況になってきたのが、

昨今の状況ではないかと思います。ということ

は、管理・運営の問題は基本的には片付いてい

るというのが私の見方です。

そうすると、大学改革のターゲットがなく

なってしまったわけです。ターゲットがないと

大変ですよね。皆さんはそうは思いませんか。

大学関係者は「別にそれはそれで良い」と言う

かもしれませんが、私はもともと行政をやって

おりましたので、少し違った感覚を持っていま

す。やはり仕事がなくなると困るわけですよ

ね。仕事がなくなると次なる仕事を探すという

のは、日本の組織にだけではなくて、国際機関

でもどこでもそうです。国際機関の方々はやは

り、その機関の目的に沿って仕事をしておられ

るわけですけれども、それぞれ需要があると考

えているわけですから、「自分がやっているプ

ロジェクトは絶対に意味があるんだ」というこ

とを日本人以上に一生懸命訴えますよね。私も

国際関係の仕事を通じてそのことを感じていま

す。したがって、その組織の目的を達成するた

めにプロジェクトをやっているはずなのに、そ

こで働いている人の雇用を確保するためにプロ

ジェクトを続けるというような状況になってし

まいます。このような状況になってしまうの

は、本当は良くないのですが。私は、一応大学

改革の主なターゲットである管理・運営の問題

もほぼ片付いたので、少し中教審も一休みした

ほうが良いのではないかと思うのですが、いっ

たんはずみのついた改革のムーブメントを止め

てしまうとやはり困る方も多いのでしょう。
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そういうことで、次なるターゲットになって

いるのが大学教育そのものです。大学教育その

ものを変えていく、改めていくということが今

の大きな話題でございまして、ですから、２００５

年以降の大学改革の大きなキーワードは、「教

育の質保証」ということです。特に国際的な質

保証ということが重要なキーワードになってい

ます。そしてそれに付随して、「グローバル社

会、知識基盤社会に対応するために必要なん

だ」あるいは「良い教育をしないと１８歳人口の

減少の中で生き残っていけない」というような

理由があります。いわば大学の体質を変えてい

くと申しますか、従来のように教育する側が教

育内容を決めて、一方的に学生に押し付けるの

ではなく、社会のニーズ、学生のニーズに応じ

て学生が学びやすいように教育内容を用意す

る、これが昨今の教育改革のもっとも大きな流

れになっています。後から説明しますが、中教

審から「新たな未来を築くための大学教育の質

的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考え

る力を育成する大学へ～」という答申が２０１２年

の８月に出されましたが、このように今や大学

改革の最も大きな課題は、かつての管理・運営

の問題ではなく、大学教育そのものに移りつつ

あるのが現状であります。

そこでまた疑問を感じる方がいると思いま

す。「なんで２０２０年までというのが書いてある

のか、１５年を無理やりあてはめたから２０２０年に

なっているのではないか」と。実は２０２０年頃に

大きな節目がくることはほぼ間違いありませ

ん。なぜならば、今１８歳人口はやや減少気味で

すが、１２０万人前後で安定しています。しかし

２０２０年以降は減って参ります。先にスライドを

見せますとこのような形になります。

厚労省の推計です。これより更に最新の推計

があり、２０２０年より以前から減少するような予

測が出ていますが、従来から、２０２０年頃になる

と、１８歳人口は１２０万人をかなり下回るように

なりまして、その後は一貫して減っていき、

２０６０年には今の半分の６０万人くらいになると言

われています。文部科学省であればこういう情

報ははっきりと示さずに、何とかごまかして少

しでも目立たないように皆さんにお伝えすると

ころですけれども、厚生労働省は高等教育行政

をやっておりませんから、そういうこととは関

わりなく、こういうデータを躊躇なく公表して

くるんですね。これによりますと、１８歳人口の

減少はいかに激しいかということがわかりま

す。この点については、後でもう一度触れたい

と思います。

そういうことで、本格的に減り始めるのが

２０２０年代以降になります。そうなると、今の大

学改革の局面である、大学教育の改革ももちろ

んあるでしょうけれども、もっともっと別の局

面が出てくる可能性も十分にあります。した

がって、一応２０２０年で区切ってあります。これ

より先の１５年３０年がどうなるかについては、皆

さま、特に若い世代の方々に考えて頂きたいと

思います。私は団塊の世代でございますから、

私が大学を経験したのはこの時代（１９６０年～７５

年）であります。そこからもう、３つの局面を

経験して参りまして、この後の４つ目５つ目を

考えるのは疲れて参りましたので、若い世代に

ぜひ予測をしてもらいたいと思っております。

このように、高等教育のフェイズはどんどん

と変化しています。ですから、ここから得られ

る教訓は様々あるのですが、一つは自分が過ご

した大学時代の経験だけをもとに、大学のあり

方を考えるのは非常に危険であるということで
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す。私などはこの時代（１９６０年～１９７５年）に大

学教育を受けたので、大学と言う所は、ほって

おいても学生がたくさん来る所、という刷り込

みがあるわけですが、今の実態は全くそうでは

ありませんね。私よりもワンジェネレーション

上の世代はこの時代かそれより前の戦前の高等

教育を受けた方ですから、例えば日本の学生は

教養教育を受けていないと言う。私たちは旧制

高校で非常に良い教育を受けたと繰り返し審理

会議でおっしゃる先生方もおられたわけですけ

れども、これはご自身の経験から言うとそうな

んでしょうけれども、今の大学というのは旧制

高校とは全く違う状況の中で運営していかなけ

ればならないので、それは難しいということで

す。常に時代は動いているということを考えて

頂きたいと、このように考えております。

そこで現在の大学改革に直接大きな影響を与

えている、１９９０年代以降の大学改革についてで

すが、ここに思いつくままに並べた１２の項目

は、それぞれ意味があって、ここで一つずつ

「これはこうで、あれはこうですよ」と話して

いると、一項目仮に５分で話したとしても１時

間かかってしまいますので、ぜひ皆さんご自分

で一つ一つについて勉強してもらいたいと思い

ますが、先日別の大学でほぼ同じスライドを見

せましたところ、後から大学から連絡を受けま

して、「この一つ一つの項目について受講生に

レポートを書かせましたので採点してくださ

い」と言われましてびっくりしました。創価大

学さんはまさかそんなことされないと思います

けれども、それぞれご自身でこれらの持つ意味

合いを考えて頂きたいと思います。

それにしても９０年代大学改革の最初の頃は、

大学設置基準の大綱化や、あるいは自己点検評

価という辺りから、じわじわと始まったわけで

すけれども、やがて国立大学の法人化、大学学

部設置の規制緩和など大変大きな改革もありま

した。それからあまり目には見えませんが、私

学にとって大事なのは５番目の学校法人改革、

私学行政の整備というのがあって、理事会の権

限の明確化が大きなポイントとして捉えられて

おります。確かにそれも大事ですが、２００２年の

学校教育法の改正で、文部科学大臣にはそれま

で、私立大学に対して、「学校法人の解散命

令」という、いわば伝家の宝刀がありました

が、それ以外の様々な関与は原則として出来な

いようになっていました。が、２００２年の学校教

育法の改正によって、文部科学大臣はその大学

に教育研究を含めて色々問題があると思えば、

是正の指導を出し、それに従わない時は勧告を

出し、それに従わなければ改善命令を出せる、

というきめ細やかな関与ができるようになりま

して、それに従わない時は、法人そのものを解

散とまではいかないものの、問題になっている

組織の閉鎖を命じることが出来るようになりま

した。後で学校教育法の最初の方をご覧頂きた

いんですが、そういう改正が反対もなく、ほと

んどその問題に対する問題点の指摘はありませ

んでしたが、いわば戦後の私学関係者が、それ

こそ体を張って、私学の自主性というものを

守ってきたはずなんですけれども、なぜか国の

関与をかなりの程度認める法律改正にさしたる

反対もなかったということで、今は私も私学関

係者の一人ですが、要するにあんまり変なこと

をすると国から何を言われるかわからないとい

うのが現在の状況になっているので、少し注意

が必要ということになるわけなんですね。

この他に、現在話題となっている学士課程の

ことであるとか、あるいはそれに付随して大学図４
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の情報公開義務とかですね、規制緩和のはず

が、様々な義務が新たに加わったりと、大学改

革もまだら模様になってきております。その中

で出てきたのが、今年の６月に出された「大学

改革実行プラン」であり、直近で言えば、ここ

には書いていませんが、文部科学大臣による設

置認可の見直しの指示などということが起きて

おります。

皆さん大学でお勤めでしたら必ず参照しなけ

ればならないのが中教審の８月の答申ですが、

８月の答申の前に、今年の３月にこういう絵が

でております。だいたい一緒です。本当は８月

の答申から取りたかったんですが、なぜか文科

省のポリシーが変わってしまったのか、PDF

が加工できないようになっておりました。です

から、必要なところだけ切り取ってスライドを

作ろうとしたんですけれども、どうしても上手

くいかなくて、一つ前のものを貼りつけてきた

わけですけれども、要するに、今、管理・運営

の問題が片付いた大学問題の中で、最も重要な

問題が大学教育そのものですけれども、その大

学教育そのものが今の時代に合っていないとい

うのが中教審の認識です。つまりここに書いて

ある、社会のステークホルダーから支持される

大学でなければならないということです。社会

のステークホルダーから信頼を得る、そのこと

によって大学がしっかりとし、更にそのことに

よって、優秀な卒業生を社会に輩出する、そし

てますます信頼を得られる、という良いサイク

ルを上手く回すためにはいったいどうすればい

いのか。これまで色々な人が、色々な意見を

言っていましたが、中教審が考えたのがこれで

す。ぴかっと光っていますね。これは私が中学

校の技術家庭で習ったフォーサイクルのエンジ

ンの図表に良く似ていると思うんですが、要す

るにここでぴかっと火を付けるとここが回りだ

して、これが回ればこちらも回り出すという上

手い仕掛けを考えたわけです。けれども、これ

はこう言っては悪いんですけど、要するにバー

チャルなものとして考えられているわけですよ

ね。実際にこうなるという理屈はそれほど強固

なものではないと私は思うのでありまして、私

は他の所に火をつけた方がこのサイクルは回る

んじゃないかと思っております。

いずれにしても、この主体的な学びの確立と

いう志向に合った学習時間の事実的な増加、つ

まりもっと勉強させるようにしなさいというこ

とですが、そのためには、ただ学生にそれ強い

るのではなくて、学生が勉強する環境を教員も

一緒になって考えなさいということですよね。

こういった大学の日々の活動に、かなり立ち

入ったような考え方を、中教審は出してきてい

ます。考え方によっては大変なことですけれど

も、こういうことを言っているのは中教審の委

員であって、別に文部科学省そのものが言って

いるわけではありません。文部科学省は、答申

を承って、必要な政策に変えていきましょうと

いうスタンスですよね。これを言っているのは

決して文部省の役人ではなく、これを言ってい

るのは中教審の委員であると。これがフォーマ

ルな説明でございますから、そこは間違っても

「役人がこんなことを考えるのはけしからん」

とは言いづらいわけですね。これは中教審の意

見ですから。これを採用する・しないは、文部

科学省の自由ということになるんですれども、

実のところ、そうは言っても実際はそうじゃな

いんですよね。実際のことを知っている人間

は、確かに文部科学省がそこに火を付けるのが

望ましいと考えているに違いないと思うわけで
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すね。なぜなら、審議会の答申を皆さんどうお

考えでしょうか。審議会の答申というのは、四

角で囲っているところがいわゆる建前です。し

たがって皆さん方が、外の会議に行って色々議

論をされる、あるいは文部科学省に行って色々

説明を受ける、あるいは皆さん方がもし、今私

がいるところに立って、フォーマルな会議で話

をする時には、四角のところしか言ってはいけ

ないということなんですね。つまり審議会とい

うのは、有識者が選ばれてそこで議論をして、

その議論の結果を文章化して答申に出す、これ

があくまでもフォーマルな世界であります。し

かし、審議会についてご存じの方は、その答申

に影響を与えているのは、この４つの大きなア

クター（有力な行為者）であるということを、

知っている人は知っているわけです。

その中で大事なことは、事務局による原案の

作成です。私が文部省に入ったのは１９７２年で、

かなり昔のことになるわけですが、審議会の事

務もずいぶんとやりました。それから色々な懇

談会とか、いわゆる有識者を集めて話をすると

いう会議の事務局をやったこともありますが、

その時上司に言われたことは「最初から役人が

きちっとした原案を書くのは駄目だ、けっして

書いてはいけない」ということでした。要する

に、委員が言ったことを最初は項目だけ書き、

次に少し箇条書きにし、そして最後に文章化

と、委員が言いたいことを段々と持っていくよ

うにしないといけないということです。こうい

うようなことを教育されましたけれども、要す

るに、答申と言うのは基本的には役所の役人が

書くものであるということです。これは霞が関

共通のことだと思います。別に文部科学省だけ

がそうやっているのではなく、各省庁そうして

いるわけです。

したがって答申というのは結局のところ委員

の先生方の発言と言っても、本当のところは行

政官庁の方針である。それは間違いないです。

ただし方針ですけれども、それには様々な横や

りというか、様々なアクターが関わるわけでご

ざいまして、したがって民主党政権はあまり教

育に積極的な関心を示してこなかったので、こ

こ最近はないかもしれませんが、かつては答申

をだして予算を取り、かつ法律を改正しようと

いうときは必ず政権与党の意向を事前に伺いな

がら、対処しなければならないということもよ

く教えられておりました。それから財務当局と

の調整が必要であります。予算に関わること、

あるいはお金のことは原則として執筆禁止なん

です。原則として書いてはいけません。ですか

ら、この間の教育基本法の改正によって生まれ

た教育振興基本計画に文部科学省が数値目標を

書こうとしたんですが、財務省の強力な反対に

合って結局書けなかったんですね。ただ、科学

技術基本計画をバックアップする政治的な力が

強いのか、財務省の反対を押し切って科学技術

基本計画には数値目標は書いてあるんですけれ

ども、残念ながら教育関係は必ずしもそうでは

ないので書けませんでした。また、役人が書く

のは確かだけれども、有力委員は色々といるわ

けですから、それは多少反映されているという

ことも間違いありませんから、特に常識と少し

違ったような文言、あるいは内容が出ていたら

「これはあの先生が言ったんだな」ということ

も、何となくわかるわけでございます。という

ことで、こういうことですから、答申というの

は必ずしも審議会のメンバーの総意によって書

かれたものではないということは理解しておか

なければならない、つまりこれは政策文書であ図６
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るというように理解しておかなければならない

わけです。

ただこれは国の審議会だからそうなのかもし

れません。私はこれまで都道府県とか、市レベ

ルの審議会にも関わったことがあります。実は

東京２３区のある区で、生涯学習審議会の会長ま

でやったこともあるんですけれども、わたしは

こういうことがすっかり染みついているもので

すから、年度末に近づいて「そろそろ答申です

ね」となった時に、「答申案はどうされますか」

と事務局に聞いたところ、「答申案は会長が書

いて下さい」と言われたのでびっくりしたんで

す。しかし国の審議会はその通りであります。

これはぜひ覚えておいて頂きたいんですけれ

ども、このたびの答申は、ここに書いてあるよ

うに表題が非常に長いですよね。「新たな未来

を築くための大学教育の質的転換に向けて」と

いう答申でございまして、ちょっと横道にそれ

ますけれども、答申はどんな答申かというと、

概要というものがあります。この答申には従来

の答申より長い副題がついていますので、副題

だけ読んだだけでもなんとなく答申の内容が想

像されるということで、そういう意味では良い

とは思います。

つまりこの答申には、生涯学び続け主体的に

考える力を育成する大学を目指すということが

書かれています。これまでの我が国の大学教育

の弱い点は、教師による一方的な教育なり、伝

達であって、学生が主体的に学ぶという行為が

身についていないということが問題であるとい

う指摘です。これはどこから問題が出てきたの

でしょう。ということでそれに対する解答とし

て、やや単純ではあると思いますけれども、要

するに学習時間が短いのが問題であると、途中

で言っておりまして、日米比較などもしており

ます。日米比較はしておりますけど、日本と

ヨーロッパの比較はされていない点について

は、私は気になります。アメリカでは確かに、

大学教育の意味合いは非常に大きいものですか

ら、学生はより多く学ばざるを得ないと思いま

すが、その他の国はどうなのかということを必

ずしも中教審は言っておりません。諸外国に比

べて日本の学生は学習時間が少ないと言い切っ

ているとことを見ますと、数字には表れていま

せんが、何か確証があるのかもしれません。

そこで、ここ（図５）にございますように、

今後の具体的な改革方策として大学に期待され

ていることがあるわけで、大学がすみやかに取

り組むべき事項は、色々あるんですけれども、

例えば大学の学位授与方針ですね。これを受け

て、皆さん方の大学には学位授与方針というも

のがないといけない訳ですね。それに基づい

て、学長、副学長、学生部長、専門スタッフ等

がチームになって組織的に行わないといけない

わけです。体系的な教育課程を作る、これがい

わゆる plan ですね。教員同士の役割分担と連

携による組織的な教育を行う。これが do です

ね。それから、アセスメントテストや学習行動

調査、つまり学習時間、学生がどれくらい学習

しているか等の調査を活用して、学生の学習成

果、教員の教育活動、教育課程の評価をする。

これが check ですね。そして教育課程や教育

方法のさらなる改善、これが Action です。こ

れは最近の大学改革のキーワード中のキーワー

ドですが、「PDCA サイクル」を回すというこ

とですね。これによって改革をするべきである

と。それにもちろん大学団体とかですね、ある

いは文科省、あるいは地域社会や企業も協力し

て大学改革をしていくと。その裏口にあるのが

大学改革実行プランですよと。こういう風に

なっているわけです。非常に矛盾なく、美しく

述べられていますので、これはこれで良いと思

いますが、ただ根本的な疑問点を申し上げれ

ば、学習時間を増やせば大学教育の質が向上す

るかどうかという点ですね。あるいは、大学教

育の質が向上するための学修時間の増加という

のは一体どうあるべきか。やはりこれを我々

は、教育の専門家として考えていかなければな

らないのです。だから、私は決して「中教審の

答申は絵に描いた餅で、こんなこと言っても
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しょうがないんじゃないか」というように批判

するつもりは全然ないんですけけれども、ただ

「学修時間の増加」一つ取ってみても、それの

前提になる様々な要件が絡まりあって、その中

で、現在の学生の学修時間というものがあるわ

けですから、従ってそこは、より深く掘り下げ

て考えませんと、せっかくの中教審答申の趣旨

が活かされないということになるのではないか

と考えています。皆さん方の中には、中教審の

答申もその一つですが、文部科学省が最近色々

と言っているけれども、別にそれに従わなくて

もいいじゃないか、とおっしゃられる方もい

らっしゃるかもしれません。そうなんです。文

部科学省は高等教育の行政をやる組織であり、

そして大学はご案内の通り、学生さんに教育を

したり、あるいは優れた研究をしたり、あるい

は地域に貢献するという、行政とは違う目的を

持った組織ですよね。従って、文科省と大学は

それぞれ機能が違うわけですから、文科省が

言ったことにすぐにそれに１００％対応する必要

がないことは確かです。実際、大学に対して

「これをやらねばならない、あれをやらねばな

らない」と文部科学省が言ってくるということ

は、そんなに多くはないはずですね。あんまり

多くなりすぎると、どっかの省みたいに橋の上

げ下ろしまで行政指導でやらなければならない

というようなことになってしまいますが、大学

はそこまではいってないわけですよね。そこま

ではいっていないんですけれども、しかし実際

のところ、最近、大学は新しい政策が出るごと

に、大変忙しい思いをするという実情があるわ

けです。それはなぜか。

資料の上の方にあるように、もちろん文科省

の行政官が政策を立案して大学に出すというこ

とが、理論的にはあり得るわけですけども、教

育問題というのは、なかなか専門的な問題であ

り、かつ大学というのは高度な機関ですから、

文科省の事務官レベルがそういうこと言っても

なかなか大学には通用しがたいという現実があ

るわけでありまして、従ってやはり、中教審と

いう機関でオーソライズしなければならないと

いうことになるわけです。１９８０年代あるいはそ

れ以前の状況をみると、例えば中教審の「３８答

申」という昭和３８年の答申とか、「４６答申」と

いう中教審の昭和４６年の答申というように、数

年ごとの重要な答申の名称が、未だに人々の口

から出るぐらい重要ではあるけども、数年に一

回しか答申が出なかったわけですよね。ところ

が、１９９０年代になって、大学審議会、これは、

今の中教審の大学分科会の前身ですけども、大

学審議会は約１０年間で、なんと３０近い答申やそ

の報告を出してるんです。つまり、これまでは

３、４年に一回しか出なかった答申が、１年間

に３回ぐらい出るようになり、答申を出して、

新規政策を出して、大学に出してくるというの

が、非常にアナログ的な説明で申し訳ないです

けど、昔はこれが３年に一回ぐらいのサイクル

でゆっくり回っていたのが、１９９０年代になる

と、非常に早く回るようになりました。新規政

策の出る頻度が、極めて頻繁ですよね。

これには理由があって、別に文科省も大学に

次から次に球を投げて考えさせないようにしよ

うと、そんな意地悪な考えから、そうしている

わけではなくて、昨今の財政事情の悪い中で、

文科省自身も、財務省から予算を取るために

は、常に新しいことを出さないとダメらしいん

ですよね。基盤的な経費だけでずっと継続的に

従事するというだけでは、なかなか財務省の厚

い壁を突破するというのが難しい。

図７
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このような状況の中ですから、次から次へと

新規政策を打ち出してくるわけです。もちろん

大学は、それを受け取る・受け取らないは自由

なんですけれども、創価大学さんはこうやって

無事に取られたからそれで良いんですけど、場

合によっては取れないかもしれませんね。です

から、努力の甲斐があるのかないのかというの

は疑問もあるわけですけれども、しかし少なく

とも、競争的資金に応募しなければお金が来な

いことは確かですよね。いくら宝くじが当たら

ないからと言って、買わなければ１００％当たら

ないわけですから、同じようなことで応募しな

ければダメだと。特に横並び意識の強い国立大

学はそうですね。ほとんど全大学がだいたい応

募します。それは、なぜかと言うと、いまや新

たな資源を大学に導入するためにはそういう競

争的資金を獲得しないといけないからです。そ

の上で、実は競争的資金は、この中で打ち出さ

れた各種の新規政策も入っているわけです。で

すから、資金に応募すれば応募するほど国の政

策を自ずと学びとるという、学習効果があるわ

けで、そういうことでこの競争的資金と各種の

新規政策を結びつけたものをセットにして出す

という形になったのです。最初は誰が考えたの

かわかりませんが、非常に頭の良い人がいたも

のですよね。おそらく２００３年から始まった特色

GP、あの頃からではないかと思いますけど

も、そういうことで、国も知恵を絞り、しかし

また大学もお金が必要であり、また教員個人も

やはり自分たちの教育予算、研究予算が増える

ことが望ましいと考えている人は多いですよ

ね。昔は、そういう身の回りのことよりも、と

にかく大学の自治が大事だという原則論を振り

回す教授も多かったかもしれませんが、いまや

そんなことは言っていられない。つまり、自分

たちの競争相手には色々ありますが、仲間の間

での競争が極めて熾烈になっていますよね。で

すから、研究費を獲得できる教員とそうでない

教員との間で大きな格差が生じようとしている

わけです。そういうことで、皆が競争モードに

なっている中で、競争的資金が導入されるわけ

ですから、これに飛びつくのは当然でありま

す。こういう政策的枠組みが、１９９０年以降出来

ていますので、我々はこれから逃れることはな

かなか難しい。逃れることが難しければ、出し

たものは確実に取りたいと考えるのが当然でご

ざいまして、こういうことでかくして大学改革

は予算面でも加速度的に進んでいくというよう

な状況であるかと思います。

その上で、繰り返しになりますけども、管

理・運営の問題はだいたい２００５年の答申あたり

で解決したので、いよいよ教育の中身の問題と

いうことになりますが、「質保証」ということ

で言われています。この「質保証」というのは

極めて単純な言葉ではありますけれども、実は

なかなかわかりにくいところもあります。そも

そも「質保証とは何か？」ということもありま

すし、それから「何のために質保証する必要が

あるのか」という問題もあるし、それから「質

保証はどのような仕掛けによってそれを担保す

るか」という問題もございます。色々あるの

で、一言で言うのは難しいのですが、実は、役

割という点から考えますと、図８にある４つ、

実際はもっとあるのかもしれませんが、この４

つぐらいのカテゴリーに分けて考えたほうがい

いのではないかと思います。

その上で、なぜ質を向上しなければならない

かということを考えますと、ここで言われてい

るように、グローバル化とか知識社会化という

図８
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ことで、要求される知識のレベルが格段に向上

し、かつそれは世界的なレベルで比較しなけれ

ばならないという時代になってきているからで

すね。我が国だけで通用する知識レベルという

のは、昔はそれで良かったんじゃないかと思い

ますけど、今やそうではない。全ての事はグ

ローバルに通じていくわけでありまして、従っ

て大学教育は、国内のスタンダードだけで考え

ることが出来ないんだということがございま

す。それから、少し次元が違いますが、人口減

も要因の一つです。１８歳人口の減少によって、

定員割れをする大学が段々と増えてきています

ね。これは、日本全体としても問題ですけれど

も、個別の大学の生き残りの道はやはり、教

育・研究の質を良くして、より多くの学生を集

めるということでありますけれども、その為に

も良い教育をするというのは非常に大事である

ということです。

それから、「ではどうやって質保証するか」

というと、制度と実態と両方から考えなければ

いけないと思うんですね。制度だけに目を奪わ

れてはならないですね。実態として何があるか

というところも考えなければならないのです

が、制度としては、我が国では、認証評価が最

も代表的なものですね。それから、事前の評価

としては、例えば大学の設置認可であるとか、

あるいは各種の規制というのもありますね。こ

ういうことで、認証評価はいまや質保証の中の

中心的な役割を果たしているわけです。しかし

認証評価や設置認可だけが質保証の手段ではな

く、実態として様々なものがありますよね。大

学は多様でございまして、従ってそれぞれの大

学にとってふさわしい教育の質というのは何か

ということは、それぞれ違うと思います。だか

ら、一つの物差しで全ての大学を測るというの

は極めて難しいと思います。それを最終的に判

断するのは、やはり結果としての市場原理と申

しますか、例えば競争的資源を獲得できる大学

とそうでない大学であるとか、あるいは、学生

をきちんと確保できる大学とそうでない大学で

あるとか、ということでこれは別に認証評価が

良かったから、合格したから良い大学、認証評

価が不合格だったから悪い大学というだけでは

なくて、実際のところ、人々がいくつかの大学

の中からどの大学を良い大学として選ぶかとい

う、市場原理が相当大きく働いてくるのではな

いかと思います。

そこで、我が国の大学はこれから大丈夫かと

いうことになるわけですけれども、実は少々難

しい問題があります。一つは、このグラフ（図

９）をご覧頂くとわかるんですけども、このグ

ラフは入学者に占める２５歳以上の者の割合を表

しています。２５歳というと、日本であれば大学

を出て就職して２、３年目というところです

ね。ちょっとした大人ですけれども、そういう

大人の学生が大学に入学した段階で何パーセン

トぐらいいるか、という OECD のデータが

あって、これは文科省が３、４年前に公表して

いるんですけれども、これによると、OECD

の加盟国のいくつかですが、多いところでいう

とアイスランドなんかは、４０％の学生がそうだ

というんですよね。右に行くほど段々と下がっ

ていきますけれども、だいたい平均値は２０％で

す。つまり、２５歳を過ぎてから大学に入る学生

が２５％いるというのが、先進国の標準なんです

が、日本は限りなく地べたにくっつきそうに

なっていますけれど、実はこれは２％です。わ

ずか２パーセント。おそらくそれは本当であろ

うと思います。というのは、学校教育調査をご
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覧になってもわかるように、現役生と一浪生

で、だいたい入学者の９５％を占めているんで

す。ですからつまり１８歳、１９歳で大学に入学す

る人が９５％、それ以上の人は５％しかいないと

いうことですから、ほぼこのデータと符合する

わけです。要するに、生涯学習や大学院教育は

このような状況下ではなかなか難しい。それか

ら１８歳人口が少しでも変動すると、途端に大学

の入学者数に影響を与えることになりますよ

ね。もう少しだけ繰り返しますと、さっきお見

せしたもの（図３）なんですけれども、ここで

大事なことは、２０６０年には今の半分のだいたい

６０万人ぐらいになってしまうだろうということ

と、もう一つは、過去の学校基本調査のデータ

を拾っていくと、平成５年から平成２４年までの

約２０年間に、現役の大学・短大志願者数が、や

はりずいぶんと減っていますよね。１８歳人口の

減少に伴って。そしてこの太い線が、毎年の大

学・短大の入学者数なんです。入学者数は、現

役の志願者数よりも多いですよね。いわば、入

学者数よりも、現役の志願者数の方が少ないと

いうのがここ１０年ほどの傾向ですね。したがっ

て、それに引きずられるように浪人の受験者数

というのもどんどん減っています。今や受験市

場というのは、かつての１２０万人から７０万人ぐ

らいにまで減ってしまっているわけです。進学

率はもちろん伸びてはいるんですけれども、最

近２、３年は停滞気味ですが、こういう状況の

中で、本当に１８歳人口だけで我々は商売をして

いけるのかということになりますね。だから、

ぜひとも成人学生や留学生を入れなければなら

ないんです。

ただ、そのためには教育内容をかなり良くし

ていかなくてはなりませんし、もちろんその前

に、一番大事なことは、大学卒業後２２、３歳で

就職しなければならないという、新卒あるいは

若者重視の就職構造を改めていかねばならない

んですけども、それと別に、やはり社会にもっ

と受け入れられるような教育内容と言います

か、これをしっかりとやっていかなければなら

ないと思います。それから我が国は、先進諸外

国に比べて私立大学の占めるウェイトが非常に

高いんです。アメリカも私学は多いように見え

ますが、実際数は多いですが、アメリカの場合

は、学生数でいうと、州立大学でだいたい３／

４、私立大学が１／４です。日本はちょうどそ

の逆ですよね。国公立で１／４、私立大学は３

／４です。ですから、日本とアメリカを比較し

ても、日本の方が、私立大学が多いと言えま

す。ヨーロッパはほとんどが、国公立ですか

ら、従って日本では非常に多くの学生が多様な

私立大学に在学しているということですね。先

ほど文部科学大臣の私学に対する関与がやや強

まっていると言いましたが、それにしても、行

政として出来ることは限られているわけであり

まして、むしろ、今後は私立大学の独自の行動

というのが求められてくるのではないかと思い

ます。

それから国際的にみて、公財政負担が少なく

て、教育費は親が出しているという問題です。

奨学金にかなり依存しているアメリカでは高額

の授業料を取っています。１ドル８０円になって

も、日本円にして２００万、３００万という大学はざ

らです。しかし、日本ではやはり、ほとんどを

家計が負担していますから、文系でいえば１００

万円を切るぐらいの学費で、理工系でも２００万

円を超えるとさらに志望することが難しくなる

んじゃないかと思います。ですから、そういう

意味で公財政負担が少ないものですから、学費

図１０
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を高額にして良い教育をしようとしても、それ

は限界があるということになるわけですね。

ところで実態としては、高学歴化は着実に進

んでいまして、これは（図１０）学校基本調査の

データをそのままグラフ化しただけのものです

けれども、１９６０年、今から５０年前に中学校、高

等学校、短大、大学、大学院修士・博士これら

の学校段階を出てすぐに企業の事務職、あるい

は公務員の事務職に就いた人の学歴構成がどう

だったかと言うと、８割ぐらいが高卒だったん

です。つまり、１９６０年の段階で学校を出て事務

職に就く人の標準学歴は高卒だったんですけれ

ども、これをご覧になるとわかるように、バブ

ル経済の崩壊の後でしょうね、９０年代大きな変

化があって、２０００年、２０１０年と来て、今やちょ

うどこの５０年前と逆転しているわけですね。事

務職の標準学歴は大卒で、若干大学院も顔を出

しているというのが現状ですから、社会の高学

歴化は着実に進んでいると、その高学歴化した

時代の大卒にふさわしい教育を我々は、与えな

ければならないということなのです。

少し時間も押してきましたので、いくつか図

表は省略したいんですけれども、この図表はし

かし省略するわけにはいかないので述べておき

ます。大学は教育と研究を主にやるわけです

が、その教育も研究も共通して、大学では知識

というものを扱いますよね。その知識は、すで

に知られている知識とまだ知られていない、だ

から研究によって明らかにするべき知識に分け

られる。しかし、また逆に言うと、別の観点か

ら言うと知識を応用するというような目的のた

めに扱う知識と、それから、知識のための知識

と申しますか、基礎的な知識と、こういう風に

分けることが出来る。そうすると、こう４つ、

こういう２つの軸で切ると（図１１参照）、４つ

の象限が生まれるわけですよね。で、日本の大

学というのは一体どれを対象にして来たのだろ

うと考えますと、私は、この第三象限と言いま

すか、すでに知られている知識、つまり欧米か

ら開発されたものを含めて、すでに知られてい

る知識で、極めて基礎的なものをとりまとめ

て、そしてそれを専門教育や教養教育にブレー

クダウンして学生に教える。それから研究も、

欧米から輸入してきた知識を整理して、そして

それを社会に紹介するという。こういうことで

済んでいた。これが初期の頃の高等教育だと思

います。しかし、いわゆる研究というのはもと

もと未知の知識を明らかにしなければなりませ

んから、やはり単なる輸入学問では済まなく

なって、特に理工系や医学系では、おそらく大

正時代くらいから、どんどんこっちの方（図１１

の右側）に進んで、世界の研究者と競争するよ

うになりました。ですから、大学院というのは

基本的には、大学院で教えられるべきことが、

既に知られている知識だけではなくて、実験室

でデータを共有しながら、世界の大学と競争し

て開発するというところにまで来ていますよ

ね。これは当たり前のことだと思います。た

だ、先ほど言いましたように、文系の研究とい

うのは一体どうだろうかと考えますと、先ほど

紹介した前の岐阜大学の学長さんが批判するよ

うに、本当にこうなっているのかどうかは疑問

が残ります。本当は文系・理系を問わず、研究

というのは、未知の知識を獲得するための活動

として、積極的に世界に出て行かなければなら

ないわけですね。現に、理工系ではかなりこっ

ち（資料の右側）に出てきていると。だから、

ここにある「探究的基礎研究」をやるための、

大学院の充実が求められるわけです。図１１
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ところが教育は、既知の知識を取り扱うわけ

ですけれども、この既知の知識は、かつては大

学を出て将来社会を担うエリートに対する教育

でしたから、必ずしも役に立つ教育であるとい

う必要はなかったわけですね。むしろ、役に立

たないけれども、人格を養成するのには不可欠

なものを教えておけば良かったんですが、大学

が大衆化してきますと、多くの学生にとって、

やはり社会に出て生きていく技術を身につけな

ければならないということになりますから、

段々と教養教育よりは職業教育、高邁な専門教

育よりはプラクティカルな職業教育というよう

に、こちらの方に注目が集まるようになってき

ています。ですから大学によっては、資格取り

とか様々なことをやっている大学が増えてきて

いると思います。それから、高度な知識の場

合、専門職大学院がございますよね。法科大学

院と法学研究科はそもそも目的が違うわけで

す。目的が違うわけですから、これを一緒に考

えてしまうと両方失敗してしまうわけで、法科

大学院は高度な専門職業教育、学術研究の大学

院（法学研究科）は未知の知識を求めての活動

の場という風に分けて考えていかなければなり

ません。

それからいまや未知の知識でも、行く行くは

応用を目指すというような分野がございます

ね。これは科学技術基本計画で言うような、情

報とかの材料とか、バイオとかこういった分野

ですね。こういう分野は、まだ知られていない

んだけれども、すぐに社会に応用できそうな分

野ということで、そうなりますと、それを大学

でどう扱うかというと、従来のような大学院で

はなかなか難しいので、研究所とか研究セン

ターとかいった、さまざまな研究プロジェクト

ですね、こういったものが今続々と大学に出来

ていると思うんですけれども、こういったとこ

ろでやることになると思います。ということ

で、大学の機能がどんどん拡張するに従って、

大学の中に置かれる組織も様々なものになって

来ている。このような中で、一つの大学がすべ

てのことをやるのは難しいですから、自分たち

の大学は何をやるのかということを考えていか

なければならない、というわけであります。

しかし、大多数の大学にとって大事なのは教

育ですよね。良い教育をするということは大事

であります。良い教育というのは、要するに基

礎的な教育でも良いし、職業教育にシフトした

ものでも良いんですけれども、その場合「質保

証というものは一体何だろう」ということが問

題になります。単に良い教育をすれば質保証な

のか、そうではないですよね。大学で教育をし

た結果、皆さんは学位を授与しますよね。結

局、その学位は中身が伴っている学位でないと

困るわけです。だから、学位と実力が一致する

というのが、質保証の基本的な考え方になりま

す。これまでは、学位をあげても、もちろん学

位にはその大学の権威というものがくっついて

いたかもしれませんが、その大学の権威は、結

局は難しい入学試験というものによって得られ

たものですので、それが中身を伴っているかど

うかは必ずしも問われてこなかったですが、最

近の大学改革は、こちらからこちら（図１２の左

から右）に動こうということですね。質保証と

は学位と実力を一致させるということです。ま

た学位を学歴と読みかえても良いかもしれませ

ん。だからこれには、日本の従来の教育政策と

はかなり異質なものが含まれています。

これまでの日本の教育政策の大きな柱は、学

歴社会の弊害の是正ということだったんです
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ね。これが、よくよく見てみますと、世界は日

本以上に学歴社会ですよね。つまり大卒、修

士、博士を持った人が社会で活躍しているわけ

です。日本は残念なことにというか幸いなこと

にというかわかりませんが、例えば大学院修了

者は、アカデミアの世界では尊重されますが、

社会的にはあまり尊重されません。むしろ逆評

価かなと思います。日本の学位は残念ながら汎

用性と専門性が矛盾すると世界の人は考えてい

ます。専門性が身につけばつくほど、他のこと

への融通がきかない学生になってしまうという

傾向にあります。わずかに例外は、理系の修士

は理系の学士より評価が高いですが、それでも

博士になってしまうと評価が下がってしまいま

す。アメリカの学位は、基本的には学士より修

士、修士より博士の方が、専門性も汎用性も両

方備えているという認識です。分野によって違

うとは思いますが基本的にはそうで、いわゆる

学位の保証ということになっているんですけれ

ども、今後そういう風に動いていくということ

も、グローバル化の中で考えておかなければな

らないことですね。だからわたくしどもは、従

来のように、どこの大学を出たかということで

人を見てはいけないというのはたしかに正論で

はありますけれども、大学関係者としては、私

の大学を出た人は特別な目で見てほしいという

ように、これからは質保証していかなければな

らない、こういうことになるわけであります。

もちろんそれらは、分野ごとに違うのは当然

でありまして、わたくしが今申し上げたことは

主として（図１３の）青い所（文系）の分野であ

りまして、この黄色い所や橙のところはもう少

ししっかりしているのではないかと思います。

したがって私が申し上げたことは、あくまで文

系を中心とした一般的なことでございまして、

医学系や理工系はまた違ったものがございま

す。ただ残念なことに、高等教育の研究者はで

すね、バックグラウンドが文系なものだから、

こちらの方の研究がまだ十分に行われていませ

ん。ですから、この辺の在り方については、

色々な専門分野の専門家の力を得て、これから

充実していかないと、バランスのとれた大学論

が出来ないということになるかと思います。

現に世界の大学は、かなり学生のニーズに応

じて動いてきております。これ（図１４）は２０１０

年の我が国の各学校団体設置者別、分野別の学

生の分布状況ですが、千分比ですので、全部合

わせると１０００人になると思いますが、１０００人の

学生がどの分野に何人ぐらいいるのかというこ

とを示しています。多いのはもちろん私立大学

の学部レベルの人文・社会系以外の文系ですけ

れども、だいたい伸びているのは看護とかいっ

た医療系です。それから学際分野ですね。それ

から教育でちょっと伸びている部分もあります

ね。これはたぶん、今色んな私学で小学校教員

養成課程を置いておられる、そういう動きでは

ないかと思います。それから短大はみんな減っ

ていますよね。こういうような動きを示してお
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りますので、創価大学さんはこの中でどの分野

をどのくらい担当しておられるのかという自分

たちの大学の占めている位置というのを、こう

いうもので時々把握されて置くのもよいのでは

ないかと思います。

それから大学を改革しなければならない、特

に文系の改革をしなければならないということ

で、色々勇ましい意見がたくさん出ていますけ

れども、ただ角を矯めて牛を殺すという言葉が

あるように、余計な力を加えすぎて全体がおか

しくなってしまってはいけないわけで、たしか

に学生数から見ますと文系っていうのは半分ぐ

らいを占めているわけですから、この部分を変

えれば大学が大きく変わるというのは間違いな

いことですが、ただ大学にかかっている経費、

つまり運営費を比較してみますと、実は日本の

大学で投入される資源の４割以上は医学・医療

系なんです。文系・理系はそれよりはかなり少

ないということですね。それから研究費です。

研究費というのは、物を買ったり出張したりと

いう経費、研究者の給料も含まれています。と

いうことは教員数の多い分野は、研究費が多い

んですけれども、これ（図１５）を見ますと、だ

いたい３分割されていますね。したがって、ど

ういう指標で大学を見るかによって見える姿が

かなり違いますから、それによって、それに対

する処方箋も違いますから、いったいどの分野

のことを意識して大学改革を論じているかとい

うことについても考えてみなければなりませ

ん。

それから、グローバル化についてもう一つ申

し上げたいことは、グローバル化というのは決

して他国のシステムを真似するというのではな

いんです。グローバル化というのは要するに、

世界は一つと申しますか、中国語では全球的と

も言いますが、一つになりつつある世界の中

で、我々はどう行動するかということがグロー

バル化の中での正しい生き方であります。した

がってむやみによその国の制度を、無批判に受

け入れるというわけではないのです。よくあり

がちなのが、どっかの国でこういう良い制度が

あるから、我が国にも導入しようと考える人が

いますが、それぞれのバックグラウンドが違え

ばそれは無理でありまして、それをもう少し深

く解釈して、なぜ隣国にそういう制度があるん

だろうという背景、我が国がそれを必要とする

背景、もしこれが一致するとすれば、我が国な

りに翻訳したものを導入するということは出来

るということでありますので、グローバル化は

国際化ではないし、ましてや国際比較そのもの

ではないということを是非理解しなければいけ

ません。

これは非常にアバウトな表現ですけれども、

日本とアメリカと欧州主要国を比べても、実は

高等教育というのは相当違うわけです。我々が

常識だと思っていることが必ずしも別のシステ

ムでは常識ではないわけですね。我々は大学院

を当たり前だと思っているけれども、ヨーロッ
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パの大学には大学院はありません。日本のよう

な大学院はない、あるいはもっと正確にはアメ

リカ的な大学院はないということです。それか

ら、我々はどんどん４年制の大学に収斂してい

ますけれども、アメリカはご案内の通り、研究

大学もありますが、実は非常に大きなセクター

を２年制のコミュニティーカレッジが占めてい

ます。これがアメリカの強い大学システムの底

辺を支えているわけです。それからヨーロッパ

は、歴史的な経緯もあって、大学と専門大学と

言いますか、イギリスでかつてあったポリテク

ニクとか、ドイツのテクニシエホッホシューレ

とか、工科大学といったものとに分かれている

わけですね。分かれているところは今でも多い

です。

それから授業料も、我々は取るのが当たり前

だと思っていますけど、ヨーロッパは基本的に

は無料です。あるいは取っても名目的なもので

す。ただし、留学生からはきっちりと取ってい

ますが。その辺は我が国と違うし、それから家

計の負担が我が国の方が高いのは当然である

し、（日本は）成人学生の割合が低いし、外国

人学生の割合もまだ低いですね。ヨーロッパは

高いですけれども日本は低い。それから学位の

価値ですね、これもヨーロッパやアメリカは学

歴社会ですから高いんですけれども、日本はど

うでしょう。私はこれを低と書きたかったんで

すけど、低と書いた資料が独り歩きしても困る

ので、気持ちとしては私は低だと思うんですけ

れども、低の気持ちで中と書かせて頂きまし

た。この「中」の学位の価値をなるべく高くす

るということも、グローバル化時代の日本の高

等教育に課された義務だと思います。質疑応答

を取らないといけないなので、時間をオーバー

して申し訳ございませんが、そういうことで知

識社会の中で大学というものの役割は、ますま

す大きなっておりますので、質保証によってよ

り大きな役割を果たすように、一緒になって努

力をしなければならない、このように思いま

す。どうもご静聴ありがとうございました。

［以下、質疑応答］

（司会）山本先生、どうもありがとうございま

した。それではここで、質疑応答を行います。

ご質問がある場合は、挙手をして頂き、ご所属

とお名前を述べた上で簡潔に質問をして下さ

い。それではご質問のある方いらっしゃいます

か。

●先生の書かれた著書（もしくは論文）に「少

ない資源でより多くの成果を」ということが書

かれていますが、日本はアメリカの教育と比べ

ると圧倒的な資金注入の差というものを感じま

す。例えば今後の大学のリベラルアーツ化など

を考える上で、現在例えば一人あたりの学生に

約８００万円の資金が掛っているんですけれど

も、それは学生の授業料によって賄われてい

て、現在では奨学金を借りる学生も多くなって

いるわけでありますが、これからの日本の私立

大学は、このような（アメリカなどとの）大き

な差をどのように埋めていけばよいと考えられ

ますか？

○（山本先生）そうですね、少ない資源で出来

るだけ効率的にやるというのは、我が国の伝統

なのかもしれませんね。そう簡単に直らないと

思います。あまり例は良くないですけれども、

第二次世界大戦中の日米のシステムの比較を見

てもわかりますよね。ということで、これはな

かなか容易な問題ではないんですけれども、出

来る限りやる、出来る限り少ない資源で効率よ

くやるというのがまず一つですが、もう一つは

ですね、仮に国の政策として、「コンクリート

から人へ」という政策がまだあるとすれば、是

非そのように雇用構造を変えていって貰いたい

ですよね。つまり大学が１つあるおかげで、地

域や関連した分野の人たちの雇用が飛躍的に拡

大するというようなシステムが必要でしょう。

例えばアメリカでは、カリフォルニア大学の

ような研究大学だと、教員１人に対して、いわ

ゆるそれ以外の人が、職員も含めて４人ぐらい

いるんですよね。だから、教員が２５００人いれば

スタッフが１万人いるわけですね。日本では東
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大でさえ、教員５０００人に対して職員３０００人です

ね。実際には非常勤・アルバイトその他で８０００

人ぐらいの職員がいるらしいのですが、それに

しても教員５０００人に対して職員８０００人ですか

ら、まだまだですよね。ということで、資源不

足ということは少しずつ産業構造を変えていく

中で考えなければならないんですけれども、た

だ残念なことにおそらくすぐには変わらないで

しょうね。「コンクリートから人へ」と言いな

がら、半ば実現しない間にまたコンクリートに

戻るかもしれませんね。コンクリートの方はか

なり雇用効果が高いと思われているわけです。

本当に高いのかどうかは知りませんが、日本の

大学はもっともっとたくさんの人を雇えるよう

な、雇用の改善に役に立つようなそういう仕組

みにしていかなければいけないと思うんですけ

れども、なかなか現実は難しいですね。だか

ら、効率的にやっていくという第一の答えの方

が常識的なのかもしれません。

●さきほど先生のおっしゃられた１９４５年から６０

年の間に私は大学生だったんですね。その頃、

指導教授から、「日本の大学というのは世界の

中で、大学卒業者を労働力とした最初の立派な

大学だ」という話を聞いたんですね。つまり大

学というところが公共労働者を作るところだと

教えられた時代があったんですね。ところが今

日の先生のお話を聴いて、確かにわかりやすく

するためには、大学院大学とか日本の大学の差

別化というものをですね、大きく明示されまし

たよね。現在は大学教育であろうと、すべての

大学はみんな努力して頑張ることが出来るんで

すけども、と同時に大学研究の差別化という問

題もやはりシンクロしているかと思うんですけ

れども、先生のご意見はいかがでしょうか。

○（山本先生）そうですね、たしかにそうだと

思います。さっき申しましたように、すべての

大学がすべての機能を十分に果たすというのは

極めて難しいし、またあまり現実的でもない

し、資源の使い方から言っても望ましくはない

のではないかと思います。ですから、すべての

大学が「ミニ東大・京大・慶応」になるいうの

はあまり現実的ではないので、基本的には研究

をかなり重視する大学と、比較的小さくても高

度な教育、リベラルアーツ的な教育をやるよう

な大学と、職業教育に特化したような大学、一

部の大学は、もはや大学と言えないのかもしれ

ませんが、研究所のようなところで応用的な目

的的基礎研究をするような組織とかにですね、

段々と重点が分かれていくと思うんですよね。

アメリカと日本を比較して、日本はトップ層

の大学の層が薄いですよね。日本とアメリカ

で、大学の数はだいたい１：３で、アメリカの

方が３倍ぐらいあるのですけれども、アメリカ

の大学で１００番・２００番といっても、相当立派な

研究中心大学なんですが、日本では３０ぐらいは

挙がるんですけど、それを超えると途端にガ

クッと研究に対する様々な質が落ちますよね。

日本はまだ一部のところに資源が集中している

というか、もう少し裾野を広げないと、研究面

でもうまくいかないんじゃないかと、このよう

に思っております。

●中教審大学教育部会まとめの図があったかと

思うんですけれども、ここで大学教育の質的転

換ということが謳われております。昨今の大学

の質的転換というものの事情を少し詳しく教え

て頂けたらと思います。また、対応しやすい大

学（学部）とそうでない大学（学部）があるか

と思いますが、今後どのように対応していくべ

きでしょうか。

○（山本先生）そうですね、あまり具体的な事

情は正確性を欠くのでお答えするのが難しいで

すが、一つはですね、こういった改革のツール

は、基本的には文系の大学というのを念頭に置

いていると思うんですよね。だからこれを、理

系・理工系に当てはめるには翻訳が要りますよ

ね。それと、中教審の答申の中身がどんなもの

かであるというと、ミニ高等教育論のテキスト

のようなものになっていまして、本文のほかに

資料と用語の解説までありまして、今先生が

おっしゃったようなことは答申の中に全部解説
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されているんですね。ですからアクティブラー

ニングとはこういうものであるとか、ルーブ

リックというものはこういうものであるとか

ね。逆に言うと、解説が必要な高等な言葉をな

ぜ答申本文に使うのかと思うんですけれども、

そういうことになっております。

それから個別の事例については、中教審の答

申に加えて、特色 GP を教育 GP などの実践を

通じて膨大な量のアウトプットが公表されてい

ますので、そういったものをご覧頂くと色々な

ことがわかりますし、それぞれの大学に大学院

に特化したような高等教育センターがありまし

て、色々な情報を非常にアクティブに集めてお

られると思います。ですから、そういうところ

に行かれますと、資料がかなり収集されている

と思いますので、是非ご参照頂きたいと思いま

す。

●私たちは大学教員として採用された時点で、

研究についてはある程度質が保証されていると

見ることが出来ますが、教育者ということでは

完全に素人ということになるかと思います。先

生のお話は大学教育そのものを変えるというご

指摘であったと思いますが、今後の大学教育の

改革を考えた時に、今のようにずぶの素人で採

用しておいて、入ってから教えていくというよ

うにやっていくのか、それとも採用の時点で教

育についても専門的な指導を受けておくべきな

のか、その辺りを先生はどのようにお考えです

か？

○（山本先生）そうですね、これはやっぱり大

学の性格によって違うんですよね。大学の経営

の観点から言うと、研究中心大学でいこうとす

る場合、優れた研究者がいないと困るでしょう

し、もっと教育を重視してやろうと思うと、そ

こで仕事をする教員に教育的な能力が必要なこ

とは当然ですよね。ですからその意味で言う

と、大学で重点の置き方は違いますが、やがて

大学教授法というものが今よりも一般的なもの

になるんじゃないかと思います。まさにそれこ

そ「Faculty Development」で、２０年前で FD

と言うと「コンピューターのフロッピーディス

クか」と言われました。でも今は「フロッピー

ディスク」というと「それ何ですか」と訊かれ

るぐらい、この２０年の間に大きな変化があるわ

けですね。だから、教育を重視するという大学

では、必然的に教育に長けた人を採用し、現在

いる人を訓練しなおすという動きはこれから当

然増えてくるので、そういう意味では、色々な

大学に置かれている大学教育センターのような

ところは、昔は国の制度とか日本の大学教育改

革などの状況などの情報収集をしていたんです

けれども、段々ともう少し具体的な、教員の教

育能力の向上のための研究とか実践ですね、こ

ちらの方に移っていくんじゃないかと思います

ね。是非、我々はそういう点を注目ながら努力

していきたいと考えております。
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Abstract

The present study examined the applicabil-

ity of Rogers’ educational theory in higher edu-

cation using quantitative methods. Independ-

ent variables (time spent studying, the fre-

quency of students’ informal interactions with

faculty, teachers’ attitudinal qualities, and aca-

demic self-efficacy) and dependent variables

(academic self-efficacy and students’ academic

achievement) were measured based on self-

reports from undergraduate students of a lib-

eral arts college. The frequency of students’ in-

formal interactions with faculty and teachers’

attitudinal qualities were strongly related to

academic self-efficacy. Also, academic self-

efficacy was the most significant predictor of

students’ academic achievement. Overall, find-

ings from the present study did not fully con-

firm the applicability of Rogers’ educational

theory in higher education.

Introduction

Carl Rogers, a renowned American psycholo-

gist who advocated client-centered therapy in

the twentieth century, was also a prominent

educator. His educational theory was based

upon the philosophy of student-centered learn-

ing, which articulated that the primary pur-

pose of education should be the facilitation of

learning. According to Rogers (1967), the facili-

tation of learning requires the interpersonal re-
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lationship between the facilitator and the

learner and teachers’ attitudinal qualities―a)

realness, b) prize, acceptance, trust, and c) em-

pathic understanding . Although Rogers

claimed the applicability of his educational the-

ory to students at any educational level, he pro-

vided only qualitative evidence to support his

theory, failing to test the theory through quan-

titative approaches that employ statistical

methods with reasonable measurements.

Therefore, the objective of the present study

was to examine the applicability of the educa-

tional theory of Carl Rogers in higher educa-

tion using quantitative methods.

Educational Theory of Carl Rogers

Carl Rogers (1967) asserted that the facilita-

tion of learning should be the primary purpose

of education. He claimed that educated indi-

viduals are those who have learned to learn.

This means that to become educated, individu-

als should rely on the process of learning

rather than static knowledge. He thus empha-

sized that rather than traditional knowledge-

transferring education, the facilitation of learn-

ing should be the center of education to encour-

age learners to constantly seek knowledge and

adapt to change in their environment.

In his theory of the facilitation of learning,

Rogers (1967) emphasized the importance of in-

terpersonal relationships between the facilita-

tor and the learner, suggesting that the rela-

tionship promotes student learning. He

stressed that “I can only be passionate in my

statement that people count, that interpersonal

relationships are important, that we know

something about releasing human potential,

that we could learn much more” (p. 320). Op-

posing the traditional education which neglects

personal interactions between teachers and

students, Rogers theorized that students can

truly be educated and learn more through in-

terpersonal relationships with the facilitator.

Thus, Rogers asserted that interpersonal rela-

tionships between the facilitator and the

learner are indispensable to the facilitation of

learning, which promotes students’ personal

and intellectual growth.

To establish interpersonal relationships,

Rogers (1967) claimed that in order to actualize

the facilitation of learning, the facilitator should

possess three attitudinal qualities : a) realness,

b) prize, acceptance, trust, and c) empathic un-

derstanding. Rogers described realness as an

attitudinal quality where a teacher frankly ex-

presses his or her own feelings to students.

The teacher is no longer a person who system-

atically transfers knowledge to students to sat-

isfy curricular requirements, but a person who

shares his or her feelings and opinions with stu-

dents as a human being. Rogers explained that

“she [the teacher] comes into a direct personal

encounter with the learner, meeting her on a

person-to-person basis. It means that she is be-

ing herself, not denying herself” (p. 306). Rogers

asserted that when the facilitator possesses the

attitudinal quality of realness, the facilitation of

student learning is enhanced. Rogers also con-

sidered prize, acceptance, and trust as one

group of attitudinal qualities necessary for the

facilitation of learning. According to Rogers,

teachers who possesses these attitudinal quali-

ties understand a student as a “separate per-

son, having worth in her [and his] own right” (p.

309). Such attitudes toward learners mean to

fundamentally accept and trust learners as im-

perfect human beings with limitless potential.

Lastly, empathic understanding, in Rogers’

view, is an attitudinal quality where a teacher
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attempts to accurately perceive students’ feel-

ings and understand students from the stu-

dents’ points of view. He described empathic

understanding as the attitude of “standing in

the other’s shoes, of viewing the world through

the student’s eyes” (p. 311). The teacher who

has the attitudinal quality of empathic under-

standing does not evaluate or judge students

but simply understands them.

Rogers (1967) asserted that in a classroom

with a teacher who possesses these three atti-

tudinal qualities, students can acquire knowl-

edge more easily. He emphasized that “in class-

rooms approaching such a psychological cli-

mate, children learn more of the conventional

subjects” (p. 321). In order to prove the positive

effect of this approach on students, Rogers in-

troduced some qualitative data that showed

how students’ academic motivation is in-

creased in response to the presence of the

teacher who possesses the facilitative attitudi-

nal qualities. Based on the research, Rogers

(1977) claimed that “politics of this humane sort

foster all kinds of constructive learning, both

personal and intellectual” (p. 330). Thus, the fa-

cilitator who possesses the essential attitudinal

qualities enhances student learning.

Rogers also asserted that the presence of the

facilitator who possesses such attitudinal quali-

ties inspires students to become self-disciplined

learners. According to Rogers (1977), the pre-

condition of fostering self-disciplined learners is

that a teacher “is sufficiently secure within her-

self [or himself] and in her [or his] relationship

to others that she [or he] experiences an essen-

tial trust in the capacity of others to think for

themselves, to learn for themselves” (p. 327).

This precondition indicated that the teacher

must be a “facilitative teacher” who fundamen-

tally trusts that students will gain more auton-

omy and possesses the essential attitudinal

qualities he addressed. Rogers explained that

with this precondition, students become self-

disciplined learners. According to Rogers, the

student’s self-discipline which is facilitated by

the teacher is not only “the discipline necessary

to reach the student’s goal,” but also “is a self-

discipline and is recognized and accepted by

the learner as being her own responsibility. Self

-discipline replaces external discipline” (p. 327).

He also described that in the facilitative mode

of education, the learner “regulates the modes

of feeling, thought, behavior and values

through her [or his] own self-discipline” (p. 328).

Therefore, the demonstration of realness, prize,

acceptance, trust, and empathic understanding

by the facilitator consequently enables learners

to become self-disciplined in every realm of

their lives.

Rogers (1977) insisted that the effect of facili-

tative teaching can be observed at any educa-

tional level. He proposed that “if this precondi-

tion exists, then the other features listed [such

as self-discipline] may be experienced or ob-

served at any educational level, from kinder-

garten through graduate school” (p. 326). This

signified that his theory of the facilitation of

learning can be applied to students at any edu-

cational level. Furthermore, he stressed that “if

we focus on the facilitation of learning...we

might be on a much more profitable track”

(1967, p. 320). Since the educational role of “fa-

cilitator” and “learner” does not change accord-

ing to educational levels, the applicability of

Rogers’ theory would persist through all educa-

tional levels.

Finally, Rogers (1967) presented much quali-

tative evidence to support his theory, yet he

did not provide quantitative evidence. In order

to support his theory, he cited a range of inter-
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views from teachers and students who had ex-

perienced the facilitation of learning and illus-

trated its psychological effects on teachers and

students. According to Rogers, he intentionally

provided only qualitative evidence in order to

emphasize how the facilitation of learning im-

pacts students’ feelings and attitudes toward

learning. He explained the reason stating :

“I have intentionally gone beyond the empirical

findings to try to take you into the inner life of

the student-elementary, college, and graduate-

who is fortunate enough to live and learn in

such an interpersonal relationship with a facili-

tator, in order to let you see what learning feels

like when it is free, self-initiated, spontaneous”

(p. 321).

Therefore, although Rogers provided much

qualitative data to demonstrate the effective-

ness of his theory in application, he did not pre-

sent quantitative evidence to support his the-

ory.

Since Rogers maintained that his educational

theory can be applied to students at any educa-

tional level, and at the same time he did not

test his theory using quantitative methods, the

present study examined the applicability of

Rogers’ educational theory in higher education

using quantitative methods.

Literature Review

The present study examined the correla-

tions between four independent variables (time

spent studying, the frequency of students’ in-

formal interactions with faculty, teachers’ atti-

tudinal qualities, and academic self-efficacy)

and two dependent variables (academic self-

efficacy and students’ academic achievement).

Time spent studying was added as a control in

order to compare its effect on dependent vari-

ables with other main independent variables.

To examine interpersonal relationships be-

tween the facilitator and the learner, the fre-

quency of students’ informal interactions with

faculty was measured. Also, students’ aca-

demic achievement was measured based on

college cumulative grade point average (GPA).

Existing literature shows how these variables

correlate with each other.

Time Spent Studying

Many researchers have investigated the cor-

relation between time spent studying and stu-

dent academic achievement. In general, re-

searchers have agreed that students who

study more attain higher intellectual achieve-

ment (Britton & Tesser, 1991). For example,

Van Den Berg and Hofman (2005) studied the

factors that affect study progress of university

students. Findings showed that “time devoted

to study has positive effect on study success”

(p. 437). George, Dixon, Stansal, Gelb, and Pheri

(2008) also examined the predictors of GPA in

higher education, and found out that time

spent studying is one of the greatest predictors

of GPA. Also, Brint and Cantwell (2008) investi-

gated the relationships between various time

uses and college GPA. Findings revealed that

time spent attending and studying for classes

strongly affects students’ academic attainment.

On the other hand, some studies have re-

vealed no or little correlation between time

spent studying and students’ academic per-

formance. For instance, Nonis and Hudson

(2006) examined the influence of time spent

studying and working on semester grade point

average. The results of their study indicated

that time spent studying and working has no

direct effect on academic outcomes. Ruban and

Nora (2002) also investigated the predictors of
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academic outcome in college, and they con-

cluded that the self-reported amount of study-

ing is not a significant contributor to academic

achievement.

Although some studies showed the insignifi-

cant influence of time spent studying on aca-

demic performance of undergraduate students,

the majority of research has supported the

positive correlation between the two variables.

Frequency of Students' Informal Interactions

with Faculty

Researchers have conducted empirical stud-

ies regarding the relationship between stu-

dents’ informal interactions with faculty and

their academic outcomes in college. Many of

them agreed that informal student-faculty in-

teraction has considerable impact on student

academic achievement (Halawah, 2006). Ac-

cording to Astin (1993), faculty plays a vital role

in intellectually and personally developing un-

dergraduate students, and student-faculty in-

teraction has a significant positive correlation

with students’ academic attainment, such as

college GPA. A study conducted by McShan-

non (2001) also suggested that student-faculty

interaction increases students’ course grades,

which were especially noted for female stu-

dents. Also, Halawah (2006) examined how

student-faculty informal interpersonal relation-

ships impact students’ intellectual develop-

ment, and found out that the relationships posi-

tively influence students’ academic perform-

ance. On the contrary, some of the researchers

found only a slight connection between infor-

mal student-faculty interaction and students’

academic achievement. Kuh, Pace, and Vesper

(1997) studied the correlation through three

types of academic levels―Bachelor, Master,

and Doctorate―and found that student-faculty

interaction lacks influence on students’ aca-

demic performance for Bachelor level students.

Although a number of studies have been

conducted on the topic, the approach research-

ers took to investigate the informal student-

faculty interaction has varied. Some focused on

how students’ satisfaction of their interactions

with faculty relates to their academic attain-

ment. They found a significant correlation be-

tween the students’ satisfaction of interaction

with faculty and their academic performance

(Graunke & Woosley, 2005 ; Ullah & Wilson,

2007). Others investigated how the frequency

of informal interactions with faculty influences

students’ academic achievement. Pascarella

and Terenzini (1991) explored a range of em-

pirical studies regarding the association be-

tween the frequency of students’ informal con-

tact with faculty and students’ academic per-

formance, and they concluded that there is a

significantly positive correlation between the

two factors. Bernier, Larose, and Soucy (2005)

also stressed the importance of frequent infor-

mal contact with faculty for students’ intellec-

tual development, asserting that “empirical re-

search has supported these claims by showing

that informal contacts (outside the classroom)

between college students and faculty have a

positive impact on students’ academic perform-

ance” (p. 30).

In terms of the frequency of students’ infor-

mal interactions with faculty, researchers have

discussed how to promote informal contact be-

tween students and faculty in order to improve

student academic performance. Some research-

ers have found that mentoring increases the

students’ informal interactions with faculty and

enhances students’ academic achievement. For

example, Campbell and Campbell (1997) exam-

ined the difference between mentored stu-
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dents and students without a mentor in terms

of their college GPA. Their study revealed that

mentored students demonstrated higher GPA

than students without a mentor. Miller and

Webster (1997) studied the effect of instructors’

interest, teaching skills, and personal interac-

tion with learners on student academic per-

formance, and they concluded that regardless

of delivery method, teachers should have per-

sonal contact with learners. They suggested

that any type of informal student-faculty inter-

actions promotes student learning, and thus in-

structors should attempt to increase informal

interactions with students.

Overall, the literature supports positive cor-

relations between students’ informal interac-

tions with faculty, especially its frequency, and

student academic achievement in college.

Teachers' Attitudinal Qualities

A range of studies have examined how

teacher’s attitudinal qualities affect students’

academic performance. Most of the studies

have supported the idea that certain attitudes

or personal characteristics of teachers posi-

tively affect student’s academic achievement.

Butland and Beebe (1992) investigated the asso-

ciation between verbal and nonverbal teacher

immediacy and student learning, and found

that students learn more when instructors em-

ploy positive messages to gain compliance in

the classroom. Halawah (2006) revealed that in-

terpersonal characteristics of faculty and class-

room atmosphere significantly affect college

students’ academic outcome, and academically

successful students consistently rated profes-

sors “as friends, helpers, and assistants” (p.670).

Moreover, Bernier et al. (2005) revealed that

the academic achievement of college students

is not affected by professors’ professional traits,

such as experience or position in school, but

“rather by [professors’] personal characteristics

such as friendliness and flexibility, accessibility

and availability, empathy and respect, as well

as honesty and tolerance” (p. 31). These studies

indicated that friendly, supportive, and recep-

tive professors positively influence college stu-

dents’ academic performance.

Researchers have also addressed that teach-

ers’ attitudinal qualities are closely related to

students’ academic self-efficacy. Strohkirch and

Hargett (1998) reported that adult students, in-

cluding college students, should have the right

to present their opinions and to be heard by

faculty members, indicating that the violation

of such expectation results in lowering stu-

dents’ confidence in academic performance.

The authors revealed that although autocratic

instructors tend to lessen students’ academic

self-efficacy, teachers who are friendly, suppor-

tive, and receptive to students increase their

levels of academic self-efficacy. Lowman (1984)

examined how instructors’ communicational

approaches impact students’ attitudes toward

learning. In his study, an instructor who has

the high level of interpersonal rapport with stu-

dents is described as an instructor who “ap-

pears to have strong interest in the students as

individuals,” “acknowledges students’ feelings...

and encourages them to express such feelings,”

“encourages students to ask questions and

seems to eager for them to express personal

viewpoints,” “communicates both openly and

subtly,” etc. (p. 511). His study revealed that the

high level of interpersonal rapport between an

instructor and college students “increase[s] mo-

tivation, enjoyment, and independent learning”

of the students (p. 510). These studies indicated

that certain teachers’ attitudinal qualities, such

as friendliness, supportiveness, and receptive-
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ness, enhance students’ academic self-efficacy

by promoting students’ independent learning.

Academic Self-Efficacy

Self-efficacy refers to “beliefs about one’s

ability to successfully execute a behavior re-

quired to produce a certain outcome” (Ramos-

Sanchez & Nichols, 2007, p. 8). If a person pos-

sesses a lower level of self-efficacy in a particu-

lar activity, he or she may exert less effort into

the activity. On the other hand, a higher level

of self-efficacy in a particular activity augments

a person’s performance and perseverance in

the activity (Ramos-Sanchez & Nichols, 2007).

Researchers have asserted that one’s level of

academic self-efficacy determines the person’s

quality of self-disciplined learning. According

to Zimmerman (2002), self-regulated learning is

“the self-directive process by which learners

transform their mental abilities into academic

skills” (p. 65). This indicated that since self-

disciplined learning requires psychological

abilities, its quality varies depending on one’s

level of self-efficacy. Moreover, Zimmerman

(1989) asserted that self-regulated learning

“must involve the use of specified strategies to

achieve academic goals on the basis of self-

efficacy perceptions” (p. 329). Other research-

ers have also shown that students who have

higher academic self-efficacy are better at self-

disciplined learning (Chemers, Hu, & Garcia,

2001 ; Ruban & Nora, 2002). Thus, highly self-

disciplined learners should possess higher aca-

demic self-efficacy, and vice versa.

The relationship between students’ aca-

demic self-efficacy and their academic achieve-

ment in higher education has been widely in-

vestigated by researchers. For example,

Klomegah (2007) examined correlations be-

tween variables in the goal-efficacy model, such

as self-efficacy, and college GPA. He found a

significant positive correlation between stu-

dents’ self-efficacy and their GPA, which ap-

peared stronger than other variables in the

goal-efficiency model. Zajacova, Lynch, and

Espenshade (2005) compared how much aca-

demic self-efficacy and stress predict academic

success, including college GPA. They reported

that academic self-efficacy was a more robust

predictor of academic achievement than stress.

Chemers et al. (2001) investigated predictors of

first-year college student academic perform-

ance, and they revealed that “academic self-

efficacy was significantly and directly related

to academic expectations and academic per-

formance” (p. 61). In their study, also, academic

self-efficacy was the strongest predictor among

other independent variables.

Although many studies have supported the

strong positive correlation between academic

self-efficacy and academic performance of col-

lege students, some did not identify academic

self-efficacy as a significant predictor. For in-

stance, Choi (2005) examined how general self-

efficacy, academic self-efficacy, and specific self

-efficacy relate to college students’ term

grades, and found that “of the three self-

efficacy variables, specific self-efficacy was the

only significant predictor of term grades” (p.

203). However, overall, researchers have

agreed that a level of college students’ aca-

demic self-efficacy is associated with their aca-

demic outcomes.

Study Questions & Hypotheses

As literature shows, contemporary research

has found that self-disciplined learning requires

high academic self-efficacy. Therefore, these

findings are applied in the formation of study

questions and hypotheses of the present study.
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Based on Carl Rogers’ educational theory, the

present study attempted to answer the follow-

ing questions : 1) Does the presence of the fa-

cilitator who possesses three attitudinal

attitudes-a) realness, b) prize, acceptance, trust,

and c) empathic understanding-inspire stu-

dents to become self-disciplined learners who

have high academic self-efficacy? 2) Do inter-

personal relationships between the facilitator

and the learner promote student learning? 3)

Does the presence of the facilitator who pos-

sesses the facilitative attitudes enhance stu-

dent learning? Given the findings from existing

literature, the following hypotheses were con-

structed : 1) The presence of the facilitator

who possesses the facilitative attitudes inspires

students to become self-disciplined learners

who have high academic self-efficacy. 2) Inter-

personal relationships between the facilitator

and the learner promote student learning. 3)

The presence of the facilitator who possesses

the facilitative attitudes enhances student

learning. In this study, these hypotheses can be

supported if : 1) students demonstrate higher

academic self-efficacy when teachers possess

the facilitative attitudes 2) students who have

more informal interactions with faculty obtain

higher college GPA 3) students obtain higher

college GPA when teachers possess facilitative

attitudes.

Method

The participants in the present study were

undergraduate students at Soka University of

America, Aliso Viejo, California. An electronic

survey was created for this study in order to

elicit student self-reports regarding time spent

studying, the frequency of students’ informal

interactions with faculty, teachers’ attitudinal

qualities, students’ perceived academic self-

efficacy, and their college GPA. The survey

was electronically sent to 170 randomly chosen

undergraduate students in the spring semester

2009 through their student email accounts.

Each survey was preceded by the explanation

of the purpose of the study (i.e., “to explore fac-

tors that may affect student academic achieve-

ment in higher education based on Carl Rogers’

educational theory”) and included information

regarding informed consent. Only participants

18 years of age or older were allowed to partici-

pate in this study. As an added incentive for

participation in the study, all participants were

eligible for a lottery drawing for gift certifi-

cates, including five $20 prizes. Students were

informed that participation was completely vol-

untary and all responses would be kept confi-

dential and anonymous.

Participants

The participants were 65 undergraduate stu-

dents at Soka University of America. The par-

ticipants were restricted to the age of 18 or

older. Table 1 provides the demographic char-

acteristics of the sample. The sample included

34.3% males and 62.7% females. In terms of aca-

demic level, the students of the sample in-

cluded 17.9% freshman, 20.9% sophomore,

29.9% junior, and 31.3% senior.

Measures

College GPA . Participants voluntary pro-

vided the survey with their college cumulative

grade point average (GPA). College GPA is

measured on a 4-point scale with a maximum of

4.0.

Time spent studying . The measure was cre-

ated for the present study. Participants were

asked to answer following question : “how
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many hours do you spend studying outside of

class in a day on average?” (see Appendix).

They responded on a 5-point scale (1 = 0-1

hours, 2 = 2-3 hours, 3 = 4-5 hours, 4 = 6-7

hours, 5 = 8 hours or more).

Frequency of students’ informal interactions

with faculty . The frequency of students’ infor-

mal interactions with faculty was measured

with a scale developed for this study. Partici-

pants were asked to answer following ques-

tion : “how many times do you informally inter-

act with faculty members outside of class for

ten minutes or more in a week?” (see Appen-

dix). They responded on a 5-point scale (1 = 0-1

times, 2 = 2-3 times, 3 = 4-5 times, 4 = 6-7 times,

5 = 8 times or more).

Teachers’ attitudinal qualities . A nine-item

measure was developed for the present study

based on a study conducted by Feldman (1997).

In the original study conducted by Feldman,

the first three items, the second three items,

and the third three items were respectively

used to measure “personality characteristics of

the teacher,” “teacher’s concerns and respect

for students ; friendliness of the teacher,” and

“teacher’s encouragement of questions and dis-

cussion, and openness in options of others.” For

this study, instead, these items were used to

ask if professors possess three attitudinal quali-

ties―a) realness, b) prize, acceptance, trust,

and c) empathic understanding―according to

students’ perceptions. Participants were given

the following statement : “please answer how

much you agree with the statement, from 1 =

strongly disagree, to 5 = strongly agree.” The

nine items that participants rated were the fol-

lowing (see Appendix A) :

1, In general, professors who I have had were

sincere and honest

2, In general, professors who I have had were

not autocratic and did not try to force us to ac-

cept his or her ideas and interpretations

3, In general, professors who I have had exhib-

ited a casual, informal attitude

4, In general, professors who I have had

seemed to have a genuine interest in and con-

Table 1

Descriptive Statistics

N ％ M SD

Sex

Male 23 34.3

Female 42 62.7

Academic Level

Freshman 12 17.9

Sophomore 14 20.9

Junior 20 29.9

Senior 21 31.3

GPA 3.47 .42

Time Spent Studying 2.74 1.03

Frequency of Students’ Informal

Interactions with Faculty

1.80 1.01

Teachers’ Attitudinal Qualities 4.07 .47

Academic Self-Efficacy 3.62 .62
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cern for students

5, In general, professors who I have had took

students seriously

6, In general, professors who I have had estab-

lished good rapport with students

7, In general, professors who I have had en-

couraged students to express differences of

opinions and to evaluate each other’s ideas

8, In general, professors who I have had invited

criticism of his or her own ideas

9, In general, professors who I have had ap-

peared receptive to new ideas and the view-

points of others

The nine items were combined into a meas-

ure of teachers’ attitudinal qualities. The Cron-

bach’s alpha was .82 (α = .82) in the present

study.

Academic self-efficacy . Academic self-

efficacy was measured by an instrument devel-

oped by Zajacova et al. (2005). The instrument

was composed of 27 items with regard to

college-related academic tasks. Participants

were given the following statement : “please

answer how confident you are that you can

successfully complete the tasks, from 1 = not

confident, to 5 = very confident.” Examples of

the items included the following : “Studying,”

“Asking questions in class,” “Keeping up with

the required readings,” etc. (see Appendix A).

The 27 items were combined into a measure of

academic self-efficacy. In the present study, the

Cronbach’s alpha was .92 (α = .92).

Results

Table 1 presents the means and standard de-

viations of variables. The mean of college GPA

was 3.47, and the standard deviation was .42.

The mean of time spent studying was 2.74,

meaning that the students of the sample spend

approximately four hours for studying in a day

on average, and the standard deviation was

1.03. The mean of the frequency of student’s in-

formal interactions with faculty was 1.80, signi-

fying that the students of the sample infor-

mally interact with faculty outside of class for

ten minutes or more approximately twice in a

week on average, and the standard deviation

was 1.01. The mean and standard deviation of

teacher’s attitudinal qualities were respec-

tively 4.07 and .47. This shows that samples

somewhat agreed that, in general, teachers

who they have had possessed three attitudinal

qualities. The mean and standard deviation of

academic self-efficacy were respectively 3.62

and .62. This means that the students of the

sample possessed the level of academic self-

efficacy between neutral and somewhat confi-

dent.

Table 2 presents zero-order correlations be-

tween all of the observed variables, and Table

3 and 4 respectively provides the regression of

academic self-efficacy and college cumulative

grade point average. Results showed some sta-

tistically significant correlations among vari-

ables at .05 or 01 alpha level (see Table 2).

There were positive and moderate correlations

between academic self-efficacy and the fre-

quency of students’ informal interactions with

faculty (r=.41, p<.01) and teacher’s attitudinal

qualities (r =.32, p< .01). There were also posi-

tive and moderate correlations between GPA

and academic self-efficacy (r=.38, p<.01) and

time spent studying (r=.28, p<.05). On the

other hand, the frequency of student’s informal

interactions with faculty and teacher’s attitudi-

nal qualities had almost no effect on college

GPA.

The regressions of academic self-efficacy and
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college GPA further explained the characteris-

tics of the correlations. The regression of aca-

demic self-efficacy (see Table 3) showed some

statistical correlations between variables with

high statistical confidence. There were positive

and moderate correlations between academic

self-efficacy and the frequency of students’ in-

formal interactions with faculty (standardized

beta=.356, p<.01) and teacher’s attitudinal

qualities (standardized beta=.339, p<.01). These

results revealed that the frequency of students’

informal interactions with faculty and teachers’

attitudinal qualities almost equally had a mod-

erate effect on academic self-efficacy. Aca-

demic self-efficacy also had a weak correlation

with academic level (standardized beta=.191,

Table 2

Correlations among All Variables

Variable 1 2 3 4 5

1. GPA －

2. Academic Self-Efficacy .38** －

3. Time Spent Studying .28* .17 －

4. Frequency of Students’ Informal Interac-

tion with Faculty

-.01 .41** .09 －

5. Teachers' Attitudinal Qualities -.01 .32** -.06 .02 －

Note. *p< .05, **p< .01,

Table 3

Regression of Academic Self−Efficacy

Predictors Stan. β p

Gender -.027 .813

Academic Level .191 .096

Time Spent Studying .102 .372

Frequency of Students’ Informal Interactions with Faculty .356 .003

Teachers’ Attitudinal Qualities .339 .003

Note. R2 =.33, p<.001, N=62

Table 4

Regression of College Cumulative Grade Point Average (GPA)

Predictors Stan. β p

Gender .006 .960

Academic Level .002 .987

Time Spent Studying .214 .093

Frequency of Students’ Informal Interactions with Faculty -.203 .136

Teachers’ Attitudinal Qualities -.124 .331

Academic Self-Efficacy .458 .002

Note. R2=.23, p<.05, N=61
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ns), but it showed only marginal statistical con-

fidence (p<.10) and cannot be generalized. The

data from the regression of college GPA (see

Table 4) showed substantially larger effect of

academic self-efficacy on college GPA than

other variables. There was a positive and mod-

erate correlation between college GPA and

academic self-efficacy with high statistical con-

fidence (standardized beta=.458, p<.01). Com-

pared to the academic self-efficacy, other vari-

ables showed weaker correlations with college

GPA, and these correlations could not also be

generalized. Time spent studying showed a

positive and weak correlation with college GPA

with the only marginal statistical confidence

(standardized β=.214, p<.10). There were also

negative and weak correlations, which could

not be generalized, between college GPA and

the frequency of students’ informal interactions

with faculty (standardized β=-.203, ns) and

teacher’s attitudinal qualities (standardized β=

-.124, ns).

Discussion

The major objective of this study was to ex-

amine the applicability of the educational the-

ory of Carl Rogers in higher education using

quantitative methods. Rogers’ educational the-

ory dictates that the presence of the facilitator

who possesses three attitudinal qualities―a)

realness, b) prize, acceptance, trust, and c) em-

pathic understanding―inspires students to be-

come self-disciplined learners who have high

academic self-efficacy ; interpersonal relation-

ships between the facilitator and the learner

promote student learning ; and the presence of

the facilitator who possesses the facilitative at-

titudes enhances student learning (Rogers,

1967). These three major arguments in Rogers’

educational theory were specifically investi-

gated in the present study, and they were not

fully confirmed based on the pattern observed

in the correlation coefficients among five pre-

dictor variables and the findings from the two

multiple regressions in this study.

The first hypothesis that the presence of the

facilitator who possesses three attitudinal

qualities―a) realness, b) prize, acceptance,

trust, and c) empathic understanding―inspires

students to become self-disciplined learners

who have high academic self-efficacy was sup-

ported based on a positive and moderate corre-

lation between teachers’ attitudinal qualities

and academic self-efficacy. Similar to the find-

ings of Lowman (1984) and Strohkirch and Har-

gett (1998), the correlation suggested that stu-

dents tend to demonstrate higher academic

self-efficacy when teachers possess the three

attitudinal qualities. Moreover, unexpectedly,

the frequency of students’ informal interactions

with faculty also had a positive and moderate

correlation with academic self-efficacy. This in-

dicated that students’ academic self-efficacy be-

comes higher as they informally interact with

faculty more frequently. The second hypothe-

sis that interpersonal relationships between

the facilitator and the learner promote student

learning was not supported due to the lack of a

positive and statistically significant correlation

between the frequency of students’ informal in-

teractions with faculty and college GPA. The

results indicated that students who have more

frequent informal interactions with faculty do

not necessarily obtain higher college GPA,

which contradicted the findings of studies con-

ducted by Pascarella and Terenzini (1991) and

Bernier et al. (2005), that the frequency of infor-

mal contacts between college students and fac-

ulty have a positive influence on students’ aca-
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demic performance. The third hypothesis that

the presence of the facilitator who possesses

the facilitative attitudes enhances student

learning was not supported because a signifi-

cant positive correlation was not found be-

tween teacher’s attitudinal qualities and col-

lege GPA, meaning that college students can

achieve academic excellence without profes-

sors possessing these attitudinal qualities.

These results were inconsistent with the find-

ings reported by Bernier et al. (2005) and Ha-

lawah (2006). Based on the results, two main ar-

guments of Roger’s theory―interpersonal rela-

tionships between the facilitator and the

learner promote student learning, and the pres-

ence of the facilitator who possesses the facili-

tative attitudes enhances student learning―

were not sufficiently supported by this quanti-

tative study.

Before drawing conclusions, some caution

should be exercised because the present study

offers a problem of reciprocal causation. The

methodology of this study generated ambigu-

ity of whether students’ initial motivation and

high academic attainment led to the frequent

informal interactions with faculty and the posi-

tive perception of teachers’ attitudes, or stu-

dents were stimulated to work hard by the in-

teraction with teachers and their facilitative at-

titudes (Halawah, 2006 ; Lamport, 1993). Pas-

carella and Terenzini (1991) pointed out the

problem, stating that “it is ambiguous if quan-

tity and quality of interactions with faculty

eventually improve students’ academic compe-

tence, or initial perceptions of gains in aca-

demic knowledge lead students to seek infor-

mal contact with faculty and also positively

perceive teacher performance” (p. 426). Due to

the lack of affirmed causality between vari-

ables observed in this study, the possibility of

spurious elements that create ambiguity in in-

terpretation and generalization were not ruled

out.

With the caution, assuming that causality ex-

isted between variables, the results could pre-

sent two key findings. The first was that col-

lege students’ academic self-efficacy can be en-

hanced not only through improving the teach-

ers’ attitudinal qualities but also through in-

creasing the frequency of students’ informal in-

teractions with faculty. This was an unex-

pected finding. The finding indicated that both

the quantity and quality of interpersonal inter-

actions between students and teachers are sig-

nificant in predicting the level of students’ aca-

demic self-efficacy. Thus, although the demon-

stration of the three attitudinal qualities by

teachers and the frequent informal contacts

with faculty independently enhance students’

academic self-efficacy, the combination of both

can magnify the effect. Based on the possible

existence of causality, therefore, the findings

suggest that in order to elevate the level of col-

lege students’ academic self-efficacy, teachers

should exert effort to demonstrate the facilita-

tive attitudes in interactions with students,

while students should attempt to seek more op-

portunities to have informal interactions with

teachers.

On a related note, it is not difficult to imagine

that professors’ teaching behaviors are closely

connected with their accessibility to students,

which increases informal interactions between

students and faculty. This indicates that fac-

ulty influence both the quantity and quality of

student-teacher interactions, for teachers who

possess the facilitative attitudes also tend to ex-

tend their informal contact with students to

nonclassroom situations. According to Pas-

carella and Terenzini (1991), professors who
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frequently interact with students outside of

class tend to “give cues as to their accessibility

for such interaction through their in-class

teaching behaviors” (p. 423). Therefore, teach-

ers who demonstrate facilitative attitudes also

tend to show accessibility to students, so stu-

dents naturally interact more with those teach-

ers outside of class. This perspective elicits an-

other possible suggestion that the improve-

ment in teaching behaviors should be priori-

tized in order to directly raise college students’

academic self-efficacy and enhance teachers’

accessibility at the same time.

The second major finding was that among

independent variables, academic self-efficacy

was the most significant predictor of college

students’ academic performance. This finding

was consistent with the reports from

Klomegah (2007), Zajacova et al. (2005), and

Chemers et al. (2001), that revealed the signifi-

cant positive correlation between students’

academic achievement and academic self-

efficacy. Time spent studying correlated with

students’ academic performance as expected,

yet only weakly and not significantly. The fre-

quency of students’ informal interactions with

faculty and the teacher’s attitudinal qualities

unexpectedly lacked a direct correlation with

students’ academic achievement, being inde-

pendent of self-efficacy. Thus, the significance

of academic self-efficacy in this study sug-

gested its appropriateness as a predictor of stu-

dents’ academic achievement.

Assuming that there were causal relation-

ships between variables, the fusion of these

two major findings from the results suggest

that both frequent informal interactions with

teachers and the presence of teachers who pos-

sess the three attitudinal qualities of realness,

trust, and empathic understanding indirectly

enhance students’ academic performance

through raising students’ academic self-

efficacy. Although the direct positive effects of

frequent informal interactions with teachers

and teachers’ facilitative attitudes on students’

academic performance were not observed,

these factors indirectly promoted student

learning through increasing students’ aca-

demic self-efficacy. The findings supported the

reports from a study conducted by Hativa

(2000), which revealed that “the good /effective

teacher induces a relaxed and enjoyable atmos-

phere in class ; communicates confidence in

students’ ability to learn ; boosts their self-

esteem as learners...and eventually promotes

their learning” (p. 34). Thus, the findings

showed the process of how frequent informal

student-faculty interactions and teachers’ facili-

tative attitudes boost students’ academic self-

efficacy and eventually contribute to students’

higher academic achievement.

A practical implication that can be drawn

from the findings in this study relate to the im-

portance of teacher training programs for col-

lege professors that are designed to promote

informal contact with students and develop the

facilitative attitudes presented in Rogers’ the-

ory in their teaching behaviors. Since student’s

academic self-efficacy seems to be constantly

influenced by interpersonal relationships with

teachers and their attitudinal qualities based

on the assumption of the existence of causality,

it might be crucial for college professors to fos-

ter greater awareness of how the development

of facilitative teaching behaviors significantly

impacts college students’ academic self-

efficacy, which, in turn, serve to enhance their

academic achievement. Thus, designing higher

education teacher training programs that re-

flect these findings would benefit college stu-
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dents.

The findings from the current study were

clear and significant, yet it is prudent to be

aware of some limitations of this study. Firstly,

nearly 60% of the participants in this study

were upperclassmen who generally tend to

have more informal contact with faculty than

underclassmen because of the larger number

of classes they have taken, which augmented

familiarity with faculty. Due to the overrepre-

sentation of upperclassmen in the sample, the

average of the frequency of students’ informal

interactions with faculty might not have accu-

rately represented the student body. Secondly,

the findings from the present study were

based on self-reports, which might not provide

accurate data. Some answers might not have

represented the correct information of partici-

pants, such as GPA. Thirdly, student samples

in this study were from undergraduate stu-

dents of a small liberal arts college with less

than 400 students. Because of the nature of this

study, the findings in replicated studies for stu-

dent samples in larger undergraduate institu-

tions or in some other areas of study, such as

medicine, business or law, might not parallel

the findings in this study. Lastly, although the

data showed some clear relationships between

variables, they might not be causal relation-

ships but merely correlations. Other third fac-

tors, such as the age of participants, might af-

fect both independent and dependent vari-

ables, and also the time order was not estab-

lished in this study. The replication of the pre-

sent study should modify the methodology

based on these limitations.

The findings of the present study revealed

that Rogers’ educational theory might lack

plausibility and would not be applicable to

higher education. Although one of three main

possible arguments of the theory, the presence

of the facilitator who possesses three attitudi-

nal qualities―a) realness, b) prize, acceptance,

trust, and c) empathic understanding―inspires

students to become self-disciplined learners

who have high academic self-efficacy, was sup-

ported based on the results, other two argu-

ments, interpersonal relationships between the

facilitator and the learner promote student

learning ; and the presence of the facilitator

who possesses the facilitative attitudes en-

hances student learning, were not supported.

Because not all three Rogers’ arguments were

supported, the applicability of Rogers’ theory in

higher education seems dubious, even though

some methodological problems that might

lessen the validity of findings were identified in

this study.

The examination of the applicability of

Rogers’ educational theory in higher education

is only one step in thoroughly investigating his

theory. More quantitative studies in larger un-

dergraduate institutions and other academic

levels, such as elementary and graduate, are

needed to examine the applicability of the the-

ory. In order to solve the problem of reciprocal

causation, future studies should establish

causational relationships with time order and

carefully include some other student-related

variables, such as students’ academic motiva-

tion, which might affect the frequency of stu-

dents’ informal interactions with faculty, teach-

ers’ attitudinal qualities, and students’ aca-

demic achievement. The results of the present

study provide us confidence that such research

would yield significant and meaningful findings

that contribute to the further examination of

Rogers’ educational theory.
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Appendix : Survey Questions

Gender

Male, Female

Academic level

Freshmen, Sophomore, Junior, Senior

Time spent studying

“How many hours do you spend studying out-

side of class in a day on average?”

(1=0-1 hours, 2=2-3 hours, 3=4-5 hours, 4=6-7

hours, 5=8 hours or more)

Frequency of students’ informal interactions

with faculty

“How many times do you informally interact

with faculty members outside of class for ten

minutes or more in a week?”

(1=0-1 times, 2=2-3 times, 3=4-5 times, 4=6-7

times, 5=8 times or more)

Teachers’ Attitudinal Qualities [Modified

model from Feldman (1997)]

“Please answer how much you agree with the

statement, from 1=strongly disagree, to 5=

strongly agree”

(1=strongly disagree, 2=somewhat disagree, 3

=undecided, 4=somewhat agree, 5=strongly

agree)

Realness

“In general, professors who I have had were

sincere and honest”

“In general, professors who I have had were

not autocratic and did not try to force us to ac-

cept his or her ideas and interpretations”

”In general, professors who I have had exhib-

ited a casual, informal attitude”

Prize, acceptance, trust

“In general, professors who I have had seemed

to have a genuine interest in and concern for

students”

“In general, professors who I have had took

students seriously”

“In general, professors who I have had estab-

lished good rapport with students”

Empathic understanding

“In general, professors who I have had encour-

aged students to express differences of opin-

ions and to evaluate each other’s ideas”

“In general, professors who I have had invited

criticism of his or her own ideas”

“In general, professors who I have had ap-

peared receptive to new ideas and the view-

points of others”

Academic Self-efficacy [Model from Zajacova,

Lynch, and Espenshade (2005)]

“Please answer how confident you are that you

can successfully complete the tasks, from 1=

not confident, to 5=very confident”

(1=not confident, 2=somewhat not confident, 3

=undecided, 4=somewhat confident, 5=very

confident)

Studying

Asking questions in class

Keeping up with the required readings

Understanding my professors

Writing term papers

My parents’ expectation of my grades

Making friends at school
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Doing well on exams

Getting papers done on time

Having more tests in the same week

Taking good class notes

Managing both school and work

Preparing for exams

Managing time efficiency

Getting along with family members

Improving my reading & writing skills

Researching terms papers

Getting the grades I want

Having enough money

Talking to my professors

Getting help and information at school

Doing well in my toughest class

Talking to college staff

Finding time to study

Understanding my textbooks

Participating in class discussions

Understanding college regulations

College GPA

“What is your current cumulative grade point

average (GPA)?”
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創価大学における大学運営への
学生参画の現状と展望

池ヶ谷 浩二郎�、小林 光義�、関田 一彦�

�創価大学学習支援オフィス副部長
�創価大学総務課 職員
�創価大学教育学部 教授

１．はじめに

創価大学（以下、本学という。）では、創立

者池田大作先生（以下、創立者という。）が示

した学生自治の原則のもと、創立以来、学生が

自ら大学運営に関わる伝統がある。本学では

「学生主体」「学生第一」の指針のもと、「学

生」が大学運営に関わることが草創期からの伝

統となっている。近年、学生参画のファカル

ティ・ディベロップメント（以下、FD とい

う。）、スタッフ・ディベロップメント（以下、

SD という。）、学生参画の大学運営が漸く注目

を集める時代になってきた。

特に、平成２４年８月の中央教育審議会（以

下、「中教審」という。）答申１では、学生に主

体的な学修体験を重ねさせる中で、生涯学び続

ける力を修得させたいとしている。そして、そ

の学生の主体的な学修を促す具体的な教育の在

り方・取り組みを、それぞれの大学がその機能

や特色等に応じてプログラムすることを要請し

ている。生涯にわたって学び続ける力、主体的

に考える力を持った人材を育成するために、能

動的学修（アクティブ・ラーニング）を柱にし

た学士課程教育の質的転換が求められているの

である。学生の主体性・能動性発揮のカギは参

画である。授業中であれ、課外活動であれ、学

生自らが決め、決めたことを実行する機会を与

えることで、学生は熱心に活動し、真剣に課題

に取り組む。

１９７１年の開学当初より４０年余の歴史を経る

中、本学の学生主体の取り組みは、自らの学び

に学生を参画させる方向で、今後もより効果的

に発展させていく必要がある。そこで本稿２で

は、本学が開学より取り組んできた学生参画の

大学運営の特長を概説し、今後のピア・学習サ

ポートの拡充について展望する。

２．学生参画の今日的意義

２．１．学生参画型 FDの動向

近年、FD サミット、学生 FD フォーラムと

称する催しが盛んになってきている。学生自身

が主体的に大学の授業について考える機会が増

事例研究

１ 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ

～」中央教育審議会、平成２４年８月２８日、文部科学省

２ 本稿は平成２４年６月、全国私立大学 FD 連携フォーラム年次総会にて事例発表したものを再考、加筆、修正

し、まとめた
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えている。これまで主流とされてきた一方的な

講義形式の授業スタイルから、学生が能動的か

つ主体的に授業に参加していくには、どのよう

なことが大事なのかを学び手の視点で提案をし

ていく、そのような取り組みが始まっている。

教員が行う授業について受動的な姿勢から転

じ、学生自らも、自分たちがより良く学び得る

授業になるにはどうしたらいいのかを考え、建

設的な意見を持って授業改善を求めていく、学

生主体の大学建設に向けた動きである。

関東圏で学生 FD を先導する大学の一つ、東

洋大学のホームページには、次のようにその取

り組みが説明されている（http : //www.toyo.

ac.jp/fd/student_j.html#a）。

「学生 FD」という学生視点を重視した

「授業改善」を行う取り組みが進められて

います。「学生 FD」は「授業改善」とい

う（観点）はもちろん、授業をはじめとす

る大学生活を充実させるための幅広い活動

を指し、現役大学生・大学院生ならではの

視点から、自分が通っている大学を好きに

なる（コツ）について話し合い自ら行動し

ていく活動です。

また、関西圏で学生 FD を主導する立命館大

学のホームページには、学生 FD に携わる学生

の関わりを次のように述べている（http : //

www . ritsumei . ac . jp / acd / ac / itl / itl _ fd / fd .

html）。

学生 FD スタッフは立命館大学の授業を

「学生が本当に求める授業」にするため、

様々な活動・企画を通して学生視点で授業

や教育のあり方を考えます。

大学は、学生が一方的に教員から知識を教授

されるのではなく、教員と学生が同じ学究の徒

として協力して学問を探求していく場にもなり

うる。学生は教育というサービスを受けるだけ

ではなく、自分たちの学びを深め、修めるため

に有効な大学運営や学修支援を求めることがで

きる。それは一方で、大学教育への学生参画は

学生自らの責任であるとの自覚を促す。授業を

ただ受けるという受け身的な姿勢ではなく、そ

の授業が本当に自分のためになったか否かを判

断する主体であることを気付かせることにな

る。教授された知識が学びに結びついたかどう

かを振り返り、自身の授業態度を見直すと同時

に、教員の授業方法を点検する中で、自らの成

長に主体的に関わる態度の形成が期待されるの

である。こうした意識を高める方途として、学

生の参加・参画を奨励するのが、教育方法とし

ての学生 FD のねらいでもある。むろん、授業

改善に関する学生の建設的な意見を蓄積するこ

とは、汎用性の高い教学改善情報として大学の

貴重な財産ともなる。

２．２．ピア・サポートと学生 FDの類型

まず本項では、学修支援に関するピア・サ

ポートと学生 FD の関係を沖（２０１２）の分類３

を通じて確認する。沖は、図１のように、学生

参画の類型を活動のステージおよびサービスの

対象によって、授業内・学生対象、授業外・学

生対象、授業内教職員対象、授業外教職員対象

の４つに分類している。授業内で学生を対象に

した働きかけに学生が関与する典型は SA

（Student Assistant）であろう。授業外で学生

を対象にしたものの多くは、上級生が後輩の学

びや適応・就職活動などの支援を目的にした活

３ 沖裕貴「大学の教学や運営への学生の主体的な参画～中規模以上私立大学における取り組みの現状と課題～」

２０１２年６月、全国私立大学 FD 連携フォーラム年次総会にて事例発表された分類

沖裕貴．（２０１２年１月）．「FD の次なるステップ：学生参画」．大学時報，６８－７３．

授業内活動／業務 授業外活動／業務

学生対象 ピア・サポート

教職員対象
学生 FD

スタッフ的活動

図１ ピア・サポートと学生 FDの関係

学生参画型

大学運営
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動である。これら授業内外で学生が学生を対象

にした各種支援サービスの総称をピア・サポー

トとして沖は整理している。

授業内で教職員を対象にしたサービスに学生

が関与する例は少ないが、そのひとつに SCOT

（Students Consulting on Teaching）がある。

訓練を受けた視察役の学生が、指定された授業

を参観し、予め用意された評価表をもとにその

授業方法について点検するというものである。

日本では帝京大学４などが一部の科目に導入を

試みている。授業外で教職員に対するものとし

ては、授業アンケートの合同検討会などが例と

して挙がる。こうした授業内外での教職員を対

象としたものを、沖は学生 FD スタッフ的活動

と呼んでいる。授業改善を学生視点で、という

のが学生 FD の核概念だとすると、授業内外で

の教職員を対象にしたものが学生 FD の中心活

動領域となろう。

２．３．沖分類の課題

沖は同時に学生参画型大学運営という括りを

提案している。働きかけの対象は問わず、学生

による授業外での教育改善・学習支援の活動を

全て含む概念である。これはピア・サポートと

学生 FD スタッフ活動を横断する包括概念であ

る。学生 FD と称して学生対象のサービスと教

職員対象のサービスを混在した状態に扱ってい

る現状を整理する上で有用な提案であろう。

ただし、大学運営という言葉が示す範囲をど

う捉えるか、少し検討が必要と思われる。沖の

分類では学生の働きかける対象を学生と教職員

に二分している。しかし、大学運営という言葉

からは、理事会あるいは大学という法人組織自

体といった教職員に属さない、あるいは教職員

個人を超えた組織体が運営の主体として想定さ

れる。そうなると、学生が理事と一緒に大学運

営のレベルに参画する事態が、現実的に想定で

きるのかどうかが問われる。（学生運動の名残

をとどめる学生組織を学内に抱える大学もあ

り、学生が大学運営に関与するという発想自体

を忌避する大学経営者もいるかもしれない）。

この問いに対し、学部や特定の委員会を超え

て、大学運営当局と学生代表が協議する場を常

設している例として沖が挙げているのは、立命

館大学の全学協議会だけである。

本学は創立当初から学生参画型大学運営を標

榜しており、改めてその取り組みの先駆性は高

く評価されるべきであろう。本学では学生が定

期的に理事など大学執行部との意見交換の場を

持っており、学費の審議など経営にかかわる部

分でも、一定の影響力を持っている。したがっ

て、本学においては文字通りの学生参画型大学

運営が具体的に展開されているといえる。しか

し、一般の大学において、大学経営のレベルに

多少とも参与することを学生 FD として推進す

ることに無理はないのだろうか。筆者らは、

個々の授業改善など教職員を対象とする次元の

学生 FD と、大学運営の主体（組織）を対象に

した次元の学生の働きかけを区別し、後者は新

たなカテゴリとして整理した方が混乱は少ない

と考える。そこで、本学の事例を使って、その

可能性を論じたい。

３．本学の学生参画について

３．１．沖の分類の適用と修正

今回、全国私立大学 FD 連携フォーラム２０１２

年度総会で本学の取り組みを紹介するにあた

り、他大学と本学とを比較する機会を得た。そ

して、開学当時から様々な分野に亘り実践され

てきている、また本学で既に展開されている取

り組みが、他大学では大きな話題であることが

認識できた。ここで、沖分類を本学の学生参画

の実態に当てはめて表にしてみた（表１参照：

�立は立命館大学、�創は本学の取り組みを表す。

立命館大学と本学に類似のものは並べて表記し

４ 帝京大学ホームページより参照（https : //appsv.main.teikyo-u.ac.jp/～ctl/activitycenter/consulting.html）
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た）。

本学の取り組みを整理すると、立命館大学同

様、「授業外業務」に積極的に取り組む学生参画

の活動が多いことが見て取れる。その取り組み

はどれも特徴的で、学生主体の本学の特色を顕

著にしている。本来は、大学行事として教職員

が運営に大きな位置を占める入学式、卒業式を、

学生実行委員会が教職員と協力して積極的に運

営している。

学生組織と大学部局の協働が見られるものも

多い。国際部とワールド会（留学経験者のグ

ループ）、キャリアセンターとキャリアサポー

トスタッフ（以下、CSS という。）／リクルー

トサポートスタッフ（以下、RSS という。）、

学生部と残寮生（後輩の面倒をみる先輩寮生）、

図書館事務室と Soka Reading Project（以下、

SRP という。）のように、大学部局が学生組織

と連携を密にしながらピア・サポートを実施し

ているところも多い。これらの学生組織は、学

生からの士気の高まりにより、教職員がサポー

トし、組織に発展しているケースが多く、学生

がイニシアティブをとっているところは本学の

特徴であろう。また、学生自治会組織と連携し

ながらも独立に各学部の諸行事を企画運営する

学部企画は、学部長など教員執行部と定期的に

打ち合わせを実施し、活発に活動している組織

である。さらに、学生たちが企画運営する授業

もある。「２１世紀文明論」という共通科目は、講

師の人選や授業の進め方について、学生の意見

を尊重しながら、教員、職員と共に構成する２１

世紀文明論検討委員会で協議・決定している。

また、本学は地域との繋がり、社会貢献を重

要視している。そのような中、大学周辺の地域

防犯、地域防災の一助となればと学生有志団体

から結成された学生防犯パトロール隊は大きな

地域貢献をしている。また、一貫教育校である

創価学園（東京・関西）の小中高生を対象とし

た研修プログラムにおいて、運営サポートをす

る創価一貫教育連絡事務所５は兄弟校との交流

に参加している。これらは、学生主体の団体で

あり、これまでも積極的に大学運営に関わりを

持ち続けている。

このように見てくると、本学における学生参

５ 学生組織の名称。事務職員がいる事務所ではない。

活動領域・内容

サービスの対象
授業（正課）内 授業（正課）外

学生 ・SA ・RSS/CSS ・KSS ・SRP

・ワールド会 ・学生広報スタッフ

・残寮生組織 ・まなび bA なかま

教職員（個人） 授業アンケート検討会

大学（組織）・その他 「２１世紀文明論」検討委員会 入学式／卒業式実行委員会

創価一貫教育連絡事務所

学生防犯パトロール

学部企画

全学協議会
学生自治会

表１ 立命館大学と創価大学の学生参画の比較

表２ サービス対象による学生参画の活動の分類
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画の対象は、対学生、対教職員に加え、対大学

運営当局の３つに大別する方が整理しやすいと

思われる。そこで、学生参画によるサービスの

対象と活動内容（正課・授業に直接かかわるも

のとそれ以外のもの）によって、再度、本学の

取り組みを整理し直してみる（表２参照）。

本学における学生参画は、その数において正

課外に集中しており、特に学生対象と大学対象

のものが大半である。その中で、本学にとって

最も特徴的な学生参画の活動は、全学協議会で

ある。次項にその概要を述べる。

３．２．学生参画の全学協議会

全学協議会の発足の歴史と意義

全学協議会は、１９７４年、準備会を経て、理事

会・教員・職員・学生の代表による大学の様々

な問題を協議する機構として発足した（図２参

照）。この全学協議会は「創価大学全学協議会

規則」に基づいて運営されている。全学協議会

の発足には、創立者が創立間もないころ本学に

寄せた指針である「学内の運営に関しても、学

生参加の原則を実現し、理想的な学園共同体に

していきたい」６との「学生参加」「学生中心」

「学生第一」の伝統が反映されている。

本学が創立された１９７１年は学園紛争の渦中で

あり、学生と大学が対立する構造が常態化して

いた。その様な中、本学は学生、教職員が平等

な大学の構成員であり、大学建設の担い手であ

ることを表明するために全学協議会を発足させ

た。創価大学全学協議会規則の前文に、発足の

意義が端的に述べられている。「学園紛争の嵐

がふきすさび、大学がその理想と使命を忘れか

けようとしていたとき、わが創価大学は、創立

者池田大作先生によって提唱された建学の理念

を掲げて、人類の新たな未来にむかって力強い

第一歩を踏み出した。われわれは、この建学の

理念に賛同し、真に新しい学問の府を建設する

ために、本学に集い来たった朋友であることを

確認する。本来大学は、構成員すべての主体的

な参加により、英知を結集してはじめて建設で

きるものである。しかも本学は、開学の当初か

ら学生参加の原則による理想的な学園共同体の

建設を志向してきた。この原則に則り、ここに

全学の総意に基づき全学協議会の発足をみるに

いたったのである。（中略）、全学協議会の活動

を基盤として、本学の歴史と伝統を築き、時代

６ 『創立者の語らいⅠ』（創価大学大学自治会 １９９５年）p．２９

図２ 全学協議会組織図
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の要望に応える真の人間教育のあり方をひろく

社会に提示しようとするものである。」７と記さ

れている。

全学協議会の第１回目の会議は１９７４年４月１８

日になる。以来、原則、月１回のペースで開催

され、現在では３２２回（２０１２年１１月末現在）を

数えるに至る。２０１１年１０月より、全学協議会に

毎月参加する学生の負担と学生が提出する議案

の質の向上を考慮し、隔月１回の開催に変更と

なったが、これまで途切れることもなく、継続

して大学にかかわる重要事項を協議してきた。

全学協議会の大学運営における位置付け

大学の最高意思決定機関は理事会である。全

学協議会はあくまでも協議会であるので、意志

決定権はない。しかし、大学にとって学生の声

を大学運営に反映させるための意見聴取の重要

な機会として位置づけられており、全学協議会

で検討・提案された事項は、理事会や各学部教

授会などで尊重され、反映されてきた。

全学協議会の構成

全学協議会の議長は学長が務める。理事会の

代表として、理事長と理事２名の計３名。教員

代表として、教務部長、学生部長、国際部長、

そして、各学部長６名の計９名。職員代表とし

て、大学事務局長、法人事務局長、学生部事務

部長、教務部事務部長、総務部長、創学サービ

スという本学独自の生協の社長、書記の計７名

で構成する。院生代表として、文系院生、理系

院生、法科大学院生の代表、計３名。最後に学

生代表として、自治会中央執行委員長・各学部

執行委員長９名、学友会運営員会２名、男女学

寮全寮代表２名、留学生代表１名の計１４名。こ

れらの構成員全３７名で協議会を行う。全学協議

会では、オブザーバーの参加も学長の許可によ

り出席ができ、毎回、議案によって適宜オブ

ザーバーが参加し、活発な議論を行う。

また、全学協議会のもとには、下部機関とし

て、様々な委員会が置かれている。その一部を

列挙する。運営に関する「全学協議会運営委員

会」、教学に関する「教育学習改善委員会」「文

系・理系院生検討委員会」、学生生活に関する

「学生生活向上委員会」「交通防犯委員会」「メ

ンタルヘルスサポート委員会」「防災委員会」、

学内環境に関する「構内施設委員会」「バリア

フリー対策委員会」「省エネ委員会」「全学禁煙

化推進委員会」、その他「海外交流委員会」な

どを含む１５の委員会が設置されている。これら

の委員会は、教員、職員、学生の代表で構成さ

れており、必要に応じて委員会を開催し、全学

協議会に答申を行う。

全学協議会の実績

これまで全学協議会にて協議してきた主な議

題について紹介する。この実績は、全学協議会

の下にある１５の各種委員会や各学部懇談会など

を通じて、教育学習改善の活動を推進し、有益

な改善を果たしてきたものである。教学体制に

関わる事項として、「セメスター制の導入」

「キャリア教育の導入」「講義要項とシラバス

の適正化」「授業アンケートの公開・改善」な

どがあげられる。特に、授業アンケートは大学

事務局が導入する前に学生自らが行なった経緯

がある。これを一つのきっかけとして大学が授

業アンケートを実施することとなった。また、

学生生活に関わる事項として、「構内のバリア

フリー化」「全学防災訓練」などがあげられ

る。また、大学経営に関わる事項として、「学

費の値上げ」などがあげられる。この「学費の

値上げ」は、本学が開学して間もないころ、理

事会が学費の値上げを一方的に決めたことに対

して「学生参加の方針に反する」と学生が声を

あげ、「白紙撤回」させた後に、学生同士で何

度も話し合いをもち、理事会とも協議を重ね、

学費値上げが決まった。この問題に端を欲して

７ 学校法人創価大学規則規程集（２０１２年度）p．１４５７ 創価大学全学協議会規則
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学生参加の原則を大学が保証する場として発足

したのが、この全学協議会になる。全学協議会

は本学の建学の精神に基づく重要な機関である

と全構成員が認識しており、教・職・学・理事

会の四者が対等な立場にたって建設的な話し合

いの場としている。

４．現状と課題

４．１．全学協議会に潜在化する本学の FD

本学では非常に多くの学生参画による大学運

営が行われており、いわゆる学生 FD も含め、

それらが当たり前のように常態化している。そ

の一部は高度に組織化され、制度として長年運

用されているため、学生にとっては既成の、形

骸化した自由度の乏しいものに感じられるもの

があるかもしれない。一方、大学側は学生を信

頼し、可能な限り学生の自主的な活動を見守る

スタンスで臨む場合も多い。そのため、学生側

の執行体制は中心者の求心力・指導力に左右さ

れやすく、年度により活動の規模や内容が変動

する取り組みも少なくない。学生の主体的参画

と教職員の支援・介入のバランスに悩む関連部

局の担当者も多い。たとえば学部企画が主催

し、学部が共催する形での、教員と学生が意見

交換する懇談の場があり、授業への要望なども

その場でかなり吸い上げられている。これは学

生 FD で話題になる、学生の視点で授業を考え

る「しゃべり場」に類似の活動といえよう。残

念なことに、こうした企画は学生側の自発的な

関わりが前提であり、教職員は学生側の提案や

相談を受ける形での支援にとどまり、必ずしも

継続性が保たれるものではない。

４．２．ピア・学習サポート組織化の試み

本学では、２０００年に教育活動のより一層の向

上と発展を目的とした教育・学習活動支援セン

ター、通称 CETL（以下、CETL という。）を

設置した。これは、２０００年の授業アンケートの

導入・全学展開を機に、授業アンケートによっ

て浮かんでくる授業改善のニーズに応えるに

は、教員側の一方的努力では不十分であり、学

生の学習力向上が同時に必要になる、との判断

からである。CETL が行う学習支援は、単なる

基礎知識の補習にとどまらず、大学生に必要な

ジェネリックスキルの訓練も扱う。そして今、

CETL という大学が用意した公的サービスを超

えて、学生がサービスを担う時代へと、学生の

側の学習力（あるいは学生力）向上が課題と

なっている。

学生の学生による学生相互の学び合いをどの

ように具体化するか、CETL は開設以来模索し

続けている。本学には先輩が後輩の面倒をみ

る、というよき伝統がある。しかし、必ずしも

先輩が後輩の良きロールモデルとはなっていな

い。理由はいくつか考えられるが、少なくとも

次の２点の対応が必要と思われる。

①先輩後輩の学業面での安定した交流の機会が

ない。今は、クラブなど別目的で編成された組

織における人間関係の延長での交流でしかな

い。あるいは、SA として特定の学期と科目の

中に閉ざされた交流である。

②先輩の側にスタディスキルおよびコーチング

あるいはメンタリングのスキルが乏しい。仮に

後輩が先輩に学業上の相談をしても、定期試験

の過去問提供や“楽勝科目”の推奨など、後輩

の成長にとって建設的とは言えない情報提供が

行われることもある。あるいは、自らの経験を

語ることで事足りるとして、後輩の判断や問題

解決の役に立たないアドバイスも見受けられ

る。

これらの問題に対して CETL では、①学習

支援を活動の柱にするピア・サポートを組織化

し、②サポーターへのスキルトレーニングを提

供する。CETL では２年前から基礎ゼミ SA 候

補者に対してコーチングやタイムマネジメント

のトレーニングプログラムを提供している。そ

して、そうしたプログラムに参加した学生を中

心に、仮称「まなび bA なかま」という学生組

織の結成を試みてきた。
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彼らはこれまでにオープンキャンパスにおけ

る CETL ブースの運営を担ってきた。そして、

今秋に完成する学生ラウンジを活動場所にする

学習サポーターの集まりとして、名称も新たに

Soka Study Supporters（略称 SSS）として再

編成された。CETL では今後、SSS のメンバー

も含め後輩の学習支援に関心のある学生を対象

にした研修を用意し、学生相互の学び合いや学

業に関する交流の促進を支援していく予定であ

る。

また、正課内の学生 FD として、SCOT や立

命館大学の ES－授業モニター８を参考に、

CETL ではボランティアで授業モニタを行う学

生スタッフの養成を計画している。本学は全て

の授業が原則公開である。長年、教員相互の参

観による授業改善を試みているが、忙しい教員

が時間を作って相互参観するのは難しく、なか

なか定着していない。現在、CETL では希望す

る学部に対して、基礎ゼミ担当 SA のトレーニ

ングプログラムを提供している。そこで、そう

した SA 経験者を中心に、統一の授業モニタ用

観察シートを用いた授業モニタのボランティア

を募り、モニタを希望する教員の授業に派遣す

るという企画である。

５．結論

本学の学生参画の取り組みは、対学生、対教

員、対大学運営当局と様々な領域を対象にして

おり、開学以来、学生 FD の活動が活発に行わ

れている。今回、本学の FD・SD の取り組み

を整理するなかで、多くの取り組みが学生参画

で行われてきたことが確認できた。一方、学生

参画の諸活動のマネジメントの課題も見えてき

たが、これからも教職員が補完的にサポートし

ながら学生第一、学生主体を尊重していきた

い。

また、今後は本学の建学の精神に立脚した正

課内での活動を創出していくことも視野にいれ

ていきたい。本年、中央教育棟完成とともに、

学習サポーターの活動場所が大きく広がる。学

生の学生による学習サポート体制の整備を通し

て、学生の学修成果を更に高めていきたい。こ

れまでの学生参画の伝統を堅持しながら、過去

の取り組みから学び、新たな取り組みを創造す

る学生たちの輩出をこれからの FD・SD の課

題としていく。

８ 立命館大学ホームページより参照（http : //www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/itl/teacher/teacher_pia.html）

１１０



わが国の高等教育における
サービス・ラーニングの傾向に関する一考察
―学びと貢献、慈善と変革による分類を通して―

眞所 佳代

北海道安平町立追分中学校 教諭（創価大学教職研究科）

A trend of Service Learning Applied to Higher
Education in Japan

―Using the benchmark of “learning versus
service” and “charity versus change”―

Kayo Madokoro

Graduate School of Teacher Education, Soka University

抄録

本研究は、わが国の高等教育におけるサービ

ス・ラーニングについて、Furco による経験的

教育のバランス（学びと貢献）および Wes-

theimer と Kahne による慈善と変革という指

標によって分類し、その傾向を明らかにしたも

のである。その結果、学びに焦点を当てた慈善

志向の社会適応型サービス・ラーニングと学び

に焦点を当てた変革志向の研究実践型サービ

ス・ラーニングの傾向があることがわかった。

こうしたタイプのサービス・ラーニングによっ

て、学生の自己理解や他人との関わり方、社会

に対する意識の変容が見られることから、サー

ビス・ラーニングにおける経験を積み重ねるこ

とによって、社会のために考え行動できる学生

を育成することができると考えられる。

研究ノート

キーワード：サービス・ラーニング、慈善、変革、学び、貢献

Keywords : Service Learning, Charity, Change, Learning, Service
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１．序論

１．１．研究の背景と目的

変化が激しく、予測困難な社会にあって、答

えのない課題に対して最善の解を導き出す能力

を育成することが大学教育に求められている。

かつて大学はエリート教育を行う場であった

が、大学教育のユニバーサル化が進み、様々な

学生に対応した教育が求められるようになっ

た。また、いわゆる「良い大学」に進学して「良

い企業」に就職し、安定した生活を築くという

単線型の進路イメージの実現も困難になった。

それにもかかわらず、初等中等教育において

は、偏差値の高い上級学校への進学を目的とし

た進路指導・学習指導にならざるを得ない状況

がある。生徒は大学進学が勉強の目的となり、

大学で何のために学ぶのかという目的をもたな

いまま大学に入学するために、学習意欲がわか

なかったり、受験勉強のような答えのはっきり

したものは慣れていても、答えのない課題に対

して自分の考えを述べるという学習に対応でき

なかったりする。加えて、変化が激しい時代に

あって知識や技術がすぐに陳腐化していく上、

しくみがわからなくとも便利に使える道具があ

ふれ、考えなくともとりあえず生活していける

という環境にあって、学修への動機づけと、モ

ノやサービスを受ける側から提供する側への自

覚の転換を促し、あえて課題を発見し解決して

いく能力を育成するためには、教育する側の意

図的な取り組みが求められる。

中央教育審議会は、こうした状況に対応する

ためには大学教育の質的転換が必要であるとし

て、その方策の一つとしてサービス・ラーニン

グ（以下 SL）の導入を提唱している１。SL は

米国に出自をもち、アカデミックなカリキュラ

ムと地域への貢献活動を連携させる教育方法で

あり、大学での学修の実体化や市民性の涵養、

問題解決能力の育成、利他性の涵養等を目的と

している２。SL が目的とするところの能力や資

質の育成は、今日各国で共通に必要とされるも

のであり、このため SL は多くの国で取り入れ

られるようになっている３。拡がりの背景には

SL が幅広い目的をもち、多義的に捉えること

が可能であることをあげることもできる。そこ

で米国の研究者を中心に多様に展開される SL

の類型化が行われ、目的、活動、育成される資

質等についての整理が行われている。米国と日

本では社会的、教育的背景は異なるものの、SL

が必要とされる契機には共通性があることか

ら、米国における SL の類型は日本の SL の傾

向を分析する指標としても援用可能であるもの

と考えられる。

なお、類型は日本でも紹介されているが、日

本で展開されている SL の事例をその類型を参

照して整理したものは管見の限り見当たらな

い。

そこで本研究では、米国で用いられている類

型を援用し、わが国の SL を分析するための類

型（４象限）を新たに作成した。次にわが国の

１ 中央教育審議会大学教育部会「予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」

（審議まとめ）、２０１２年

２ SL の要素について宮崎（１９９８）は①実社会において、実際に重要かつ必要性のあるサービスであること、②

コミュニティーからの強い支持と関与を増加させるものであること、③準備、監督、生徒の経験の総括などを

含む計画されたプログラムであること、④伝統的な教科のカリキュラムに貢献し、それを発展させるものであ

ることとまとめている。（宮崎猛「アメリカにおける『サービスラーニング』の動向と意義」日本社会科教育

学会『社会科教育研究』No．８０、１９９８年）

３ 例えば、SL の学術学会 International Association for Research on Service-Learning and Community Engage-

ment（IARSLCE）のプログラム（２０１２年１２月米国ボルチモアで開催）を参照すると、米国、カナダ、中国、

香港、オーストラリア、韓国、ニュージーランド、イギリス等１０カ国以上からの発表を確認することができる。

また、アジア地域においても香港の嶺南大学を中心とする Asia-Pacific Regional Conference on Service-Learn-

ing が開催され、２０１３年で第４回目の開催をむかえる。
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SL のデータベースを提供している SL クリア

リングハウスホームページの事例４を手掛かり

とし、わが国の高等教育における SL の実践例

を整理して類型（４象限）にあてはめ、全体的

な傾向についての検討を行った。検討をもとに

特徴的な２つの大学を抽出し、インタビュー調

査を行い、大学側の SL 導入の意図と方法、実

際の効果についてより詳細な分析を行い、今後

の SL の展開に資する事項を明らかにすること

とした。

１．２．分析の視点

①社会貢献と学生の学び

実践によって学ぶ教育方法としては、これま

でもボランティアや実習、インターンシップな

どが行われてきたが、SL は学びと貢献を両立

させるところに特徴がある。しかし、現実には

SL といっても学びまたは貢献のどちらかに焦

点が置かれていることも多い。この関係性につ

いて Furco が論じており、図式化している５

【図１】。この図は、経験的な教育が、学びと

貢献のいずれの性格が強いかによって５つに分

類されることを示した指標であり、双方のバラ

ンスがとれた状態が SL であることを示してい

る。貢献（サービス）に焦点を当てる側面が強

調される活動はボランティアである。コミュニ

ティサービスは貢献に焦点をあてるが、学ぶ側

が問題意識を持って活動に取り組むような活動

である分、学び（ラーニング）の要素が加わる

ため、指標の中心に近づく。学びに焦点を当て

る側面が強調される活動はインターンシップで

ある。インターンシップはそれによって学ぶ側

が知識やスキルを獲得する活動である。実習は

やはり学びに焦点を当てる活動であるが、いか

に貢献するかということを考えさせる要素がイ

ンターンシップよりも強い分、指標の中心に近

づくということを示している。

Furco 自身「経験的な教育プログラムという

ものは、その関係性によって変化するものであ

り、いろいろなレベルがある。特定の時点では

コミュニティサービスはサービスの受け手の利

益をもっと焦点化するようになり、（サービス

とラーニングの）中心から離れるかもしれな

い。だが、違う時点になると、同じプログラム

でも、サービスとラーニング、サービスする側

と受ける側の利益が公平になっているかもしれ

ない。」と述べているように、経験的な教育は

固定的なものではなく、時と状況によって変化

するものであり、そのうちの一つである SL も

同様である。しかしながら学びと貢献は SL の

根本的な要素であるから、プログラム全体とし

てどのような性格をもつかを判断する類型の一

つと言えるだろう。

②慈善志向と変革志向

Westheimer と Kahne は SL の 目 的 は「慈

４ 市民教育のためのサービス・ラーニング・クリアリングハウスホームページ、事例データベース、http : //

servicelearning.jp/database／よりインターネットで入手

５ Furco, Andrew. (1996). Service-Learning : A Balanced Approach to Experiential Education. Expanding

Boundaries : Service and Learning. Washington DC : Corporation for National Service, 2-6

図１ サービスプログラムの特徴
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善」と「変革」に大別できるとし、これを表に

している６【表１】。慈善を目標とする SL は、

施しを与えたり、民主主義社会に生きる市民と

しての義務を果たせるようになったり、学んだ

ことを現実の社会の中で実践する経験を重ねる

ことができるような活動である。変革を目標と

する SL は、サービスを受ける側の生活が、

サービスを受けることによってどのようになる

のかを熟慮したり、政策に批判的な意見をも

ち、政治に参加するためのスキルを獲得し、社

会的な結束を構成することで社会を改善してい

こうとしたり、行動と批判を結び付けることに

よって、持っている知識と社会参画への理解を

変容させていくような活動である。宮崎はこの

「慈善」と「変革」について、主に中等教育に

おける奉仕との関連で、慈善と変革では期待さ

れる教育効果が大きく異なり、SL の性格も異

なってくることを指摘し、両者のバランスが必

要であると論じている７。

Westheimer と Kahne は「（この表に示され

る）道徳、政治、知識という分野は互いに関連

しており、完全に分けられるものではない。ま

た、同じ活動をしても学生によって経験するこ

とは異なる。したがってこの枠組みは完全なも

のではない」と述べている。しかしながら、高

等教育に求められる学士力の「市民としての社

会的責任」や「獲得した知識・技能・態度等を

総合的に活用し、自らが立てた新たな課題にそ

れらを適用し、その課題を解決する能力」等の

項目８は、前者が慈善的側面、後者が変革的側

面を志向しているものと捉えることができるこ

とから、日本の高等教育の SL を分析する指標

としても有益であると考えられ、これを活用す

ることとした。

１．３．SLの類型

SL の焦点と志向の組み合わせについて座標

で表し、それをもとに４象限に分類したものが

【図２】である。

【図２】の４象限のうち、タイプ１は、活動

の焦点が貢献にあり、主に貢献を受ける側に利

益があり、慈善志向の場合である。貢献を受け

る側のニーズに応じた活動が中心となるから、

ボランティア的な活動が行われると考えられる

６ Kahne, Joseph. And Westheimer, Joel．（１９９６） In the Service of What? The politics of Service Learning, Phi

Delta Kappan.

７ 宮崎猛「社会奉仕体験活動の展開への示唆―米国サービス・ラーニングをめぐる議論に着目して―」創価大学

『創大教育研究』No．２０、２０１１年、p．９

８ 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて」（答申）、２００９年

９ 原文における慈善の“giving”、変革の“caring”を本稿では説明内容を踏まえ、それぞれ「施し」「配慮」と

訳した。

１０ この項目について原文には直接の説明はないが、“Additive Experience”から本稿ではこのように解釈した。

【表１】SLの目標

道徳９ 政治 知識

慈
善

≪施し≫求めるものを与

える。

≪市民的義務≫民主主義社会に生きる

市民として適切な教育を受ける。

≪付加的な経験≫机上の知識だけでは

なく、学んだことを現実の社会の中で

実践するという経験を重ねる１０。

変
革

≪配慮≫配慮をすること

によって、受ける側の生

活がどうなるかについて

熟慮する。

≪社会的改善≫社会に積極的に参加す

る。「強い民主政治」。政策に批判的な

意見をもち、政治に参加するためのス

キルを獲得し、社会的な結束を構成す

る。

≪変化力のある経験≫行動と批判的な

研究が結びつく。その過程を通して、

原則としての知識と、彼らが従事する

社会問題に参画することの両方の理解

を変容させる。

※Kahne, Joseph. and Westheimer, Joel. “In the Service of What? The politics of Service learning”（１９９６）より筆者

訳出・作成
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ため、≪ボランティア型≫とする。この傾向が

強いと、相手のニーズに従ってただ活動するだ

けになる場合があるため、貢献活動を行う側が

主体性を持って何かを学ぶこと、そして言われ

るがままではなく、どうすればより良い貢献活

動になるのかを考えることが必要であると考え

られる。

タイプ２は、活動の焦点が学びにあり、主に

貢献活動を行う学生の方に利益があり、慈善志

向の場合である。社会人として必要な知識や技

能を学生が獲得する活動が行われると考えられ

るため≪社会適応型≫とする。社会に求められ

る力を伸ばしていくことが期待されるが、この

傾向が強くなりすぎると、社会に求められるか

らといって無批判に社会に迎合することにもな

りかねない。したがって、学生自身が、なぜそ

の知識や技能が求められるのかということを批

判的に考えながら、相手のことを思った貢献活

動を行うことが必要であると考えられる。

タイプ３は、活動の焦点が貢献にあり、主に

貢献を受ける側に利益があり、変革志向の場合

である。このような活動では、貢献を受ける側

の立場に立ってその課題を解決していく活動が

行われると考えられるため、≪課題解決型≫と

する。この傾向が強いと、貢献活動を行う学生

の専門性や特性にかかわらず、貢献を受ける側

の課題を解決するだけになり、結局学生が本来

伸ばしたい力の伸長に活かされない場合もあ

る。そのため、学生の学びと解決すべき課題の

マッチングが適切に行われることが必要である

と考えられる。

タイプ４は、活動の焦点が学びにあり、主に

貢献活動を行う学生の方に利益があり、変革志

向の場合である。学生は社会を批判的に見なが

ら、よりよい社会へと変革を目指すための能力

を伸ばそうとする活動が行われると考えられる

ため、≪研究実践型≫とする。批判的に社会を

見た結果、見出されてきた課題に対して、いか

にして変革していくかということを研究してい

くなかで、批判力や発想力が身につけられるこ

とが期待されるが、学びと変革の傾向が強くな

りすぎると、批判のための批判に偏ったり、研

究のための貢献活動に陥る場合も考えられる。

このタイプは相手の立場に立った貢献活動を充

実させることが必要であると考えられる。

２．日本の大学における SLの類型

２．１．学生の学びと社会貢献

学びと貢献のいずれの方に焦点が置かれてい

【図２】焦点と志向の組み合わせによる SLの類型
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【表２】SLに関する記述から析出される焦点

焦点

学
び

本取組は、大学の初年次にサービスラーニングを通して、問題解決能力を身につけさせるとともに、現実

社会の課題と専門知識との関連性を意識させ、体験と知識を総合化する方法を学ばせることを目的とする

プログラムである。�）

学生が一人の市民として様々な市民活動団体や NPO 法人の活動に参画し、市民とともに様々な活動を体

験するプログラムです。そこで、学生は多様な人々との協働を経験し、社会派（ママ）どのように動き、

どのように運営されるのかを学んでいきます。�）

地域社会と企業が持つ教育力を大学の正規の教育課程に導入することによって、学生に生きた智恵（マ

マ）や技術を学ばせるとともに、「現場に学ぶ」視点を育み、実践的な問題発見・解決能力など、いわば

総合的人間力を養成することを目的としています。�）

課題探求型・演習型授業「コミュニティ・サービスラーニング（Ⅰ～Ⅴ）」では（中略）自ら考え、行動

する実践力を高めていきます。�）

いわゆる職業体験（インターンシップ）とは異なり、学生は、自分の置かれた場において、知識や技術、

スポーツや運動を通して培った力を活かす新たな方途を見出していく発想力と行動力を身につけることが

期待されているのです。�）

貢
献

インドネシアの児童養護施設にて教育施設や衛生施設の建設、衛生指導など、子どもたちを支える活動を

行う「国際ワークキャンプ」。植林で砂漠化を防ぐ「内モンゴル緑化ボランティア体験セミナー」などが

あります。�）

金沢市教育委員会と連携して、学生を小学校にティーチング・アシスタントとして派遣しています。（中

略）具体的には、授業における教師の補助や放課後学習の補助を行っています。�）

学
び
と
貢
献

新しい時代のニーズに対応し各分野で将来中心となって活躍する人材を養成するため、「問題発見・問題

解決能力」（policy literacy）と「ディジタル・メディア活用能力」（media literacy）の２つの基本能力を

身につけさせ、学生の将来進路モデルを確立できるよう指導を行っています。（中略）政策実践教育が、

地域に根ざし地域に役立つようなものでありたいと考えています。�）

サービス・ラーニングが意義ある教育プログラムであるといっても、どのようなプログラムを組むかに

よってその成果には大きな差が生じる。たとえば、学生の立場にたてば、短期に途上国を訪れるいわゆる

スタディー・ツアーでも「百聞は一見に如かず」という側面があるから決して無意味ではない。しかし、

それではいわば修学旅行のようなもので、相手の役に立つかは疑問であるし、負担になる可能性すらあ

る。（中略）質の高い国際サービス・ラーニングを追求したいと考えたからである。	）

�）関西国際大学『平成２０年度文部科学省選定 質の高い大学教育推進プログラム（教育 GP）「初年次サービス

ラーニングの取組」―学士課程における複合的・重層的サービスラーニングの展開－最終報告書』、２０１１年

�）筑波学院大学ホームページ http : //www.tsukuba-g.ac.jp/ocp/offcampus／（２０１２年１１月２５日閲覧）

�）同志社大学ホームページ http : //www.doshisha.ac.jp/students/curriculum/pbl/about.html （２０１２年１１月２５

日閲覧）

�）愛知淑徳大学ホームページ http : //www.aasa.ac.jp/institution/ccc/subject/index.html＃（２０１２年１１月２５日閲

覧）

�）桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部パンフレット「桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部サービス・ラーニン

グ」、２０１０年

�）桃山学院大学ホームページ http : //www.andrew.ac.jp/international/volunteer.html（２０１２年１１月２５日閲覧）

�）サービスラーニングクリアリングハウスホームページ・金沢大学 http : //servicelearning.jp/database/ka-

nazawa.html（２０１２年１１月２５日閲覧）

�）千葉商科大学『千葉商科大学 平成１６年度採択現代 GP「地域課題の調査・分析に基づく政策実践教育」平成

１８年度（最終年度）報告書』、２００７年

	）国際基督教大学『平成１７年度 文部科学省『大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）』採択

事業『国際サービス・ラーニングの展開と連携構築』～実践型国際教養教育のアジア・アフリカネットワーク

形成～事業報告書（平成１７～２０年度）』、２００９年
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るかという点について、学生の学びを重視して

いるととらえられるものを学びに焦点をおいた

SL、相手のニーズに応える貢献を重視してい

るととらえられるものを貢献に焦点をおいた

SL、双方を両立させようとしているととらえ

られるものを学びと貢献に焦点をおいた SL と

して、各大学の報告書、パンフレット、ホーム

ページなどに見られる SL のプログラムに関す

る記述を析出すると、【表２】のように分類で

きる。

学びに焦点をおいていると言っても、実際に

は受ける側にとっても利益になる貢献との両立

ができている場合もあるだろう。同様に、貢献

に焦点を当てていると思われても、実際には学

生の学びが得られる場合もあるだろう。実際の

バランスを明らかにするためには、より詳細な

調査が必要であるが、まずはアクセス可能な資

料から分析する限り、９事例のうち、学びに焦

【表３】SLの活動の志向性を示すととらえられる記述

活動の概要

慈
善
志
向

三木市の観光振興は、地域に活力をもたらし、地場産業の振興並びに新しい産業にもつながることから、

コミュニティパートナーである三木市商工観光課からの要請であり（中略）具体的な貢献活動は三木市の

観光政策に必要な基礎情報の収集とした。�）

外国の方や勉強にやってきた研修員と様々なイベントを通して交流を図ります。�）

子どもにレゴ・ロボの作り方を教えます。�）

ホームレスの人たちが社会復帰できるよう、生活自立応援事業や就業応援事業等の多面的なサポートを行

う。�）

心の病を持つ方々の福祉作業所のサポートを行う。�）

変
革
志
向

キャンパスが所在する長久手市をフィールドとし、行政などと協働しながら世界共通のアイコン（絵文

字）を活用した環境マップづくりの企画・運営を通じて、地域が抱える課題とその解決方法を考えていき

ます。�）

エコタウン実現プロジェクト－エココミュニティーの形成を目指して：エコタウンの実現を目指し、テク

ニカルな側面、そしてコミュニティー形成の面の両面よりアプローチした活動を行い、現実のプロジェク

トにおいて提案を行います。�）

食育と健康（薬膳と野菜作りで、正しい食事と健康を考える）：健康を食の観点から考える基本的な姿勢

を下の２つの課題（薬膳と東洋医学・自家菜園活動）を通じて各自が習得します。また、その成果を一生

の財産へとつなげると同時に社会へも発信することを目指します。�）

④宅配のみでなく草刈り、洗車、部屋の模様替え、パソコン教室など生活のあらゆる場面で高齢者支援の

可能性を実験していく。⑤宅配の HP を企画、作成し、どうしたらその利用が行われるのかを実験し、提

案する。	）

�）関西国際大学『平成２０年度文部科学省選定 質の高い大学教育推進プログラム（教育 GP）「初年次サービス

ラーニングの取組」―学士課程における複合的・重層的サービスラーニングの展開－最終報告書』、２０１１年

�）筑波学院大学ホームページ http : //www.tsukuba-g.ac.jp/ocp/offcampus/（２０１１年１１月２５日閲覧）

�）上掲�
�）桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部パンフレット『桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部サービスラーニン

グ』、２０１０年

�）上掲�
�）愛知淑徳大学ホームページ http : //www.aasa.ac.jp/institution/ccc/subject/index.html＃（２０１２年１１月２５日閲

覧）

�）同志社大学ホームページ http : //www.doshisha.ac.jp/students/curriculum/pbl/about.html （２０１２年１１月２５

日閲覧）

�）上掲�
	）千葉商科大学『千葉商科大学 平成１６年度採択現代 GP「地域課題の調査・分析に基づく政策実践教育」平成

１８年度（最終年度）報告書、２００７年
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点をおいているととらえられるものが５事例、

貢献に焦点をおいているととらえられるものが

２事例、双方を両立させようとしているととら

えられるものが２事例みられた。したがって、

学びに焦点をおいた活動が多いという傾向があ

るということが推察される。なお、学びの内容

として共通しているのは、問題（課題）発見・

解決能力や実践力・行動力を向上させるという

ことである。

２．２．慈善志向と変革志向

慈善を目的とする活動か、変革を目的とする

活動かという点について、【表１】より、地域

の必要とする活動を行うものを慈善志向、地域

の課題に対し積極的に関与して政策提案を行う

ようなものを変革志向として分類したものが

【表３】である。

各大学に様々なプログラムがあるが、地方自

治体の要請に基づいて観光政策に必要な基礎情

報を収集する活動、外国人や子どもとの交流を

図る活動、ホームレスや心の病を持つ人々に対

するサポートなどは、支援を必要とする人々の

求めに応じるという性質から慈善志向と考えら

れる。一方、行政と協働で環境マップづくりを

企画・運営する活動、エコタウンの実現を目指

して現実のプロジェクトにおいて提案をする活

動、薬膳と野菜作りを通して食事と健康につい

て考え、自分の財産にするとともに社会に発信

していく活動、宅配・草刈り・洗車・部屋の模

様替え・パソコン教室等によって高齢者支援の

可能性を実験し、それらの活動が拡大する方法

を提案していく活動などは、実際に政治に参加

したり、社会の課題を改善しようとしたりする

ことから変革志向と考えられる。

慈善志向であっても、変革志向のように批判

的に見る場合が出てくることもあるであろう

し、変革志向であっても実際にはニーズに対応

する形態になっている場合もあるだろう。こち

らについても実態についての詳細な調査が必要

となる。

２．３．まとめ

以上のことから、学びと貢献については、わ

が国の高等教育における SL では学びの傾向が

強いととらえられる。学びの内容としては、問

題（課題）発見・解決能力や実践力・行動力の

向上を目指したものが多くみられる。また、慈

善と変革についてはそれぞれに様々なプログラ

ムがあることから、わが国の高等教育における

SL はタイプ２≪社会適応型≫とタイプ４≪研

究実践型≫の傾向がみられると推察される。

３．桐蔭横浜大学と千葉商科大学の実践に
ついて

≪社会適応型≫と≪研究実践型≫の SL の実

践を詳細に調査するため、関東近県においてそ

れぞれのタイプを代表すると思われる２大学に

対してインタビュー調査を行った。一方は、学

生の発想力や行動力の育成を焦点とし、そのコ

ンセプトにあった受け入れ先において活動を行

うことから≪社会適応型≫と考えられる桐蔭横

浜大学、もう一方は、問題発見・解決能力と

ディジタル・メディア活用能力の育成を目指

し、高齢者支援の可能性を実験・提案している

ことから≪研究実践型≫と考えられる千葉商科

大学の２大学である。インタビューの結果をま

とめたものが【表４】である。

３．１．桐蔭横浜大学

桐蔭横浜大学は、「社会貢献論」によって、

社会貢献やボランティアに関する基礎理論を学

び、その後 SL 実習を行う。実習先は、「スポー

ツや身体のもつ力を使って社会に貢献する」と

いうコンセプトに合致する団体を大学が意図的

に選択している。実習終了後の振り返りを重視

しており、レポートを基にした教員と１対１の

面接を数回にわたって行う。最後に各実習先か

ら代表１～２名の学生が自身の学びについて発

表し、それぞれの学びを全体で共有する。

学生の学びに関しては、学生が自分の世界の

狭さや力の無さに気付き、自分自身について考
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え始めるようになること、SL 実習終了後も自

主的に実習先に手伝いに行く学生が現れている

こと、実習経験者が新しい実習生のサポートを

し、新しい実習生も先輩の助言によって学びが

深まっていることととらえられている。

貢献については、実習先から好かれているこ

と、受け入れ先団体の理念が若者に伝わる貴重

な機会ととらえられていること、受け入れ先も

大学とともに学生を教育する側という意識を

持っていることがわかった。しかし、貢献の内

容そのものが実習先に対してどこまでインパク

トを与えたかということについての評価はこれ

からの課題となっている。

実習先は、NPO 法人アドバイザーネット

ワーク神奈川等との連携や、教職員の人脈を手

がかりとして調査の上決定される。ホームレス

が社会復帰できるように生活自立応援事業や就

業応援事業等の多面的なサポートを行う

NPO、心の病を持つ人々へのサポートを行う

NPO、難病児とその家族の支援を行う NPO、

子どものスポーツ指導を行う NPO 等、約２０の

団体が受け入れ先となっており、学生はそこで

求められる活動を行っている。

Westheimer と Kahne によれば、慈善志向

の SL は「求めるものを与える」（道徳）、「民

主主義社会に生きる市民として適切な教育を受

ける」（政治）とされている。学生はサポート

を必要とする人々のための活動、すなわち「求

めるものを与える」活動を行っているといえ

る。

３．２．千葉商科大学

千葉商科大学は、社会調査法という授業にお

いて、地域と学生の双方を結び付ける方策につ

いてアンケートを実施し、商店街と学生が協議

した結果、主に高齢者、出産前後の女性、身体

の不自由な人を対象として、買い物の代行、草

刈り、パソコンの指導などを行う「ボランティ

ア型宅配ビジネス」を始めた。２００４年度に現代

GP に採択された「地域課題の調査・分析に基

づく政策実践教育」における特別講義の一環と

して実施され、GP 終了後も地域の要望がある

こと、学生に対する教育効果が高いこと、大学

の社会貢献活動であることから継続されてき

た。２０１０年以降は授業ではなくボランティアと

いう形態になったため、授業という形態であっ

た時には週１回の活動であったものが、現在は

学生の意志により週３回の活動を行っている。

ただし参加者は授業であった時には２０～３０名

だったものが、現在は３～４名に減少したとい

う側面もある。

学生の学びとしては、主に高齢者を対象とし

た活動であるために、学生が世代を超えたコ

ミュニケーションを経験することによってコ

ミュニケーション能力が高まること、先輩から

の働きかけにより学びが深まること、人生の目

標につながるような人との出会いの機会が増え

ること、人とのかかわりによって自分自身が見

えるようになることととらえられている。

貢献については、学生が商店街に出ることに

よって商店街の活性化につながっていること

と、今後は商店街の企画会議等で若い学生の感

性や発想が期待されていることなど、商店街の

会長から高い評価を受けている。また、商店街

の方からも大学生に貢献しようということで、

商店街において千葉商科大学生に対する割引制

度が行われていることから、その評価の高さが

うかがえる。サービスのインパクト評価につい

ての調査は行っていない。

Westheimer と Kahne によれば、変革志向

の SL は「配慮をすることによって受ける側の

生活や性質がどうなるかについて熟慮する」

（道徳）、「社会に積極的に参加する。政策に批

判的な意見をもち、政治に参加するためのスキ

ルを獲得し、社会的な結束を構成する」（政

治）、「行動と批判的な研究が結びつく。その過

程を通して、原則としての知識と、彼らが従事

する社会問題に参画することの両方の理解を変

容させる」（知識）とされている。サービスを

受ける側のニーズを調査し「受ける側の生活」
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について考えた上で活動を行い、商店街の一員

として「社会に積極的に参加」している。こう

した調査および活動は、地域が抱える高齢化と

いう課題に取り組むことから始まっており、

「原則としての知識と、彼らが従事する社会問

題に参画することの両方の理解」の変容を図っ

ていると考えられる。

３．３．まとめ

まず、桐蔭横浜大学は学びに重点を置いてお

り、貢献活動に対する評価は行われていない。

しかし、インタビューにおいて「学生に対する

フィードバックのためにも、貢献活動に対する

受け入れ先の評価についてリサーチすることは

必要と考えている」と述べられており、貢献活

【表４】桐蔭横浜大学・千葉商科大学インタビューのまとめ

桐蔭横浜大学 千葉商科大学

内
容
・
方
法

社会貢献論によって、社会貢献やボランティアにつ

いての基礎理論を座学によって学ぶ。実習計画書を

作成し、受け入れ先でサービスラーニング実習を行

う。実習先は青少年健全育成、子育て支援、難病児

と家族の支援など多様であるが、「スポーツや身体

の持つ力を使って社会貢献をする学生を育成する」

というスポーツ健康政策学部のコンセプトに合致し

た団体となっている。実習終了後の振り返りを重視

しており、レポートを基にした教員との１対１の面

接を数回にわたって行う。最後に各実習先から代表

１～２名が自身の学びについて発表し、それぞれの

学びを全体で共有する。

２００４年に「地域課題の調査・分析に基づく政策実践

教育」が GP に採択された。その中で行われた５つ

の特別講義のうち「ボランティア型宅配ビジネス」

は、主に高齢者、出産前後の女性、身体の不自由な

人を対象とし、買い物の代行、草刈り、パソコンの

指導などを行う。商店街の空き店舗を借り、依頼の

電話を受け、それに応じるという形態をとってい

る。GP 終了後、２０１０年からはボランティア活動と

して継続している。授業であった時には週に１回の

活動だったが、ボランティア活動という形態になっ

たことによって、現在は週３回の活動を行ってい

る。授業の時には２０～３０人の学生が参加していた

が、ボランティア活動になってからは３～４名で

行っているので、後継者となる学生が必要。

学
生
の
学
び

今まで知っていた自分の世界の狭さに気づき、価値

観が崩されたり、目指すものが揺さぶられたりす

る。自分の力の無さに気づく。このように根拠のな

い自信がいったん崩され、自分自身について考え始

めるようになる。一度実習に行った学生が、終了後

も引き続き実習先に手伝いに行くことがある。新し

い実習生が来たときに上級生としてレクチャーする

という例がでてきている。実習生の方も、年齢の近

い先輩に言われることで学びが深まる。

コミュニケーション能力が高まる。主に高齢者を対

象としているため、世代を超えたコミュニケーショ

ンを経験する貴重な機会となっている。ボランティ

アをすることで満足をしてしまうところを、先輩か

ら課題を投げかけられることでさらに挑戦してみよ

うという積極性が出てくるなど、縦のつながりによ

る学びの深まりもみられる。インパクトのある出会

いによって人生の目標ができる。学外での学びに

よってそのような出会いの機会が多くなる。さまざ

まな人から良くも悪くも評価を受けることにより、

自分自身が見えるようになる。

貢
献

学生は実習先に好かれ、来てもらってよかったと言

われる。NPO などは、各団体の理念が若者に伝わ

る貴重な機会ととらえている。大学とコンセプトを

共有しているので、一つのアクターとして学生の教

育に携われることを喜びとしている。したがって、

実習中に問題が起こっても、次に改善できるように

考えてくれる。受け入れ先に対するサービスになっ

ているかどうかのリサーチはまだ行っていない。

学生が商店街に出ることにより、活性化につながっ

ている。今後は、商店街の企画会議等で、若い学生

の感性や発想が期待されている。商店街の方からも

大学生に貢献しようという趣旨で、割引制度が行わ

れている。１３０店舗がこのサービスに参加している

ことから、学生の活動に対する評価の高さがうかが

える。GP の総括時に商店街の会長から高い評価を

受けたが、学生の活動が地域にとってどのような影

響を与えたかについてリサーチは行っていない。

※桐蔭横浜大学に対しては、桐蔭横浜大学 SL ラボにおいて、スポーツ健康政策学部教授の岡本真佐子氏、SL 実

習プログラムディレクター木下直子氏に対し、２０１２年１０月１２日に約２時間のインタビューを行った。千葉商科大

学に対しては千葉商科大学本館５階において、政策情報学部教授・地域連携ネットワークセンター長の瀧上信光

氏、千葉商科大学大学院政策情報学研究科・ボランティア型宅配ビジネス経験者の繁野春樹氏に対し、２０１２年１１

月３日に約２時間のインタビューを行った。
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動の充実も必要と考えているととらえられる。

また、活動は慈善志向であるが、例えばホーム

レスに対する支援を行うだけではなく、事前あ

るいは事後の学習等において、なぜホームレス

が生まれているのかといった根本的な課題につ

いて考え、その改善を図るという変革志向の要

素を加えることにより、学びや活動が深まる可

能性があると考えられる。

次に、千葉商科大学であるが、こちらも学び

と貢献については桐蔭横浜大学と同様のことが

言える。活動は変革志向であるが、事業を立ち

上げたあとは高齢者が必要な支援に応じるとい

う慈善志向に傾いているともとらえられる。変

革志向の中には「政策に批判的な意見をもち」

「行動と批判的な研究が結びつく」といった

「批判」という要素があるが、自らの活動を批

判的にみて常に更新を図ったり、高齢社会に対

する国や自治体の施策を批判的にみて政策提案

を行ったりすることによって、より学びや活動

が深まる可能性が示唆される。

４．おわりに

本研究では、わが国の大学における SL を、

学びと貢献、慈善と変革という指標によって分

類することにより、その傾向を分析した。

まず、学びと貢献については、学びに焦点を

おく事例が多いことがわかった。大学の使命に

は研究成果を社会貢献に活かすことが含まれる

が、企業の CSR 活動と異なり、大学の SL は

学生の教育の一環として取り入れられているの

であるから、学びに焦点を置くのは自然なこと

であると言える。しかしインタビューの内容よ

り、学びの実態として、当初目指した問題（課

題）発見・解決能力や実践力・行動力の向上で

はなく、実際には自分自身への理解を深めると

いうものにとどまっている様子がうかがえる。

したがって、SL によって学生を次のステップ

に進ませるためには、SL がある程度長期的・

継続的である必要があるだろう。また、SL は

「伝統的な教科のカリキュラムに貢献し、それ

を発展させるものであること」から、他の科目

との連携を図り、横断的・発展的なプログラム

を組むことにより、学生の資質・能力の育成を

図ることができると考えられる。

次に、SL の目的が慈善志向であるか変革志

向であるかということについては、どちらにお

いても様々な活動が見られることがわかった。

慈善志向においては、根本的な課題を追究する

という変革志向の要素を加えることにより、学

びと活動の質が高まると考えられる。変革志向

においては、立ち上げた活動が軌道に乗ると慈

善志向に流れる傾向があることから、建設的な

批判という変革志向の要素を意識し続けること

により、学びと活動の質の高まりが期待され

る。

大学進学率が５０％をこえ、あらゆる人に大学

で学ぶ機会が保障されるようになったとはい

え、全ての人が大学で学ぶことができるわけで

はない。大学生には、大学で学ぶことができな

かった人の分まで学び、社会に貢献しようとす

る意志や力量が求められる１１。デューイは、人

間は本来、個人の自由や人間関係における礼節

や親切といった高次の価値を尊重するものであ

り、それは経験の連続性によって、感情的・知

的な態度の形成を含む習慣となっていくと述べ

ている１２。大学における SL で質の高い経験を

学生に提供できるプログラムを組むことができ

れば、社会においてより良い価値を創造しよう

とする学生を輩出することができるのではない

だろうか。

１１ 創価大学の創立者である池田大作は「学問や学歴は、本来、立身出世のための道具ではない。人びとの幸福に

寄与するためであり、むしろ、大学で学ぶのは、大学に行けなかった人たちに奉仕し、貢献するためである。」

と述べている。「池田大作 名言１００選」（池田大作著、中央公論社、２０１０年）

１２ ジョン・デューイ『経験と教育』市村尚久訳、講談社学術文庫、２００４年、pp．４５－４７
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LTD（話し合い学習法）の実践

清水 強志

創価大学学士課程教育機構 准教授

１．創価大学とアクティブ・ラーニング

２０１２年８月、高等教育の改革について議論し

てきた中央教育審議会（以下、「中教審」と略）

は、答申「新たな未来を築くための大学教育の

質的転換に向けて―生涯学び続け、主体的に考

える力を育成する大学へ―」をまとめた。そこ

では、急激に変化し、予測困難な時代において

は高等教育段階で「学士力」を培うことが求め

られると述べられている。そして、学士力の重

要な要素として、具体的に以下の４点を挙げて

いる。つまり、第一に、知識や技能を活用して

複雑な事柄を問題として理解し、答えのない問

題に解を見出していくための批判的、合理的な

思考力をはじめとする「認知的能力」。第二

に、人間としての自らの責務を果たし、他者に

配慮しながらチームワークやリーダーシップを

発揮して社会的責任を担いうる「倫理的、社会

的能力」。第三に、総合的かつ持続的な学修経

験に基づく「想像力と構想力」。そして、第四

に、想定外の困難に際して的確な判断をするた

めの基盤となる「教養、知識、経験」である（中

教審，２０１２：p．５）。

そして、「学士力」を育み、さらに生涯にわ

たって学び続け、かつ主体的に考える力を身に

つけるために、アクティブ・ラーニングなどへ

の学士課程教育の質的転換の必要性について以

下のように述べている１。「生涯にわたって学び

続ける力、主体的に考える力を持った人材は、

学生からみて受動的な教育の場では育成するこ

とができない。（中略）学生が主体的に問題を

発見し解を見出していく能動的学修（アクティ

ブ・ラーニング）への転換が必要」（中教審，

２０１２：p．９）であり、質的転換への好循環を

つくり出す始点として「質を伴った学修時間の

実質的な増加・確保が不可欠」（中教審，

２０１２：p．１４）である。

創価大学では、２０００年５月に教育・学習活動

支援センター（CETL）を開設して以来、アク

ティブ・ラーニングに関して相当に進んだ取り

組みを行っている。実際、２００１年１月の第１回

教授法ワークショップ「多人数授業への対応と

工夫」｛講師：杉江修治先生（中京大学）｝を皮

研究ノート

講義場面での学生は既成事実を単に記憶することを頻繁に行っている。それとはまっ

たく対照的に、LTDのダイナミックスは自分自身の知的能力や対人関係能力を評価す

る機会を与え、水準の高い分析的思考を促進する。また（中略）（学生は）批判的な思

考スキルも習得する。 （J．レイボウ他，１９９６，pp．１５―１６）

１ 質的転換をはかる教育方法としては、アクティブ・ラーニングの他に、インターンシップなどによる教室外学

修プログラムが挙げられている。
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切りに、学生同士で互恵的な話し合いを行わせ

る「協同学習」に関する講習会を１０年以上にわ

たって開催し、のべ５００名ぐらいが参加してい

る。

本稿で紹介する LTD（‘Learning Through

Discussion’の略）は協同学習の１つで、第２

回教授法ワークショップ「大学の授業における

グループ学習の活用：LTD 話し合い学習法」

｛講師：安永悟先生（久留米大学）、２００２年１０

月｝を開催して以来、CETL が積極的に推奨し

てきた技法の１つである。本学経済学部や経営

学部の基礎ゼミの標準的な指導法として位置づ

けられており、現在、法学部も組織的に教員研

修を行っている。また、その他の専任教員にお

いても個別に活用している教員も少なくない。

筆者も例外でなく、現在、共通科目の２つの演

習科目において LTD を用いている。

本稿では、LTD について概略した上で２、３

つの事例について紹介する。その際、LTD を

行う前後のアンケートおよび振り返りシートへ

の自由記述、さらに最終授業時の「授業評価ア

ンケート」結果等も参照し、導入の工夫と効果

についても明らかにする。

２．LTD（話し合い学習法）

LTD は、１９６２年にアメリカの社会心理学者

ヒル博士によって提唱され、丸野・安永の翻訳

（１９９６）によって日本に紹介された。「グルー

プ・ディスカッションを通して学ぶ技法」であ

るが、単にグループ・ディスカッションをすれ

ば良いというものではない。個人による予習

（個人思考）と小グループによるミーティング

（集団思考）の組み合わせによって、読書課題

を相乗的に深く理解できるように仕組まれてい

るのである。そして、相乗的な効果を得るため

に、予習およびミーティングに８つの過程プラ

ンを設定している。標準的な流れは表１、表２

の通りである。学生は過程プランに沿って読書

課題を予習し、予習ノートを作成する。そし

て、ミーティングの際には、それを手掛かりに

（読書課題を見ない状態で）、グループの仲間

との対話を通して理解を深めていく。また、

ミーティングにおける８つの各ステップには、

時間が設定されている３。

各ステップの予習方法について概略すれば、

学生は予習の段階では、まず、全体像がわかる

まで繰り返し読み（St．１）、次に、単語の意味

を 正 し く 理 解 す る た め に 語 彙 を 調 べ る

（St．２）。筆者自身は St．２の重要さを伝える

ために、「青」と「恋愛」という言葉を取りあ

２ 詳しくは、ジェローム・レイボウ他（１９９６）などを参照のこと。

３ ただし、J．レイボウ他（１９９６）によれば、時間は経験的に得られた理想であり、「時間制限は集団の学習を妨

害するために使用されるべきではなく、むしろ本質的でない討論を最小限にとどめたり、高次の学習の展開や

高水準での複雑な討論を促進するために用いられるべき」（レイボウ他 １９９６，p．３１）という。それゆえに読

書課題や学問分野によっては、LTD を２回の授業にわけ、ステップ４を５０分にまで増やすこともありうると

言及している。

表１ LTD予習における過程

＜予習の過程プラン＞

ステップ１課題文の把握：全体像の把握 理 解

ステップ２語いの理解 ：言葉調べ ↓

ステップ３主張の理解 ：主張のまとめ ↓

ステップ４話題の理解 ：話題のまとめ ↓

ステップ５知識の統合 ：知識との関連づけ 関連づけ

ステップ６知識の適用 ：自己との関連づけ ↓

ステップ７課題の評価 ：建設的評価と改善 評 価

ステップ８リハーサル ：ミーティングの準備 準 備

表２ LTDミーティングにおける過程

＜ミーティングの過程プラン＞

ステップ１導入 雰囲気づくり ３分 準 備

ステップ２語いの理解 言葉の定義と説明 ３分 理 解

ステップ３主張の理解 全体的な主張の討論 ６分 ↓

ステップ４話題の理解 話題の選定と討論 １２分 ↓

ステップ５知識の統合 知識との関連づけ １５分 関連づけ

ステップ６知識の適用 自己との関連づけ １２分 ↓

ステップ７課題の評価 建設的評価と改善 ３分 評 価

ステップ８集団の評価 ミーティングの評価 ６分 ↓

（合計６０分）
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げ、日頃、よく使われる言葉であっても、正確

に意味を把握した上で使用しているわけではな

く、感覚的に把握したままに使用していること

が多いことに気付かせた上で、辞書での説明を

紹介している。そのことによって学生の動機づ

けが強まることを経験的に感じているからであ

る。続 い て 著 者 の 主 張 を 簡 潔 に ま と め

（St．３）、その主張を理解するために効果的に

挿入された話題を探す（St．４）。ここまでが読

書課題を理解する過程となっている。付言すれ

ば、読書課題を１回読むだけでは予習ノートの

作成は不可能である。自然に複数回読み直すこ

とを余儀なくされているのである。

読書課題を正確に理解した後、読書課題から

学んだ内容を自分の知識、さらには自己に関連

付ける（前者が St．５、後者が St．６に該当）。

St．５により、記憶の促進や知識の日常生活へ

適用につながる。また、St．６によって、読書

課題から得られた知識が個人的価値や意味を持

ち、生きる力（知恵）を育てることになる。強

調するが、St．５および St．６は St．２以上に絶

大な効果を有していると考えられる。すなわ

ち、単に読み、記憶するなどの受動的な学習か

ら一転し、読書課題から得られた知識を自己に

関連付ける「能動的な思考」を強制させられ

る。実際、これまでの受講者においては、得た

情報・知識に対して自分の視点・考えを関連付

けることができないという学生は決して少なく

なかった。受動的な学習に慣れ親しんできた学

生にとっては、「創造する」という学習におい

て思考が停止してしまうようである。しかし、

実際、LTD を重ねて行くことで次第に発言で

きるようになっていく。なお、St．５と St．６

に関しては、話し合いを通して同じ課題でも

まったく考える内容や関連付けが異なることに

驚き、高まった関心によって能動的な思索が深

められる。さらに、よく見かける光景として信

頼関係が築かれたグループにおいては、深刻な

「個人の経験」を語り始める学生も少なくな

い。そうした個人の経験を共有したグループ

は、さらに能動的な学びが促進されていく。予

習方法に話を戻すと、St．６ののち、読書課題

についての建設的な評価（St．７）を行い、最

後に、頭の中でリハーサル（実際のグループ学

習を想定してシミュレーション）を行う

（St．８）。

学生はこうして作成された予習ノートを持っ

てミーティングに臨むが、本稿では予習とミー

ティングでステップが対応していない St．１と

St．８についてのみ触れることにする。ミー

ティングの St．１では参加者の心身の状態や予

習状況を把握しながら、ミーティングを行うた

めの雰囲気づくりを行う（３分）。また、St．８

では、「望ましい学習集団」をつくるために当

日のミーティングを振り返り、次回の LTD の

ために良かった点や改善が必要と思われる点な

どについてきちんと話し合う（６分）。レイボ

ウらは、「もっとも抵抗を受けるステップ」（レ

イボウ他１９９６，p．４０）と述べているが、筆者

の経験からも学生は意図的に無視しようとする

傾向があるように思われる。しかし、本ステッ

プは６分という長めの時間が設定されており、

また何度も同じグループで LTD を行うことか

らも非常に重要な意味を有している。

ところで、LTD の過程は、学術的に思索す

る「型」を個人レベルと集団レベルで体験させ

るものと筆者は考えている。過程を重視し、ま

たこれまで経験したことのない、慣れない「思

考の型」を強いられるので、相当の時間と労力

を必要とする予習に対して面倒くさいと感じる

学生は少なくない。また、決められた時間内に

決められた過程内容についてディスカッション

するという行為は、最初、堅苦しいと感じるよ

うである。

しかし、グループ・ディスカッションを行う

ことで考える楽しさを知り、また次回はもっと

予習を頑張ろうという学習の動機づけにつな

がっている。早い学生では、LTD の楽しさは

１回目の途中から生じ、同時に、より充実させ

るためには予習の不十分さや読書課題の理解度
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の低さを感じるようである。それゆえに、事前

に作成することが必須とされ、また作成に時間

のかかる予習は強制的に行われるのではなく、

集団の力を利用する（協同学習をさせる）こと

で、自発的に質を伴ったものとして行われるよ

うになる。換言すれば、LTD は、まさに集団

の力を借りながら、個人的思考を深めさせ、そ

のことが集団的思考を高め、結果、改めて個人

に還元されて深い理解をもたらすという好循環

を生じ続けさせることができる学習法といえ

る４。

３．LTDの教育効果と留意点

レイボウらによれば、LTD は直接扱ってい

る読書課題を深く理解できるだけでなく、言語

的スキル、分析的スキル、対人関係スキルを伸

ばすことができるという（J．レイボウ他

１９９６，p．１９）。

筆者の観点からまとめると、LTD で学ぶ利

点として５点挙げられる。第一に、St．２の語彙

の理解を基礎として各ステップを進めること

で、読書課題の理解が深まるということであ

る。第二に、学術的な思考の「型」を体感するこ

とでロジカルな思考やクリティカルな思考スキ

ルが改善されるということである。第三に、コ

ミュニケーション・スキル（適切に表現する能

力と聞く能力など）の向上である。第四に、対

人関係スキルの発達および互恵的な人間関係の

構築について体感できることである。第五に、

多様な考え方の存在を実感できることである。

これは主体的学びへの動機づけにつながると同

時に、他者受容を学ぶことにもなる。こうし

て、個人的思考と集団的思考の両者がともに非

常に重要な役割を果たすことで、個人的満足と

学習意欲の向上が生じ、回数を重ねていくなか

で学ぶ喜びをもたらすことができるのである。

他方、LTD を行うにはいくつかの留意点も

存在する。方法についていくつか挙げれば、�
全員が予習ノートを作成したうえで参加するこ

と、�グループの構成員は毎回出席すること、

�ミーティングの際には予習ノートを手掛かり

として、原則として読書課題を見ないことなど

である。

また、レイボウらは、２つの留意点を指摘し

ている。１つには、競争的な行動は LTD に適

さないという点である。「（評価に関して）正規

曲線のどこに自分が位置するのかを気にしてい

る学生は、自分のクラスメートにとって援助的

な存在とはなれない。たとえ演習においても、

学生は仲間の学生を犠牲にして、よい評価を得

ようとする。（中略）上位の成績をめざそうと

する行動やその他の競争的な行動は LTD では

望ましくない」（J．レイボウ他 １９９６，p．４８、

下線清水）。

もう１つは、「討論に参加することと相互作

用とは同じことではない」（J．レイボウ他

１９９６，p．５０）との指摘である。つまり、予習

ノートを順番に発表している集団では、仲間の

発言を聞いたりそれに反応したりするよりも、

自分がこれから話す内容に関心があるため、相

互作用（誤りの修正など）ができないというの

である。

他方、安永は、①協同学習の基本的な考え方

と態度を理解しておくこと、また②読書課題の

選定と配列の重要さという２点を指摘している

（安永 ２０１２，pp．９５―９６）。②について補足す

れば、安永は「当該科目に関する学生の理解度

や、LTD の習熟度にあわせて、適切な学習教

材を準備し、配列することが、LTD 授業を実

践するうえで極 め て 重 要」（安 永 ２０１２，

p．９６）と述べている。

４．事例報告

文章表現法 a（共通科目）５および筆者の演習

４ 逆に言えば、集団学習時の状況が好ましくない場合、個人学習をまったく促進しないということを意味する。
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科目（共通科目）では、基本的にグループを固

定し、毎回、同じメンバーで話し合いを行って

いる（表３において３つの科目の特徴を簡潔に

まとめた）。また、導入はほぼ共通している。

つまり、LTD を行う前の週に、その説明に約

６０分当て、説明の後にグループを編成する。そ

して、グループ内で自己紹介をさせて来週のグ

ループ員を認識して授業を終了する。なお、

LTD の説明には、以下の２つの理由から安永

が作成した読書課題「大学での学習法」および

その予習ノートのサンプルを用いている。第一

に、読書課題を通して大学での学習観について

の変革を期待しているからである。第二に、予

習ノートの「型」を提示し、それを模倣させる

ことで予習を効率的かつ正確に行わせるためで

ある。

そして、１回目の LTD は練習と位置づけて

いる。まず、最初の約１５分をかけて「協同学

習」であることを強調しながら、望ましいグ

ループワークについて丁寧に説明をする。そし

て、各ステップの時間をかなり短めに設定し、

かつ、各ステップはその都度目的および話し合

いの進め方等の説明をしてから話し合いを行

う。そして、時間が来た段階で一旦止めて質疑

応答を行い、次のステップに入るという形で進

めている。２回目以降は、６０分間ノン・ストッ

プで行う６。

９０分の構成は、最初の１０分間を利用して、予

習ノートの返却、質疑応答、そして、協同学習

の基本（貢献、傾聴、対等、互恵的人間関係等）

の確認、さらに St．８のミーティングの評価を

必ず口頭で行うことの強調をする。そして、６０

分の LTD の後、振り返りシートを記入させ、

残りの時間で教員による指導を行う。また、授

業終了後には予習ノートを提出させ、予習方法

のチェックや内容についてのコメントを記入し

て次週に返却している。

なお、事前質問および振り返りシートの内容

は以下の通りである。事前質問は、「グループ

学習の嗜好度７」「他者への積極的対話態度８」

「予習状況９」の３つで、５段階評価（５とて

も／１まったく）で記入。また、終了後には、

５ 筆者は、担当していないが科目担当教員に LTD の講習会を行い、適時指導を行った。また筆者の作成した事

前事後アンケートを用いている。

６ ２回目のみ、筆者は黒板にて現在のステップを随時伝えている。

７ 質問文：あなたは、グループ学習が好きですか。

８ 質問文：あなたは、積極的に人と話をするほうだと思いますか。

９ 質問文：今回の予習は、どれほど十分にできていますか。

表３ ３つの科目の特徴

文章表現法 a 共通基礎演習 共通総合演習

共通科目／専門科目 共通科目 共通科目 共通科目

履修者 全学部、全学年 全学部、全学年 全学部、全学年

成 績 ABC 評価 P/F 評価 ABC 評価

履修人数 １クラス約３０名（×１５クラス） 約３０名弱 約２０名弱

特 徴
レポートの作成および学術的文

章作法について学ぶ科目

創立者の思想を学ぶための

（自校教育）演習科目

担当教員の専門性を活かし

て行われる演習科目

LTD 導入の目的

論理性やクリティカル・シンキ

ングを理解・習得するため

難易度の高い読書課題を理

解し、また真の「他者理

解」を体感するため

難易度の高い読書課題を理

解し、またグループ学習を

通して社会学を実践的に学

ぶため

LTD 回数 ４回 １０回 ６回
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「話し合いへの参加度１０」「仲間の学びへの貢

献度１１」「LTD による課題理解の深化度１２」「参

加したグループへの愛着１３」の４つを５段階評

価した後、感想・疑問等について自由記述する

というものである。LTD 後の振り返りシート

では、多くの学生が自由記述を詳細に記入して

いるということも特徴の１つとして挙げられ

る。

以下において３科目の具体的な工夫および効

果について説明する。

４－１ 事例１：文章表現法 a

本講義は、レポートの作成および学術的文章

作法について学ぶ共通科目で、１年生の履修者

が多い。本科目では、レポートの論理性やクリ

ティカル・シンキングを理解・習得するため、

全１５回の授業のうち４回の LTD を行った（第

７回目、第８回目、第１１回目、第１２回目。また、

第６回目に説明を行った。４回のうち１度でも

LTD に参加した学生は４２５名）。なお、１回目

の読書課題は、新聞社説を用いた。社説は比較

的分量が少なく、また著者の主張および根拠が

明確に示されているからである（St．３および

St．４が比較的行いやすい）。

４回の LTD を行った前後のアンケート結果

は表４の通りである。ここからグループ学習へ

のイメージおよび他者と話をすることへの積極

性が徐々に向上していったことが確認される。

また、予習状況は２回目と３回目には変化が見

られないが、４回目には増加している。他方、

事後アンケートでは、参加度および貢献度が

徐々に高まっていったことが確認される。ま

た、所属するグループへの愛着は１回目から高

く、かつ、徐々に上がって行っている１４。また、

１回目と４回目の変化を確認するために t 検定

を行った。その結果、LTD による理解深化の

み有意差が見られなかった。しかし、これは１

回目から集団思考による理解度の促進が大き

１０ 質問文：あなたは、今日の話し合いにどれほど参加できましたか。

１１ 質問文：あなたは、グループでの学びにどれほど貢献できましたか。

１２ 質問文：あなたは、LTD を通して本日の課題に関する理解がどれほど深まりましたか。

１３ 質問文：あなたは、このグループでの活動が好きですか。

１４ 基本的には同じグループを維持したが、グループ内で欠席者が多かった場合には一時的に再編を行っている。

１５ ただし、１回目１２．９％、２回目１７．２％、３回目１６．０％、４回目１６．９％の欠席者がいるため、毎回の人数は変化

している。

表４ 文章表現法：事前・事後アンケートの平均値の変化

N＝４２５１５

＜事前アンケート＞ １回目 ２回目 ３回目 ４回目
１回と４回の t 値

（カッコ内自由度）

１．グループ学習の嗜好度 ３．５２ ３．７９ ３．８５ ３．９２ － ９．４３（３１４）＊＊

２．他者への積極的対話態度 ３．２３ ３．４７ ３．５３ ３．６９ －１１．３７（３１４）＊＊

３．予習状況 ３．３０ ３．４６ ３．４６ ３．６０ － ４．６９（３１４）＊＊

＜事後アンケート＞ １回目 ２回目 ３回目 ４回目
１回と４回の t 値

（カッコ内自由度）

１．話し合いへの参加度 ３．７８ ３．９７ ３．９９ ４．０５ － ４．３２（３１６）＊＊

２．仲間の学びへの貢献度 ３．２５ ３．５１ ３．６３ ３．６８ － ７．６５（３１６）＊＊

３．LTD による課題理解の深化度 ４．０９ ４．０６ ４．０２ ４．１３ － ．２４（３１６）

４．参加したグループへの愛着 ４．２１ ４．２５ ４．２６ ４．３８ － ４．０２（３１５）＊＊

＊＊１％水準で有意
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かったためと考えられる。その他の項目におい

てはすべて１％水準で有意差が見られた。

LTD による読書課題理解の深化と各質問と

関連を確認するため、順位相関をまとめたもの

が表５である。まず、予習状況を見ると、１回

目は予習状況と理解の深化にほとんど関係がみ

られなかった。しかし、２回目以降関係が強く

な り、３回 目（．４２＊＊）と４回 目（．４１＊＊）に

は強い相関関係が生じている。予習方法および

ミーティング方法の効果的定着をみる１つの指

標と考えられる。また、事前アンケートにおけ

るグループ学習嗜好度や積極的な他者への対話

態度よりも、当日の参加度、貢献度、そしてグ

ループへの愛着が理解の深化と強い相関関係を

持っていることが確認された。実際、４回目の

相関係数は、参加度（．４９＊＊）、貢献度（．５２＊＊）、

グループへの愛着（．４８＊＊）となっている。こ

れは仲間との関わり方が理解の深化に大きく関

わることを示しているといえる。

なお、所属するグループへの愛着と次回の予

習状況の関係について確認したところ、相関係

数は、．２３＊＊（２回目の予習）、．２６＊＊（３回目

の予習）、．３５＊＊（４回目の予習）と、徐々に

強い相関関係が生じたことが確認された。集団

の力が個人の学習の動機づけに働きかけている

証拠と考えられる。

最後に、自由記述に関して簡潔に触れたい。

１回目の感想で多い記述は、始まるまでの不安

や緊張、そして過程プランを徐々に進めていく

うちに感じる「楽しさ」や「面白さ」である。

それは自分とは異なる考えに触れ、多様な意見

を知ることに由来していると書かれている。ま

た、LTD がよくわからない、難しい（沈黙や

時間配分など）という方法に関する記述も多く

みられる。そして、１～３回目を通してよく見

られる記述は、予習や課題をもっと深めること

の重要さに気付いたというものである。また、

「次回はもっと」あるいは「○○したい」とい

う向上心が多く確認される。

３回目と４回目には、時間配分がうまくいっ

てよかった、沈黙がなくうまくステップが進め

られたなどの LTD のやり方が理解できたこと

に対する満足感・達成感が見られるようにな

る。その一方で、４回終わっても、St．５と

St．６の違いが理解できないという学生もいる。

そして、４回目の記述には、予習は非常に大

変であったが最後なのは「残念」「さみしい」

という記述が目立ち、集団の力が大きく作用し

ていることが確認される。なお、４回目の面白

さの理由が変化している学生も数人いた。つま

り、彼らは LTD を通して自分の考えや価値観

が変化したことが面白かったというのである。

また、４回目の感想では、読書課題について課

題が長く内容もよくわからないため、予習がう

まく進まなかったという学生もいた。改めて課

題の選定が予習状況に直接関わってくることも

表５ 読書課題の理解度と各質問との順位相関

＜事前アンケート＞ １回目 ２回目 ３回目 ４回目

１．グループ学習の嗜好度 ．１７ ．２９ ．３２ ．３７

２．他者への積極的対話態度 ．１４ ．２４ ．２４ ．３６

３．予習状況 ．１７ ．３２ ．４２ ．４１

＜事後アンケート＞ １回目 ２回目 ３回目 ４回目

１．話し合いへの参加度 ．２５ ．４１ ．３８ ．４９

２．仲間の学びへの貢献度 ．２７ ．４５ ．５０ ．５２

４．参加したグループへの愛着 ．３２ ．４３ ．４５ ．４８

（すべての項目は１％水準で有意）
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確認された。

４－２ 事例２：共通基礎演習

本講義は、創立者の思想を学ぶために設けら

れた自校教育のための共通科目で、履修者は

１、２年生が多い。読書課題は、創立者池田大

作博士と N．ヤーマン博士（ハーバード大学、

文化人類学者）の対談集『今日の世界 明日の

文明』（河出書房新書、２００７年、全１０章）であ

る。文化人類学やシンボリズムなどの難易度の

高い学術用語が多用され、理解するためには十

字軍遠征以来の西洋史、近年の国際情勢、さら

に仏教思想などに関する広範な知識が求められ

る。「発刊によせて」で池田博士は「世界に渦

巻く偏見や誤解を打ち破るために、同じ人間と

しての『共感』を育みたい」と、ヤーマン博士

との対話に込められた願いについて述べ、両者

は「本当の他者理解」について語り合ってい

る。そこで、本講義では、読書課題の理解を深

め、読書課題から学んだ新しい知識を日常に関

連付けるだけではなく、さらにグループの仲間

との「対話」を通して「他者理解」そのものに

ついても実践的に体感することを目的としてい

る。

LTD は各章ごとに１０回行った（第１章が１

回目の練習 LTD に該当、読書課題は２５頁前後

（１頁約６００字））。ただし、多様な学生、難易

度の高い書物、そして創立者の思想を学ぶとい

うことを考慮し、次のように進め方を工夫し

た。すなわち、適時、LTD ステップの枠組み

を緩くして６０分間協同学習を行う（St．１と

St．８は必ず行い、St．７は行わない。その結

果、全てのステップを踏めなくても構わな

い）。ただし、１回目（第１章）、２回目（第２

章）、９回目（第９章）は過程ステップに合わ

せて行う。

各質問の平均値をまとめたものが表６であ

る。補足すると、第３章以降は読書課題の難易

度が高くなっている。そのため、データを見る

際には注意が必要である。とりわけ、自由記述

において学生が「読書課題の難しさ」を強調し

たのは第３章、第５章、そして第８章であっ

た。

グループ学習の嗜好度、他者への積極的対話

態度、そして参加したグループへの愛着が緩や

かに上昇している。また、２回目と９回目の予

習状況が高くなっていることから、LTD 過程

プランの有無が予習状況に大きく関わっていた

ことが改めて確認された。また、筆者が特に注

目したい点は LTD による理解度の深化であ

１６ 各回には欠席者がいる。２６はもっとも多かった５回目の人数である。

表６ 共通基礎演習：事前・事後アンケートの平均値の変化

N＝２６１６

＜事前アンケート＞
１回目

LTD

２回目

LTD

３回目

読書課

題難

４回目 ５回目 ６回目 ７回目

８回目

読書課

題難

９回目

LTD
１０回目

１．グループ学習の嗜好度 ３．７４ ４．１０ ４．２９ ４．２２ ４．１５ ４．３５ ４．２９ ４．３８ ４．２７ ４．３２

２．他者への積極的な対話態度 ３．３９ ３．６５ ３．８８ ３．８７ ４．００ ４．００ ４．００ ３．６７ ３．９１ ４．００

３．予習状況 ２．７０ ３．４５ ２．９２ ２．９６ ２．６５ ２．６５ ３．００ ２．８６ ３．３３ ３．１６

＜事後アンケート＞ １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 ７回目 ８回目 ９回目１０回目

１．話し合いへの参加度 ３．３０ ４．００ ３．８０ ３．８７ ３．４６ ３．９１ ３．８１ ３．７１ ３．８８ ４．１８

２．仲間の学びへの貢献度 ２．６５ ３．５５ ３．０４ ３．４３ ２．９６ ３．３０ ３．００ ３．２９ ３．２９ ３．７７

３．LTD による課題理解の深化度 ３．２６ ３．８９ ４．００ ３．６１ ３．５０ ３．５７ ３．２９ ３．６２ ３．９２ ４．１８

４．参加したグループへの愛着 ３．９６ ４．４５ ４．２８ ４．３５ ４．３１ ４．６１ ４．４８ ４．２９ ４．４２ ４．４８
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る。つまり、第４回目以降、第１回目とほぼ同

じポイントにまで下がった第７回目を境に数値

が一気に上昇していき、第１０回の最終章におい

て最高値に達している。難易度の高い読書課題

１冊を用いている本講義において、読書課題と

格闘し続けていた学生が第８回目以降に変化が

生じ、最終章において参加度、貢献度、グルー

プへの愛着、そして、LTD による理解の深化

度が最高値になったということは、非常に重要

な過程であったと考えている。

予習ノートを作成した上で、個人レベルで解

決できなかったものを集団レベルで思考し、さ

らに新しい課題として持ち越されていくという

連続した過程は非常に重要である。また第３章

以降、ステップを緩くするという試みは無意味

であったとは考えていない。実際、「今日の章

（第３章）は、なかなか難しかったです。で

も、だからこそ自由な形式でやろうと言って

やったことが理解を深めることができた（第３

回目）」とある学生は述べている。過去には、

たった２行の記述を理解するために６０分議論

し、かつ、結論が出なかったというグループも

あった。結論が出た場合も、出なかった場合

も、重要な意味を持っていると筆者は考えてい

る。１５回の授業全体を通して理解した時の「喜

び」を何度も見てきたからである。

他方、平均値からは見えない重要な点があ

る。それは構成されるグループの性質が個々人

に与える影響である。グループの編成には多様

な要素を考慮しているが、ほぼ全員が毎回予習

をして来るグループ、予習してこない学生が多

いグループ、そして欠席者が多いグループな

ど、多様である。実際、「予習できなかったの

が悔しい（第８回目）」「来週は５人集まれたら

いいなー（第９回）」などと記述する学生は、

所属するグループへの愛着度が MAX の５で

ある。他方、毎回多くの予習をしてくるにも関

わらず、周囲が予習をしないことが多く、かつ

必ず欠席者がいるグループの学生は、グループ

学習が有益だったと述べる反面、グループへの

愛着が非常に低くなっている。しかし、集団を

体験し、「他者理解」を考えるという本講義の

目的としているだけに、１０回目は全履修者が予

習を行い（程度の違いはあるが）、グループへ

の愛着も３回目の３．００から１０回目の３．６に上昇

したことを非常に重要なできごとととらえてい

る。

最後に、最終レポート「本講義を通して学ん

だこと・感じたこと」の記述を一部紹介した

い。

◆人と話すことの楽しさを知りました。私は話す

のが苦手なのですが、授業を通して、他人の意

見を聴いたり、自分の意見を言ったり、書物の

著書の意見を考え、探っていき、それについて

討論していくことは楽しかったです。（中略）

自分が意見を言うときは、素直な気持ちを言

い、それをしっかりと聞いてもらってくれるこ

とが嬉しかったです。

◆今まで私は、自分がやらなくても誰かがやって

くれるだろうという考えで、常に受身な状態で

取り組んでいた。（中略）だが今回のこの授業

を通し、グループ学習に対して積極的に参加し

ていきたいという考えに変わった。

◆自分がどれだけ積極的であるかによって、グ

ループ学習の質が大きく変わることを、身を

もって体験した（中略）。グループ一人ひとり

の意識の高さがグループ学習をより価値あるも

のに変えていくことを実感した。

◆たくさんの講義を受講していく中で自分が学習

的な成長ではなく、人間的成長ができたと思っ

た講義は初めてだった。

４－３ 事例３：共通総合演習

本講義は、共通科目のなかに設定された、担

当教員の専門性を活かして行われる演習科目

で、履修者は１～３年生が多い。本講義の目的

は、社会学的に社会現象を分析できるようにな

ること、クリティカル・シンキングの修得、そ

してグループ学習を通してコミュニケーション
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能力を鍛えることである。また、社会学を実践

的に体感することを意図して、比較的難しい読

書課題を学ぶ過程そのものも重視している。

読書課題は、香山リカと上野千鶴子の講演を

中心としたシンポジウム（専修大学人間科学部

主催）をまとめた新書（『生きづらさの時代』

（全５章））である。その内容は、専門で学ん

でいる３、４年生であっても理解するが困難で

ある。それゆえに、１回の LTD で扱う分量は

５０頁程度であったが、１年生にとっては難易度

が高く、専門用語を理解するだけでも苦労す

る。そこで、１章から３章までに関してはある

工夫をしている。すなわち、LTD を行う前の

週は、予習ノートを準備した上で、内容に関す

る自由討論・感想交流を６０分行わせ、そこで深

めた内容および新しく生じた疑問等をもとに予

習ノートを拡充させてから LTD を行うのであ

る。

なお、本講義では、LTD を行うまでにさま

ざまな準備を行っている。つまり、最初の３回

の授業においてクリティカル・シンキングおよ

びメディア・リテラシーについて学び、また、

適時、協同学習を取り入れることでグループ学

習のための雰囲気づくりも行っている。そし

て、４回目に LTD の説明とグループづくり、

５回目に練習 LTD を行う。

１回目からグループへの愛着が高くなってい

るのは、すでに協同学習を数回経験しているこ

とによる。また、第３章のプレ・ミーティング

の時に、グループへの愛着が大きく下がってい

るが、それは履修者１７名中６名（３５．３％）が欠

席したこと、およびその対策としてグループを

統合したことでモチベーションが低下したこと

と考えられる。さらに、第４章の LTD で予習

状況およびグループへの愛着が高まっている

が、その理由は、読書課題が「学生による座談

会」だったために、St．５および St．６が個人

思考および集団思考において盛り上がった結果

と判断される。

なお、プレ・ミーティングの３回は、次週の

LTD の時よりも予習状況および理解の深化度

が低くなっている。しかし、これは LTD のほ

うが効果的であるという証左とは考えていな

い。むしろ、個人レベルで取り組んだのちに自

由討論をしたことで、理解度および学習への動

機づけが適切に位置づけられた結果、難易度の

高い読書課題に対して学生が真摯に取り組めた

のではないかと考えている。

なお、本科目においては、難易度の高い読書

課題ということもあり、学生にとっては予習

ノートの作成は過度な負担であると同時に学習

への動機づけとしてマイナスである。その結

果、グループによっては欠席者も多く、予習を

せずに参加するということも決して少なくな

い。振り返りでは、「迷惑をかけた。次回はきっ

と予習をしてくる」という趣旨のことが毎回書

かれているが、行動が伴わない。

実際、最後の LTD になって初めて予習をし

てきたという学生もいた。彼は最後の振り返り

で「同じグループの皆さんには悪いことをした

表７ 共通総合演習：事前・事後アンケートの平均値の変化

＜事前アンケート＞
LTD

練習

Pre

第１章

第１章

LTD

Pre

第２章

第２章

LTD

Pre

第３章

第３章

LTD

第４章

LTD

第５章

LTD

１．グループ学習の嗜好度 ３．８８ ４．２０ ４．３６ ４．６０ ４．２３ ４．２７ ４．６４ ４．４０ ４．５０

２．積極的な他者への対話態度 ３．７５ ３．９３ ４．２１ ４．１３ ４．０８ ４．００ ４．２９ ４．１３ ４．４２

３．予習状況 ３．００ ３．１３ ３．９３ ３．４７ ３．６９ ３．４５ ３．５７ ４．１３ ４．００

＜事後アンケート＞

１．話し合いへの参加度 ３．６９ ４．３１ ４．３６ ４．０６ ４．２３ ３．９１ ４．１４ ４．４０ ４．３８

２．仲間の学びへの貢献度 ３．４４ ４．０６ ４．４３ ３．７５ ４．１５ ４．０９ ３．７１ ３．９３ ４．１５

３．LTD による課題理解の深化度 ３．８７ ４．３１ ４．６４ ３．５６ ４．００ ３．９１ ４．４３ ３．９３ ４．００

４．参加したグループへの愛着 ４．５６ ４．７５ ４．７１ ４．４４ ４．３８ ３．９１ ４．７１ ４．７３ ４．３１
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と思うし、申し訳なく思う」と述べる一方で、

「友人も増えたし、楽しく受けられたと思う

し、この授業を取ってよかった」とも述べてい

る。同じグループの仲間も、「A（予習をして

いない学生）がいると、とても楽しい LTD に

なった」と述べている。

協同学習が効果的に機能したときに、多くの

学生が能動的に学習に取り組む。他方、そうで

ない場合、グループ内でどのような相互作用が

生じるのか。どのようなケースも、学生にとっ

ては読書課題で学ぶこと以上に、社会に出てか

らの有益なことを実践的に学んでいると考えて

いる。

５．むすび―授業外時間―

本稿では、授業設計の関係から LTD を４回

までしか行えないが、きちんとルールに基づい

て行っている例と、同じく授業の特徴からさま

ざま工夫をしながら LTD を導入している例を

取り上げた。

協同学習や LTD を長く実践していると、仲

間を信頼した学生が予想を超えた話をすること

も少なくない。とりわけ、LTD の St．６でよく

見かける光景である。本稿では具体的に紹介で

きないが、学生の振り返りシートで「恐る恐る

仲間に語ったところ、仲間の反応に涙が出そう

になった」という趣旨の記述があった。筆者自

身、その状況を把握していたので、本人の振り

返り（自由記述）が気になっていたが、改めて

協同学習のすばらしさを再確認した。実際、

LTD の後の自由記述を読むと、学生にとって

知識が知恵に変化したこと、すばらしい仲間と

出会えたことなどが確認され、改めてその効果

を再認識させられる。

ところで、ジェア・ブロフィは、「動機づけ

が純粋に外発的なものである場合、活動それ自

体に価値はなく、生徒が本当に価値をおいてい

る報酬を得るための手段に過ぎない。これに対

し、内発的動機づけ方略は、生徒が活動への参

加自体に意義を見出すとき（あるいは見出せる

ようになるとき）適用される」（ジェア・ブロ

フィ ２０１１，p．２０７）と述べている。しかし、

「内発的動機づけは主として活動に対する感情

的な反応である」（ジェア・ブロフィ ２０１１，

p．２７９）ので、学校教育において安定した動機

づけの基礎とはなりえないという。そして、彼

は「学習動機づけ」の重要さを指摘している。

彼は「学習動機づけを高めることは、学習して

いることに興味をもたせ、価値を見いだせるだ

けでなく、どのように学習していくかについて

の指針を与えることでもある」（ジェア・ブロ

フィ ２０１１，p．２８３）と述べている。本稿で詳

細に述べることは割愛するが、LTD は学習動

機づけを促進する指導法ととらえることができ

よう。

実際、LTD によって動機づけられた学生は

主体的に学びに取り組むことになる。そこで、

最後に授業外学習の時間について触れたい。実

際、学生によっては、朝方まで予習をしていた

という学生もいる。

最終授業時の「授業評価アンケート」結果

表８ 授業評価アンケートの結果

２０１１年度前期 ２０１１年度後期 ２０１２年度前期 ２０１２年度後期

共通基礎演習
授業外学習時間 ３．１７ ３．００ ２．６７ ３．００

知的関心の高まり ８３．３％ ９０．９％ １００．０％ ８４．２％

共通総合演習
授業外学習時間 ４．０９ ４．００ ３．１３ ３．６２

知的関心の高まり １００．０％ ８０．０％ ８５．７％ ６１．５％
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（一部）をまとめてみた（表８）１７。毎週の授

業外学習時間は、LTD を行っていることから

共通基礎演習、共通総合演習のどちらも高い数

値となっている。なお、２０１１年度前期に大幅に

下がった理由として２つ考えている。１つに

は、もともと履修者が多くない２つの演習科目

では、少数とはいえ、予習して授業に参加しな

かった学生の影響が大きかったということであ

る。もう１つは、２０１２年度前期からシラバスを

大幅に変更したため、授業評価アンケートを行

う直前まで LTD を行った時と LTD を早めに

終えた２０１２年度前期では、学生の心象が異なっ

てしまったのではないかということである。い

ずれにしても、読書課題を複数回読みながら作

成された予習ノートを見ても、それほど大幅に

減ったとは考えられない。一度読むだけでもそ

れなりの時間が必要だからである。

他方、前述したように、筆者による LTD の

導入は、グループの力によって内的動機づけを

一時的に引き上げるだけではなく、知的好奇心

の増大によって授業終了後にも持続させるため

の試みでもある。そのため、知的関心の高まり

は重要な項目であり、実際に多くの学生に感じ

てもらえているようである１８。

ところで、これまで LTD を行ってきた際

に、グループ学習の最中に突然退出した学生

（時間内に戻ってくるが）がいたことや欠席す

る学生が多いなどの問題点も存在する。また、

徐々に減少傾向にある授業外学習についての改

善策や集団に所属する意味を体感させるために

グループを固定し続けることの是非についても

検討する必要性を感じる。

これらの課題に取り組むことを明記してむす

びとしたい。
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１７ 授業学習時間の回答は、５：３時間以上、４：２時間程度、３：１時間程度、２：３０分程度、１：何もしなかっ

たとなっている。また、知的関心の高まりに関しては、講義で該当する項目を選択（MA）した学生の割合で

ある。なお、文章表現法 a は、LTD 予習ノートの作成以外にも多くの宿題があることから表から除外した。

１８ ２０１２年度後期の共通総合演習では「知的関心の高まり」は６１．５％に減少した一方で、９２．３％の学生が「学習意

欲が増加した」と回答している。後者の大幅な増加は、LTD の学習動機づけの促進と考えられる。
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７．事務局

編集委員会の事務局は、総合学習支援オフィス内に置く。

８．投稿者

本誌に原稿を掲載できる者は、次の各号に掲げる者とする。

１．創価大学の教職員および大学院生

２．その他、編集委員会が認めた者

９．構成

本誌に掲載される原稿は、次の各項に掲げるジャンルに属するものとする。ただし、第２項に掲げ

るものにあっては、編集委員会が別に定めた審査委員会の審査を経たものに限る。
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１．特集：高等教育改革の特定テーマに関する寄稿論文

２．研究論稿：高等教育改革に関する研究論文

３．講演会及び研究集会の記録：センターが主催した講演会及び研究集会の記録

４．その他：編集委員会の判断による

１０．言語

原則として、日本語および英語とする。

１１．体裁

本誌に掲載される原稿は、A ４版、２段４０行とする。

１２．執筆要綱

執筆要綱は、別に定める。

１３．配布先

本誌の配布先は、別に定める。

１４．その他

その他、必要な事項は編集委員会がこれを定める。
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投稿・執筆要項

２０１１年６月２１日制定

１．投稿資格

『The Journal of Learner-Centered Higher Education』に投稿できるのは、創価大学所属の常勤教

職員、非常勤教職員、学生、およびその研究協力者とする。

２．投稿論文の内容

大学における高等教育改革について、その実態調査、教育改革方法論、教育改革実践活動、教育に

関する FD 活動・SD 活動などの成果を共有し、高等教育改革を進めるために、研究論文、実践・

調査報告、提言などを掲載する。

３．投稿論文の種別

投稿論文の種別は、研究論文、事例報告、研究ノートとする。

� 研究論文は、高等教育改革に深く関連するものであり、実証的または理論的研究の成果であ

り、オリジナリティが明記され十分な文献が表示されていること。

� 事例報告は、高等教育改革の実践、教育方法やその効果の調査などについてその経過・成果ま

たはプロジェクトのまとめなどが記載されていること。

� 研究ノートは、研究論文と同様に独創的な内容が要求されるが、断片的または萌芽的な研究の

論文で、研究論文ほど完成度は要求しない。しかし、それと同等の価値のある内容を含むこと

が期待される。

� 掲載される論文等の分量（日本語の表題・著者名、英語の表題・著者名・抄録、日本および英

語のキーワード、図表を含む）の上限は、原則として以下とする。ただし、編集委員会が認め

る場合はこの限りではない。

研究論文 ２０，０００字（英文８千語）

事例報告 ２０，０００字（英文８千語）

研究ノート １０，０００字（英文４千語）

４．投稿と掲載

投稿は電子媒体によるもののみ認め、編集委員会が定める期日を締め切りとし、査読および校正を

経た後、本誌に掲載する。投稿論文は、編集委員会のメールアドレス（seededit@soka.ac.jp）に電

子媒体で送付する。

５．原稿

� 原稿は、A４判、上下左右に２５mm のマージン、１行４５文字、１ページ４０行というフォーマッ

トで作成すること。なお、本誌の１ページは２４字×４０行×２段（１段９６０字）の１９２０字であ

る。図は１つにつき、半ページから１ページ程度のスペースを必要とするので、適宜本文の

字数を減らすこと。

� １ページ目には表紙をつけ、論文タイトル（和文の場合は日本語・英語両方、英文の場合
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は英語のみ）、執筆者（複数の場合は全員）の氏名と所属（いずれも日本語・英語両方）、査

読結果等の連絡先（郵送先・電話・ファクス・E-mail アドレス）を記載すること。

� ２ページ目には、冒頭に「論文タイトル」（和文の場合は日本語・英語の両方、英文の場合

は英語のみ）、続けて３～５語のキーワード（和文の場合は日本語・英語の両方、英文の場

合は英語のみ）を記載すること。なお研究論文の場合は、併せて「抄録」、「Abstract」を記

載する。研究論文（和文）の場合は「抄録」（４００字程度）と「Abstract」（２００語程度）、研

究論文（英文）の場合は「Abstract」のみ記載すること。事例報告・研究ノートには「抄録」、

「Abstract」はつけなくてもよい。

� 見出しレベルは節・項・目の３つまでにとどめ、それぞれゴシック体にする。

� 和文は常用漢字・現代仮名遣いを用い、句読点には「、」「。」を用いる。

� 図と表は必要最小限にとどめ、それぞれ連番を付し、簡潔な見出しをつける。

� 注は、脚注形式とする。

	 本文中での注の指示は、論文全体で通し番号を付し、文中の該当するところに上付き文字で

示す。


 本文中で引用された文献は、注のセクションの後ろに「参考文献」というセクションを設け、

アルファベット順にすべて漏れなく記載すること。

� 本文中での引用文献の指示は、著者名・刊行年を小括弧に入れ、カンマで区切って示す。そ

の際、外国人名は原語で表記する。

� 同じ著者で同一刊行年の文献を複数引用する場合は、それぞれ刊行年の後ろにアルファベッ

トを付して区別すること。例：２００４a、２００４b、…

 英文原稿は、APA スタイルに準ずる。

６．査読

� 査読は投稿された原稿の種別に応じて適切に行う。

� 原則として研究論文、事例報告にはそれぞれ２名、研究ノートには１名の査読者をつける。

� 査読料は原則として出さない。

� 査読に対して異議が出されたときは、編集委員会の合議のもとで調整する。

� 査読者の選定は編集委員会の合議のもとで定める。但し、専門分野の査読候補者の提示を著

者に求めることがあり、著者は可能な限りそれに応じなければならない。

７．校正

� 校正は、編集委員会を通して行い、著者校正を原則とする。

� 校正は、編集委員が投稿原稿を pdf に変換したものを著者に送付後、著者自身が確認する。
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Submission Guidelines for The Journal of Learner-Centered Higher Education

1. Eligibility

Authors must be full-time or part-time faculty, staff members, or students of Soka University, or a

research partner of such.

2. Article Content

The Editorial Committee of the Journal welcomes the electronic submission of original works, in-

cluding field research, research reports, educational methodologies, FD/SD activity reports, and

educational addresses, which are primarily related to higher education reform.

3. Article Types

The Journal publishes three types of articles :

1) Original Research : original and sophisticated insights into challenging issues related to higher

education reform, based on significant findings from high quality practical research, well-

supported by academic references

2) Research Report : the process and outcomes of educational practices and projects based on

field research

3) Research Note : original and sophisticated insights based on practical research ; less in-depth

than Original Research

The maximum length of each type of article, including title, author(s) names, references, and fig-

ures, is :

1) Original Research : 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English

2) Research Report : 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English

3) Research Note : 10,000 characters in Japanese or 4,000 words in English

4. Submission and Publication Process

Only articles that are electronically submitted by the due date to seededit@soka.ac.jp are consid-

ered for publication. Articles will be published after being peer-reviewed, accepted, and proofread.
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5. Formatting

1) Use A4 page size, with 25mm margins on all sides.

2) On the first page, write the title in both Japanese and English for Japanese written articles, and

only in English for English written articles. Also, write the full name of each author, the institution

and departmental names, home address, phone and fax number, and email address on the first

page.

3) On the second page, write the title and 3 to 5 keywords in both Japanese and English for Japa-

nese written articles, and only in English for English written articles. For Original Research writ-

ten in Japanese, write the abstract in both Japanese (apporox.400 characters) and English (ap-

prox.200 words), and only English abstract is necessary for Original Research written in English.

The abstract is not necessary for Research Reports and Research Notes.

4) Follow APA-style formatting.

6. Peer Review

1) Peer review is conducted according to the type of article : Two peer reviewers are assigned for

original research and research reports, and one peer reviewer for research notes.

2) Peer reviewers do not receive any type of compensation.

3) In the case of an objection to the peer-review outcome, the Editorial Committee will make the fi-

nal decision.

4) Peer reviewers are selected by the Editorial Committee. The Editorial Committee may alterna-

tively request the author to select peer reviewers.

7. Proofreading and Revision

1) Proofreading is conducted by the author with advice from the peer reviewer(s) and the Edito-

rial Committee.

2) After submission of the proofread article, the Editorial Committee will return the article to the

author as a PDF file. It is the responsibility of the author to check the submission for possible er-

rors and provide feedback to the Editorial Committee by the specified deadline.

１４０



The Journal of Learner-Centered Higher Education

編集委員

編集長

寺西 宏友 創価大学 学士課程教育機構 機構長

編集委員

田中 亮平 創価大学 教務部長

関田 一彦 創価大学 教育・学習活動支援センター センター長

西浦 昭雄 創価大学 学士課程教育機構 副機構長

望月 雅光 創価大学 教育・学習活動支援センター 副センター長

Lary MacDonald 創価大学 ワールドランゲージセンター 副センター長

佐々木 諭 創価大学 看護学部 准教授

山� めぐみ 創価大学 学士課程教育機構 准教授

清水 強志 創価大学 学士課程教育機構 准教授

山田 竜作 創価大学 学士課程教育機構 准教授

編集事務局員

池ヶ谷 浩二郎 創価大学 総合学習支援オフィス 副部長

斎藤 康夫 創価大学 総合学習支援オフィス

編集委員 １４１



The Journal of Learner-Centered Higher Education
第２号

２０１３年１０月３１日

発行 創価大学 学士課程教育機構

〒１９２－８５７７

東京都八王子市丹木町１－２３６

TEL ０４２－６９１－７００９

FAX ０４２－６９１－６９４１

Email seededit@soka.ac.jp

印刷 電算印刷株式会社

TEL０２６３－２５－４３２９



学士課程教育機構研究誌

第2号

創価大学
学士課程教育機構

2013年10月

第
2号
　
2013年

10月
学士課程教育機構研究誌　第２号／表紙／背９ミリ  2013.10.09 16.49.24  Page 1 


	表紙１
	本扉
	目次
	01宮崎ほか
	02関田ほか
	03安田・寺中
	04松本
	05山本
	06平野
	07池ヶ谷ほか
	08眞所
	09清水
	10編集規程
	11投稿・執筆要項
	12英文編集規程
	13編集委員会・奥付
	表紙４

